
主 な 施 策 等 一 覧

名   古   屋   市

令和 6年度



「事業の概要」欄に関連するＳＤＧｓ の目標（17 項目）を示しています。

各目標の内容については以下のとおりです。

あらゆる場所のあらゆる形態の
貧困を終わらせる 

各国内及び各国間の不平等を是
正する 

飢餓を終わらせ、食料安全保障
及び栄養改善を実現し、持続可
能な農業を促進する 

包摂的で安全かつ強靱
きょうじん

（レジ
リエント）で持続可能な都市及
び人間居住を実現する 

あらゆる年齢のすべての人々の
健康的な生活を確保し、福祉を
促進する 

持続可能な生産消費形態を確保
する 

すべての人々への包摂的かつ公
正な質の高い教育を提供し、生
涯学習の機会を促進する 

気候変動及びその影響を軽減す
るための緊急対策を講じる 

ジェンダー平等を達成し、すべ
ての女性及び女児の能力強化を
行う 

持続可能な開発のために海洋・
海洋資源を保全し、持続可能な
形で利用する 

すべての人々の水と衛生の利用
可能性と持続可能な管理を確保
する 

陸域生態系の保護、回復、持続
可能な利用の推進、持続可能な
森林の経営、砂漠化への対処、
ならびに土地の劣化の阻止・回
復及び生物多様性の損失を阻止
する

すべての人々の、安価かつ信頼
できる持続可能な近代的エネ
ルギーへのアクセスを確保する

持続可能な開発のための平和で
包摂的な社会を促進し、すべて
の人々に司法へのアクセスを提
供し、あらゆるレベルにおいて
効果的で説明責任のある包摂的
な制度を構築する 

包摂的かつ持続可能な経済成長
及びすべての人々の完全かつ生
産的な雇用と働きがいのある人
間らしい雇用（ディーセント・
ワーク）を促進する 

持続可能な開発のための実施手
段を強化し、グローバル・パー
トナーシップを活性化する 

強靱
きょうじん

（レジリエント）なイン 
フラ構築、包摂的かつ持続可能
な産業化の促進及びイノベーシ
ョンの推進を図る 

※ＳＤＧｓ： Sustainable Development Goals の略。持続可能な開発目標。平成 27 年 9月の国連サミット
において、健康や教育、経済成長、気候変動に関するものなど、国内外の課題解決に向けて掲
げられた国際目標です。 

※



令和６年度主な施策等一覧（防災危機管理局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
能登半島地震を踏まえた地震対策に関する検
証

5,000 1

遺体安置所資器材の配備 11,500 2

港防災センターの機能強化に向けた基本調査 13,000 3

危機管理体制の強化に向けた検討調査 7,000 4

拡 充
想定し得る最大規模の風水害を見据えた業務
継続計画の策定等

18,100 5

災害対応能力向上に向けた市本部・区本部運
営に係る研修・訓練

10,000 6

災害用食糧等の備蓄 195,179 7

個別避難計画作成モデル事業 54,633 8

感震ブレーカーの設置促進 142,925 9

被災地域への支援、交流事業 48,487 10

国民保護に係る研修・訓練等 5,366 11

継 続 防災人材育成の推進 10,000 12

地域防災活動における担い手の育成・活動支
援

5,951 13



－１－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 
（新規）能登半島地震を踏まえた地震対策

に関する検証 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

能登半島地震を踏まえ、避難所における生活環境・要配慮者

の避難対策など今回の被災地応援に係る活動で見えてきた課題

や問題点を整理し、様々な知見を有する者等から意見を聴取す

ることで、本市の大規模地震に向けた備えを改めて検証する。 

また、大規模災害発生時の本市の迅速な初動体制の構築に向

け、災害応援に係る他都市の初動体制等について調査を行う。 

２ 内容 

 ・避難所における機能確保等 

 ・要配慮者の避難対策 

 ・災害対応に係る受援・応援体制の見直し 

担 当 課 危機管理企画室          電話 ９７２－３５２３ 



－２－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 （新規）遺体安置所資器材の配備 草案頁 ３７頁 

予 定 額 １１，５００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  大規模災害時に円滑かつ迅速に各区の遺体安置所を開設・運

営できるよう、事前に必要な資器材の配備を行う。 

２ 配備する資器材 

 ・遺体収納袋 

 ・照明器具（ＬＥＤランタン） 

 ・ブルーシート・ロールシート 

 ・布担架 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５２２ 



－３－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 
（新規）港防災センターの機能強化に向け

た基本調査 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 １３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  港防災センターは、防災に関する知識の普及及び市民の防

災・減災意識の高揚を図ることを目的に開設した施設である

が、開館後４０年以上が経過し、展示設備が老朽化しているこ

とに加えて、総合的な防災啓発・人材育成の拠点施設としての

機能が求められていることから、港防災センターの機能強化に

向けて、必要な機能や施設規模、他の候補地との比較等、現所

在地からの移転も含めた調査を行う。 

２ 主な調査内容 

 ・展示コンテンツの検討 

・施設規模の検討 

・候補地や整備手法（新築、改修等）の検討   

３ スケジュール（予定） 

  令和６年度  機能強化に向けた基本調査 

  令和７年度  基本計画 

  令和８年度  基本設計 

  令和９年度～ 実施設計・工事 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５２６ 



－４－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 
（新規）危機管理体制の強化に向けた検討

調査 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  多種多様な危機事象に対して適切な初動対応ができるよう、

本市の危機管理体制の充実に向けた調査を実施する。 

２ 内容 

  国、県、市の危機管理に係る所管業務や体制、権限の整理を

行い、想定すべき危機事象の洗い出しを行うとともに、各所管

局が担うべき業務や付随する業務を精査する。 

（参考） 

  調査結果を踏まえ、必要に応じて名古屋市危機管理計画の見

直しを行うとともに、個別の危機事象についての対応要領の検

討を進める。

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５２２ 



－５－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 
（拡充）想定し得る最大規模の風水害を見

据えた業務継続計画の策定等 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 １８，１００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  想定し得る最大規模の風水害に係る対応方針を踏まえ、その

柱である「防災拠点機能の確保と災害対応力の強化」と「命を

守るための避難対策の強化」を実現するため、行政における必

要な業務の継続体制を確保できるよう、風水害に対応した業務

継続計画の策定を行うとともに、市民一人ひとりの適切な防災

行動の理解促進を図る。 

２ 主な内容 

(1) 風水害に対応した業務継続計画の策定

想定し得る最大規模の風水害を見据え、非常時優先業務を

最大限行うことのできる業務継続体制についての検討を行

い、各局室区が風水害時における具体的な業務運用や体制を

整備できるよう、業務継続計画の策定を行う。 

(2) 市民一人ひとりの適切な防災行動の理解促進 

市民生活に与える影響等について時系列かつ視覚的に伝え

る風水害リスクシナリオ等を活用した周知・啓発を行い、市

民一人ひとりが風水害を「自分事」として捉え、主体的に避

難行動や事前の備えができるよう理解促進を図る。 

担 当 課 想定最大規模災害対策推進室    電話 ９７２－４２５２ 



－６－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 
（拡充）災害対応能力向上に向けた市本部

・区本部運営に係る研修・訓練 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  大規模災害時における災害対応を円滑に行うため、災害対応

の知見を有する外部コンサルタントを活用し、区本部に係る訓

練の内容を充実させるとともに、外部講師による職員の防災人

材育成に係る研修の拡充を図る。 

２ 主な内容  

 (1) 研修 

   外部講師による市本部・区本部運営の中核となる幹部職員

のマネジメント能力向上に向けた研修や、令和５年度市災害

対策本部運営訓練の評価結果を踏まえたフィードバック研修

を実施する。 

 (2) 訓練 

   外部コンサルタントを活用して、区本部運営に係る標準的

な訓練計画を作成し、各区の区本部運営訓練の水準を高める

ことで、区本部の災害対応能力の底上げを図る。 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５２２ 



－７－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 （拡充）災害用食糧等の備蓄 草案頁 ３６頁 

予 定 額 １９５，１７９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和５年度末策定予定の次期名古屋市災害対策実施計画に基

づき、災害用食糧等の更新を行うとともに、想定し得る最大規

模の風水害の発生に備え、備蓄物資の充実を図る。 

２ 令和６年度配備 

(1) 対象区 

   中村区、瑞穂区、熱田区、緑区 

(2) 令和６年度の購入量及び年度末備蓄量 

区 分 購入量 ６年度末備蓄量 

食 糧 約４５万食 約１７８万食 

飲料水 約１０万  約３１万 

※その他、紙おむつ、生理用品等を購入予定 

担 当 課 地域防災室            電話 ９７２－３５９１ 



－８－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 （拡充）個別避難計画作成モデル事業 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ５４，６３３千円 

事業の概要 

１ 事業概要 

  高齢者や障害者等のうち、自ら避難することが困難であり、

避難の確保を図るため特に支援を要する者（避難行動要支援者）

一人ひとりの個別避難計画の作成を推進する。 

  令和５年度の南区でのモデル事業を踏まえ、令和６年度は複

数区においてモデル事業を継続して実施することにより、円滑

な計画作成の手法や効率的な事業推進体制の構築を図る。 

２ 主な内容 

・避難行動要支援者本人の状況をよく把握している福祉事業者

や地域住民など様々な関係者と連携して実効性のある個別避

難計画づくりを推進 

・事業実施に係る事務処理及び問い合わせ等に対応するための

事務局を設置 

・避難行動要支援者や避難支援に携わる関係者に向けた防災啓

発を広く実施 

担 当 課 地域防災室            電話 ９７２－３５９１ 



－９－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 （拡充）感震ブレーカーの設置促進 草案頁 ３７頁 

予 定 額 １４２，９２５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

地震時の電気火災対策として有効とされる感震ブレーカーの

設置費用の一部を助成することで、大規模地震による火災発生

を抑制する。 

２ 主な内容 

主な木造住宅密集地域については、感震ブレーカー（簡易タ

イプ）の助成件数を拡充するとともに、助成の申請手続にあた

っては、より申請しやすい簡易な方法とするほか、高齢者のみ

の世帯など自分で設置することが困難な世帯には、取付支援を

実施する。 

あわせて、主な木造住宅密集地域の全世帯へ啓発チラシのポ

スティングを行うことで、さらなる設置促進を図る。 

区 分 主な木造住宅密集地域 左記以外の地域 

助成額 

≪分電盤タイプ≫ 
・設置費の１／２ 
（上限額４０千円） 
・新築時は一律１０千円 

≪簡易タイプ≫ 
・購入費の全額 
（上限３千円） 

≪分電盤タイプ≫ 
・設置費の１／３ 
（上限額２６千円） 
・新築時は一律６千円 

件 数 

≪分電盤タイプ≫ 
１００件 

≪簡易タイプ≫ 
１０，０００件 

≪分電盤タイプ≫ 
６４０件 

担 当 課 危機管理企画室          電話 ９７２－３５２３ 



－１０－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 （拡充）被災地域への支援、交流事業 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ４８，４８７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

東日本大震災における被災地の復興のため、引き続き陸前高

田市への職員派遣を行うとともに、友好都市協定締結１０年の

節目の年であることから、友好都市としての両市の交流関係を

より一層発展させるための施策を展開する。 

２ 主な内容 

(1) 職員派遣  

陸前高田市からの要請に基づき、防災関係業務に従事する

職員を派遣し、復興を支援する。 

(2) 報告会等  

被災地派遣職員等による講演会や小中学校等の防災教育に

おける講師派遣、東日本大震災津波伝承館と連携したオンラ

イン授業など、本市の被災地域支援を通じて得られた経験や

震災の教訓を市民に伝える取り組みを実施する。 

(3) 交流事業 

「絆の日」に関する取り組みの充実を図り、より一層両市

の友好関係を市民に広く周知啓発するとともに、引き続き市

民交流団の派遣を実施し、協定に基づく両市間の交流を推進

する。 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５８４ 



－１１－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 （拡充）国民保護に係る研修・訓練等 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ５，３６６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

弾道ミサイル攻撃等による武力攻撃やテロに対して国民の保

護のための措置を的確かつ迅速に実施するため、国民保護に係

る研修・訓練を実施する。 

２ 主な内容  

(1) 研修 

  国民保護法に基づく国民保護措置のための仕組みや市町村

の役割などの国民保護概論のほか、弾道ミサイル着弾時の対

応など具体的な事例における本市の国民保護計画に基づく対

応について研修を実施する。 

(2) 訓練 

  武力攻撃事態等又は緊急対処事態が発生した場合の初動対

応や、国からの市対策本部の設置指定、警報の発令、避難措

置の指示等があった場合を想定した市対策本部運営訓練を実

施する。 

（参考） 

  令和７年度から令和８年度にかけて、アジア・アジアパラ競

技大会を想定した国民保護図上訓練及び実動訓練を実施予定。 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５２２ 



－１２－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 （継続）防災人材育成の推進 草案頁 ３６頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

名古屋市防災人材育成方針に基づく戦略的な取り組みの一環

として、子どもたちを通じた家庭における防災意識の向上を図

るため、家庭の防災リーダーとして家庭での防災対策を率先し

て考え、行動することができる子どもたちを育成する。 

２ 主な内容 

小学生を対象に、夏休み等の期間を利用して防災について楽

しく学ぶことができるゲームなどのプログラムを通じて、家庭

での防災対策を率先して考え、行動することができる子どもた

ちを育成し、「なごやっ子防災レンジャー」として認定する。 

担 当 課 危機管理企画室          電話 ９７２－３５２３ 



－１３－ 

令和６年度主な施策等一覧

防災危機管理局 

事 項 
（継続）地域防災活動における担い手の育

成・活動支援 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ５，９５１千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

地域における防災人材育成の一環として、災害対策委員や自

主防災組織が職務・役割の理解を深められる機会の充実を図る

とともに、地域防災活動の担い手の確保に取り組むもの。 

２ 主な内容  

・災害対策委員等の地域防災活動のリーダーが自身の職務・役

割について理解を深められるよう、講演会を開催するととも

に防災情報を掲載した啓発物を定期的に発行する。 

・中長期的な地域防災活動の担い手確保のため、災害時に役立

つノベルティグッズを活用し、主に子どもたちの各種防災訓

練への参加を促す。 

・災害対策委員の活動を支援し、地域防災活動の活性化に向け

た新たな担い手の発掘や育成を目的とする防災サポーター制

度に継続して取り組む。 

担 当 課 地域防災室            電話 ９７２－３５９１ 



令和６年度主な施策等一覧（市長室）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
広報なごやにおけるアジア・アジアパラ競技
大会に向けた特集

47,718 1

拡 充 市公式ウェブサイト機能強化 5,000 2



- 1 - 

令和６年度主な施策等一覧

市長室 

事 項
（新規）広報なごやにおけるアジア・ 

アジアパラ競技大会に向けた特集
草案頁 ７５頁 

予 定 額 ４７，７１８千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  広報なごやを令和６年９月号から２０面とし、２０２６年開催

のアジア・アジアパラ競技大会の開催に向けた機運醸成を図るこ

とと本市のスポーツ行政への市民理解を深めることを目的とし

たスポーツ特集等を新設する。 

２ 主な掲載内容 

 （１）スポーツ特集 

   ・アジア・アジアパラ競技大会競技種目の紹介 

   ・名古屋スポーツコミッション加盟チーム等の紹介・試合 

日程 

 （２）アジア・アジアパラ競技大会のレガシー形成等に向けた 

特集 

 「２０２６アジア競技大会ＮＡＧＯＹＡビジョン」に掲載

されている「まちの姿」や「取り組みの方向性」に即する本

市の施策、取り組み、魅力等 

担 当 課 広報課 電話９７２－３１３４（内線 ３１３４） 



- 2 - 

令和６年度主な施策等一覧

市長室 

事 項 （拡充）市公式ウェブサイト機能強化 草案頁 ７５頁 

予 定 額
５，０００千円 

（債務負担行為 ３５２，０００千円） 

事業の概要

１ 趣  旨 

  市民にとってより利便性の高い市公式ウェブサイトとすべく、

市公式ウェブサイトの機能強化（デザインの刷新や新たな機能の

追加、コンテンツマネジメントシステム（ＣＭＳ）の開発・導入

等）を実施する。 

２ 主な内容 

・デザイン刷新及び機能追加 

・ＣＭＳの開発・導入 

  ・運用サーバーのクラウド化 

３ スケジュール 

  令和６年度～ 市公式ウェブサイト機能強化 

令和７年度  公開及び保守運用 

 債務負担行為 

  市公式ウェブサイトのシステム開発・保守業務委託 

   期間 令和７年度～１２年度 

   限度額 ３５２，０００千円 

担 当 課 広報課 電話９７２－３１３２（内線 ３１３２） 



令和６年度主な施策等一覧（総務局）

事 項 予 定 額 頁
千円

2025年日本国際博覧会への出展準備 6,000 1

愛・地球博20周年記念行事の開催準備 5,000 2

なごや平和の日に係る平和継承事業 18,000 3

市長選挙の執行準備 137,303 4

シティプロモーションの推進 24,800 5

ＤＸの推進（業務フロー可視化・分析調査） 30,000
（ＤＸの推進）

で掲載

中部国際空港株式会社への整備費貸付金
（代替滑走路整備に向けた設計等）

14,150 6

ＤＸの推進 1,313,881 7

次期総合計画の策定 29,000 12

市内大学による地域貢献事業への支援等 10,302 13

組織力向上に向けた人材マネジメントの推進 16,000 14

第20回アジア競技大会及び第５回アジアパラ
競技大会の推進

1,927,351 15

41,355,447 16

国際交流施設整備基本計画の策定に対する補
助金

8,000 19

実験動物研究教育センター改修の調査に対す
る補助金

21,000 20

東部医療センター教育・研究棟の整備に対す
る補助金

450,000 21

区分

新　規

継　続

公立大学法人名古屋市立大学への財源措置

拡　充

 大　学

新　規



事 項 予 定 額 頁
千円

区分

医学部保健医療学科リハビリテーション学専
攻（仮称）の開設準備に対する交付金、補助
金

130,957 22

キャンパス整備に係る設計等（滝子・田辺
通）に対する交付金、補助金

893,900 23

救急災害医療に係るＥ－ステーションの試行
運用に対する交付金、補助金

50,500 24

救急災害医療センターの整備に対する貸付
金、補助金

17,491,000 25

救急・外来棟の受付周辺混雑緩和に向けた整
備の設計に対する貸付金

57,800 26

放射線治療装置更新に伴う施設整備の設計に
対する貸付金

12,000 27

災害拠点病院機能維持等に係る新棟整備の設
計に対する貸付金

136,354 28

移転改築に係る基本計画の策定に対する補助
金

70,000 29

 市立大学病院

 東部医療センター

 西部医療センター

 みどり市民病院

新　規

拡　充

新　規

拡　充

新　規

新　規

新　規



令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 
（新規）2025年日本国際博覧会への出展 

準備 
草案頁 ７１頁 

予 定 額 ６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  令和７年に２０周年を迎える愛・地球博の理念・成果の継承

を図るとともに、本市の多彩な魅力を発信することを目的とし

て、愛知県と共同で２０２５年日本国際博覧会（大阪・関西万

博）における自治体参加催事に出展するため、催事の内容や運

営手法等の計画を策定 

２ 内  容 

  催事内容や運営手法等の実施計画等の策定 

（参考） 

２０２５年日本国際博覧会の概要 

（１）テ ー マ いのち輝く未来社会のデザイン 

（２）開 催 地 大阪市此花区 夢洲 （ゆめしま） 

（３）会 期 令和７年４月１３日～１０月１３日 

（４）来場者数 約２，８２０万人（見込） 

担 当 課 
総合調整部総合調整室 

電話 ９７２－２２２３（内線 ２２２３）

－1－



令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 
（新規）愛・地球博20周年記念行事の開催 

準備 
草案頁  ７１頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  令和７年に２０周年を迎える愛・地球博の理念・成果の継承

を図るとともに、本市の多彩な魅力を発信することを目的とし

て、愛・地球博のサテライト会場があったささしまエリア等に

おいて、２０周年記念行事を開催するため、行事の内容等の計

画を策定 

２ 内  容 

  行事内容等の実施計画等の策定 

３ そ の 他 

  本事業は、愛知県が主体となって実施する愛知万博２０周年

記念事業との連携を図る。 

担 当 課 
総合調整部総合調整室 

電話 ９７２－２２２３（内線 ２２２３）

－2－



令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 
（新規）なごや平和の日に係る平和継承 

事業 
草案頁 ７４頁 

予 定 額 １８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  名古屋空襲により犠牲となられた方々を悼むとともに、後世

に平和を継承していくための取り組みを実施 

２ 内  容 

 （１）名古屋空襲犠牲者の追悼事業 

    名古屋空襲により犠牲となられた方々を悼むため、平和 

祈念式典等の追悼行事を実施する。 

 （２）平和の継承事業 

    平和について考える機会を創出するため、フォーラムや 

ワークショップ等を開催する。 

（３）広報・啓発 

    名古屋空襲について学ぶ動画の作成・活用等により、平 

和に関する広報・啓発を行う。 

（４）戦後８０周年事業の準備 

   令和７年度の実施に向けた準備を行う。 

（参考） 

なごや平和の日の概要 

目的 

名古屋空襲により犠牲になられた方々を悼むととも

に、悲惨な戦争の体験・記憶を後世に語り継ぐことに

より、市民の恒久平和の実現を希求する意識の醸成

を図り、もって平和な社会の発展に寄与する。 

日付 ５月１４日 

取組 
市及び市民は、平和の日を中心に、平和意識の醸成を

図るための取組を行う。 

担 当 課 
総合調整部総合調整室 

電話 ９７２－２２２３（内線 ２２２３）

－3－



令和６年度主な施策等一覧

総  務  局 

事 項 （新規）市長選挙の執行準備 草案頁 ７４頁 

予 定 額 １３７，３０３千円 

事業の概要 

１ 任期満了日等 

（１）任期満了日   令和７年４月２７日 

（２）選挙期日    任期満了日前３０日以内 

（３）選挙期日の告示 少なくとも選挙期日の１４日前まで 

２ 被選挙権     日本国民で年齢満２５年以上の者 

３ 供託金      ２４０万円 

４ 選挙運動期間   告示日から選挙期日の前日まで 

５ 選挙公営     ポスター掲示場など 

６ 投票時間     午前７時から午後８時まで 

７ 期日前投票    告示日の翌日から選挙期日の前日までの 

毎日午前８時３０分から午後８時まで 

（各区役所・支所等） 

８ 開票所      １６開票所（各区１か所） 

担 当 課 
選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）

－4－



令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （新規）シティプロモーションの推進 草案頁 ７５頁 

予 定 額 ２４，８００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 
 本格的な人口減少社会が到来する中、本市が「住みやすい」
「働きやすい」「訪れたくなる」「投資したくなる」都市とし
て選ばれ、持続的な発展・成長を実現するため、各分野の施策
の充実に加え、都市の総合的なプロモーション力強化を図るこ
とにより、市内外における本市の施策や魅力の浸透、ひいては
市民の愛着醸成や都市ブランド（都市の総合的な魅力・価値）
を確立 

２ 内  容 
（１）プロモーション基本方針の作成 

  都市の総合的なプロモーション力強化に向けて、基本的な
考え方や取り組みの方向性等をまとめた全庁的な方針を作
成する。 

（２）都市ブランドの具現化・発信 
    都市の総合的な魅力・価値を伝えるツールとして、ブラ

ンドメッセージ等を作成し、発信する。 

 （３）具体的なプロモーション方策の検討 
 今後の戦略的かつ効果的なプロモーション展開に向け
て、具体的な展開方法や活用媒体等のプロモーション方策
を検討する。また、名古屋の強みや魅力を包括的に訴求す
る専用サイトの開設に向けて制度設計を行う。 

担 当 課 
企画部企画課    

電話 ９７２－２２０３（内線 ２２０３）

－5－



令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 

（拡充）中部国際空港株式会社への整備費

貸付金（代替滑走路整備に向けた

設計等） 

草案頁 ６４頁 

予 定 額 １４，１５０千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  中部国際空港において、２０２７年度を目途に代替滑走路を

供用開始するため、整備に向けて必要となる調査・設計に対す

る貸付金 

２ 内  容 

 （１）環境影響評価に係る調査 

    環境影響評価の手続きに向けた調査を実施する。 

（２）代替滑走路整備に係る設計 

    代替滑走路整備に向けた設計を実施する。 

担 当 課 
総合調整部空港対策室  

電話 ９７２－２２２４（内線 ２２２４）

－6－



令和６年度主な施策等一覧

総  務  局 

財  政  局 

スポーツ市民局 

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

教 育 委 員 会

事 項 （拡充）ＤＸの推進 草案頁 
６５頁 

７５頁 

予 定 額 １０，２８４，７８７千円

総務局    １，３４３，８８１千円

※うち選挙管理委員会  61,509千円

財政局    １，４４３，７１４千円

スポーツ市民局１，５０７，４５４千円

健康福祉局  ５，３３３，３９１千円

子ども青少年局  ４５５，０００千円

教育委員会    ２０１，３４７千円

事業の概要 

１ 趣  旨 

  本市において市役所のデジタルトランスフォーメーション

（ＤＸ）をより一層早急かつ強力に推し進めるため、必要な事

業を実施 

２ 内  容 

（１）行政手続のオンライン化（事業費 １４，６００千円） 

   市民がいつでも自宅等から本市への申請手続を行える電

子申請システムを運用するとともに、本システムを利用した

行政手続のオンライン化を効果的に推進するため、業務見直

し等を支援する。 

（２）公報のデジタル化（事業費 ３，７４０千円） 

   条例等の公布手続を掲示場での掲示からインターネット

上の名古屋市公報への掲載に変更することに合わせ、公報事

務を効率的に実施するため、市公式ウェブサイトを改修す

る。 

－7－



（３）オープンデータカタログサイトの構築 

（事業費 ４，２４５千円） 

   利便性やデータの検索性が高いオープンデータカタログ

サイトを構築し、オープンデータの活用による市民参加・公

民連携により諸課題の解決を促進する。 

（４）共通ワークフロー基盤の要件定義及び業務実装の推進 

（事業費 １３２，０００千円） 

   本市のシステム全体最適化及び内部事務ＤＸの推進を図

るため、データ連携基盤部分の要件定義や業務実装に向けた

データ連携内容の検討等を実施する。 

（５）ＲＰＡ及びノーコードローコードツールの導入支援 

  （事業費 ４４，０００千円） 

   業務の自動化・効率化を図るため、ＲＰＡ及びノーコード

ローコードツールの導入を支援する。 

（６）文書事務のＤＸ（事業費 １５０，０００千円） 

文書の作成や保存管理等を行う文書管理システムの再構

築に向けて、調達仕様書の作成や業務の見直し等を実施す

る。 

（７）生成ＡＩの活用（事業費 １０，０００千円） 

生成ＡＩの庁内への導入を進め、市役所業務における利

活用を検討することで、業務の質の向上や効率化を図る。 

（８）職員認証システムの再構築 

（事業費 １２１，８８０千円、債務負担行為 令和７年

度～１１年度 ２，０９０，０００千円） 

職員が利用するパソコンや業務システムのＩＤを一元的

に管理し、二要素認証にも対応した統合的な認証機能を提供

する新たな職員認証システム（認証基盤システム）を導入す

る。 

（９）業務フロー可視化・分析調査（事業費 ３０,０００千円） 

業務のデジタル化をはじめとする業務改革（BPR：Business 

Process Re-engineering）を推進するため、業務フローの可

視化・業務分析・改善策の策定を実施する。 
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（10）システムの標準化（事業費９，５７５，５０６千円） 

本市の標準化対象システムについて標準準拠システムへ

の移行に向けた調査及びシステム調達等を実施する。また、

ガバメントクラウドを利用するための環境を整備する。 

区    分 
予定額 

（千円） 
所管局 

全体工程管理 67,962

総 務 局 

情報連携基盤システム 423,826

ガバメントクラウド接続

回線 
29,818

運用管理補助業務委託 51,485

選挙人名簿等システム 61,509 選挙管理委員会 

税務総合情報システム 1,443,714 財 政 局 

住民記録システム 1,163,402
スポーツ市民局 

戸籍電算システム 344,052

福祉総合情報システム 840,974

健 康 福 祉 局 
介護保険システム 143,000

保険年金システム 4,303,217

生活保護システム 46,200

児童福祉システム 455,000 子ども青少年局 

就学事務システム 201,347 教 育 委 員 会 

（11）次期分離モデルへの移行対応（事業費 ３９，０００千円） 

インターネットを積極的に活用することが可能となる庁

内ネットワークの次期分離モデル移行に向けて、庁内ネット

ワークの設計及び情報セキュリティ対策の強化に向けた調

査を実施する。 

（12）マイナンバー利用事務系ファイルサーバー等の整備 

（事業費 ２５，０００千円） 

   マイナンバー利用事務系の基幹業務システムで共通して

利用できるファイルサーバー等の環境を整備する。   

（13）サーバー運用管理作業等業務委託 
（事業費 １０３，１３３千円） 

ＤＸを支えるＩＣＴ基盤のセキュリティ向上と安定的な運

用の推進のため、専門技術が必要なサーバー運用管理作業等

について外部委託を実施する。 
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（14）情報セキュリティポリシーの運用 
（事業費 １２，１８３千円） 

   情報セキュリティに関して知見の深い外部人材からの助
言などを踏まえ情報セキュリティポリシーを運用する。 

（15）市役所ＤＸ施策の推進に係るマネジメント支援 
（事業費 ９，５００千円） 

   令和４年３月に策定した「市役所ＤＸ推進方針」に定める
各施策や事業を着実かつ迅速に実施するためにＤＸの知見
を有した外部人材による支援を実施する。 

（16）デジタル人材の育成（事業費 １０，０００千円） 
   市役所ＤＸを全庁一体となって推進するため、職員一人ひ

とりのＤＸマインドの醸成を図るとともに、実務の中核とな
るＤＸ推進リーダーを設置し、デジタルスキルの向上等に取
り組み、全庁的にデジタル人材の育成を進める。 

担 当 課 

(1)(3)(4)(5)(7)(8)(11)(12)(13)(14)(15)(16) 

総務局行政ＤＸ推進部デジタル改革推進課 

    電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８）

(2)(6) 総務局行政ＤＸ推進部法制課 

電話 ９７２－２２４６（内線 ２２４６）

(9) 総務局行政ＤＸ推進部行政改革推進室 

          電話 ９７２－２１８１（内線 ２１８１）

(10)のうち、 

 【全体工程管理・情報連携基盤システム・ガバメントクラウド 

接続回線・運用管理補助業務委託に関すること】 

  総務局行政ＤＸ推進部デジタル改革推進課 

電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８）

【選挙人名簿等システムに関すること】 

  選挙管理委員会事務局 

    電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）

 【税務総合情報システムに関すること】 

  財政局税務部税務システム推進課 

電話 ２６５－１１１０ 
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【住民記録システム・戸籍電算システムに関すること】 

  スポーツ市民局地域振興部住民課 

電話 ９７２－３１７７（内線 ３１７７）

【福祉総合情報システムに関すること】 

  健康福祉局監査課 

電話 ９７２－２５９７（内線 ２５９７）

【介護保険システムに関すること】 

  健康福祉局高齢福祉部介護保険課 

電話 ９７２－４６３８（内線 ４６３８）

【保険年金システムに関すること】 

  健康福祉局生活福祉部保険年金課・医療福祉課 

電話 ２２８－６６６２ 

【生活保護システムに関すること】 

  健康福祉局生活福祉部保護課 

電話 ９７２－２５９７（内線 ２５９７）

 【児童福祉システムに関すること】 

  子ども青少年局子ども未来企画室 

電話 ９７２－３０２５（内線 ３０２５）

 【就学事務システムに関すること】 

  教育委員会事務局教務部学事課 

電話 ９７２－３２１４（内線 ３２１４）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （拡充）次期総合計画の策定 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ２９，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

長期的展望に立った上で、本市のめざす都市像を描くととも

に、その都市像の実現に向けて取り組む施策等を明示する次期

総合計画を策定 

２ 内  容 

（１）有識者懇談会  

懇談会を開催し、各分野の有識者から意見聴取を実施す

る。 

（２）パブリックコメント 

計画案に係るパブリックコメントを実施する。 

（３）市民等への広報 

策定した次期総合計画について、冊子・動画・全戸配布

チラシを作成し、市民等への広報を実施する。 

３ スケジュール（予定） 

令和６年  

４月頃  有識者懇談会の開催  

７月頃  計画案の公表、パブリックコメントの実施 

１０月頃  策定・公表 

担 当 課 
企画部企画課           

電話 ９７２－２２０３（内線 ２２０３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 
（拡充）市内大学による地域貢献事業へ 

    の支援等 
草案頁 ７５頁 

予 定 額 １０，３０２千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  学生から選ばれるまち「学生タウンなごや」の推進に向け、 

市内大学との連携強化や大学・学生連携事業の充実を図るた

め、「学生タウンなごや推進基金」を活用した事業を新たに実

施 

２ 内  容 

 （１）市内大学による地域貢献事業への支援 

   市内にキャンパスを有する大学及び短期大学が本市で

実施する、行政・地域との連携事業や地域貢献に資する取

り組みに対し、事業費の補助を行う。 

（２）学生連携の促進に向けた新たな仕組みづくり 

    本市との連携や社会課題解決に興味のある学生を対象

として、会員登録制の学生プラットフォームを構築し、学

生との連携を希望する本市の各部署と興味を持った学生

とのマッチングや、情報提供等を実施する。 

担 当 課 
総合調整部総合調整室 

電話 ９７２－２２２３（内線 ２２２３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 
（拡充）組織力向上に向けた人材マネジメ

ントの推進 
草案頁 ７５頁 

予 定 額 １６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  複雑化・高度化する行政課題の解決に向け、多様な人材の確

保、中長期的な人材育成、成果の適正評価、人材の最適配置及

び能力・実績に応じた適正処遇を戦略的に実施する人材マネジ

メントの考え方に立ち、組織力向上のための取り組みを実施 

２ 内  容 

（１）多様な人材の確保（事業費４，０９５千円） 

・理系に特化した採用広報の強化 

・障害者雇用の推進 

（２）人的資本強化の取り組み（事業費１１，９０５千円） 

・人材マネジメントにおけるＤＸの推進等に向けた調査 

・若手職員を対象とした研修の強化 

・リスキリング（通学又はオンラインによる職員の能力・

スキルの再開発）の実施 

担 当 課 
職員部人事課           

電話 ９７２－２１２５（内線 ２１２５）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 
（継続）第20回アジア競技大会及び 

    第５回アジアパラ競技大会の推進 
草案頁 ５１頁 

予 定 額 １，９２７，３５１千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  ２０２６年に開催する第２０回アジア競技大会及び第５回 

アジアパラ競技大会の推進を図るため、大会運営及び仮設整備

に関する検討や、大会開催に向けた広報・機運醸成等の取り組

みを実施 

２ 内  容 

 （１）愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会組織委員会 

   ・大会関係者輸送に向けた人員配置の検討、交通事業者や

関係自治体等との連絡調整 

・大会情報システムの設計及び開発、通信ネットワークの

詳細設計 

・競技会場仮設整備における実施設計 等  

（２）アジア・アジアパラ競技大会愛知・名古屋合同準備会 

・アーバンスポーツやパラスポーツの競技体験等を行う

２年前イベントの実施 

・会場周辺から各競技会場までの間の警備計画の策定 等

 （３）その他 

   ・関係機関との連絡調整 

   ・地下鉄瑞穂運動場西駅エレベーター整備及び競技会場最

寄り駅のバリアフリー改修に係る交通局への負担金 等

担 当 課 
総合調整部アジア・アジアパラ競技大会推進室 

         電話 ９７２－２２３１（内線 ２２３１）
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令和６年度主な施策等一覧

総　務　局

 公立大学法人名古屋市立大学への
 財源措置

草案
３４頁
４９頁

令和６年度
予定額

令和５年度
予算

9,714,731   8,396,242

国際交流施設整備基本計画の策定
に対する補助金

8,000       -

実験動物研究教育センター改修の調
査に対する補助金

21,000      -

東部医療センター教育・研究棟の整
備に対する補助金

450,000     -

医学部保健医療学科リハビリテーショ
ン学専攻（仮称）の開設準備に対する
交付金、補助金

130,957     -

（拡充）
キャンパス整備に係る設計等（滝子・
田辺通）に対する交付金、補助金

893,900     329,900

エネルギーセンターの更新に対する
補助金

596,800     296,900

西棟の改修に係る設計に対する補助
金

20,000      -

31,640,716  14,538,648

病

院

24,176,645  6,901,503

病院

（新規）

（新規）

（新規）

（新規）

事　項

予定額

大学

区　　　分

４１，３５５，４４７千円

市立大学病院
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令和６年度
予定額

令和５年度
予算

（新規）
救急災害医療に係るE-ステーション
の試行運用に対する交付金、補助金

50,500      -

（拡充）
救急災害医療センターの整備に対す
る貸付金、補助金

17,491,000  2,790,000

救急災害医療センターの開棟に向け
た医療技術職員の人件費に対する交
付金

47,656      -

病院情報システムの整備等に対する
貸付金、補助金

551,000     -

手術支援ロボットの購入に対する補助
金

274,000     -

PET-CTの整備に対する貸付金 372,000     19,000

医療機器の更新に対する補助金 1,000,000   1,500,000

2,659,925   1,806,793

（新規）
救急・外来棟の受付周辺混雑緩和に
向けた整備の設計に対する貸付金

57,800      -

医療機器の更新に対する補助金 800,000     206,000

2,605,451   1,581,381

（新規）
放射線治療装置更新に伴う施設整備
の設計に対する貸付金

12,000      -

（新規）
災害拠点病院機能維持等に係る新棟
整備の設計に対する貸付金

136,354     -

区　　　分

東部医療センター

西部医療センター
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令和６年度
予定額

令和５年度
予算

病院情報システムの更新に向けた整
備に対する補助金

378,000     -

医療機器の更新に対する補助金 600,000     633,000

1,063,297   1,931,747

医療機器の更新等に対する補助金 109,000     883,000

1,135,398   2,317,224

（新規）
移転改築に係る基本計画の策定に対
する補助金

70,000      13,000

施設・設備の改修に対する補助金 100,000     100,000

医療機器の更新等に対する補助金 328,000     700,000

41,355,447  22,934,890

17,103,144  14,637,585上記合計のうち運営費交付金

市立大学部　市立大学室
                  電話　９７２－２１９３（内線　２１９３）

担当課

合　　計

みどり市民病院

みらい光生病院

区　　　分
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 
（新規）市立大学における国際交流施設整

備基本計画の策定に対する補助金
草案頁 ４９頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  教育・研究等の国際化の推進のため、既存施設がもつ留学生

の宿舎機能を含めた、新たな国際交流施設の整備に向けた基本

計画の策定に対する補助金

２ 内  容 

  必要となる機能や規模等の施設整備に関する計画の策定を

行う。 

（参考） 

既存の留学生宿舎の概要 

所 在 地：昭和区檀渓通２丁目８  

竣工年月：昭和５７年８月  

構  造：鉄筋コンクリート造（地上４階建て） 

居 室 数：６０室 

担 当 課 
市立大学部市立大学室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 

（新規）市立大学における実験動物研究教

育センター改修の調査に対する補

助金 

草案頁 ４９頁 

予 定 額 ２１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  老朽化が進んでいる桜山キャンパスの実験動物研究教育セ

ンターの適切な研究環境を維持するための調査に対する補助

金 

２ 内  容 

  既存施設の現況及び将来需要を見据えた施設機能や規模の

調査を行う。 

（参考） 

実験動物研究教育センターの概要 

がん研究、脳神経研究及び再生医療等の医学研究に用いる実

験動物を飼育管理する施設。 

竣工年月：平成４年１２月 

構  造：鉄筋コンクリート造（地上５階、地下１階建て） 

担 当 課 
市立大学部市立大学室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 
（新規）東部医療センターにおける教育・

研究棟の整備に対する補助金 
草案頁 ４９頁 

予 定 額 ４５０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  教員の増員による執務室、研究室等の不足への対応や教育・

研究機能を強化するための整備に対する補助金 

２ 内  容 

  教育・研究棟の２～４階に教員の執務室及び研究室等を整備

するための改修工事を行う。 

３ スケジュール（予定）   

令和６～７年度  工事 

４ 場  所 

担 当 課 
市立大学部市立大学室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和６年度主な施策等一覧

総務局（健康福祉局） 

事 項 

（新規）市立大学における医学部保健医療学科

リハビリテーション学専攻（仮称）の

開設準備に対する交付金、補助金 

草案頁 ４９頁 

予 定 額 １３０，９５７千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

地域医療に貢献する質の高いリハビリテーション専門職を育

成する医学部保健医療学科リハビリテーション学専攻（仮称）

の開設準備に対する交付金、補助金 

２ 内  容 

医学部保健医療学科リハビリテーション学専攻（仮称）の開

設に向けて、教育研究活動に必要な備品の購入等を行う。 

３ 概  要 

（１）学科名称及び構成する専攻（仮称） 

学科 専攻 入学定員 

保健医療

学科 

看護学専攻 １２０人（※）

リハビリテーション学専攻 ８０人 

理学療法学コース ４０人 

作業療法学コース ４０人 

  ※看護学部から移行 

（２）設置時期 

令和７年４月（予定） 

（３）リハビリテーション学専攻の設置場所 

市立大学桜山（川澄）・滝子（山の畑）キャンパス及び

医学部附属みらい光生病院に併設する校舎（令和８年４月

設置予定） 

担 当 課 

（健康福祉局） 

健康部 医療連携推進室 

電話 ９７２－４２１３（内線 ４２１３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 

（拡充）市立大学におけるキャンパス整備

に係る設計等（滝子・田辺通）に

対する交付金、補助金 

草案頁 ４９頁 

予 定 額 ８９３，９００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  将来にわたる良好なキャンパス環境の維持のため策定した

施設再編整備構想を踏まえ、総合大学としての更なる発展に向

けたキャンパス施設整備を進めるための設計等に対する交付

金、補助金 

２ 内  容 

 （１）設計等 

    滝子・田辺通キャンパスにおいて、令和５年度に引き続

き、新棟の建設に係る設計、土壌汚染調査等を行う。 

※スケジュール（予定） 

令和６年度   設計等 

    令和７～８年度 工事 

 （２）基本計画の策定 

滝子キャンパスにおいて、残る老朽化施設の改築等に関

する基本計画の策定を行う。 

担 当 課 
市立大学部市立大学室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 

（新規）市立大学病院における救急災害医

療に係るＥ－ステーションの試行

運用に対する交付金、補助金 

草案頁 ３４頁 

予 定 額 ５０，５００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  救急・災害医療の強化のため、救急災害医療センター開棟に

向けた、Ｅ－ステーションの試行運用に対する交付金、補助金 

２ 内  容 

  消防局からの派遣職員等を市立大学病院に配置するととも

に、ドクターカー１台、救急車１台の整備を行う。 

（１） 救急・災害医療に係る人材育成 

消防局の救急救命士、救急隊員の病院実習に係る企画調

整等を行う。また、大規模災害に備え、消防局と連携した

研修及び訓練等を行う。 

（２） ドクターカー、救急車の整備 

医師等が救急現場で救命活動を行うために使用するド

クターカー等を整備し、試行運用を通じて本格的な運用方

法を検討する。 

 （※）Ｅ－ステーションとは、専門家（Expert）による教育

（Education）及び緊急対応（Emergency）の機能を備え、

救急・災害医療のさらなる発展（Evolution）を目指す拠

点である。 

担 当 課 
市立大学部市立大学室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 

（拡充）市立大学病院における救急災害医 

療センターの整備に対する貸付金、

補助金 

草案頁 ３４頁 

予 定 額 １７，４９１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  全市的な課題である、高齢化の進行に伴う市内の救急搬送件

数の増大や南海トラフ巨大地震等発生時の被災患者に対する

災害医療活動、救急科専門医不足に対する人材育成に対応する

市立大学病院の機能強化のための救急災害医療センターの整

備に対する貸付金、補助金 

２ 主な内容 

 （１）建設工事 

    令和４年度より行っている建設工事を引き続き行う。 

 （２）整備計画策定支援委託 

医療機器の発注に係る調整や整備計画等の策定を行う。 

３ スケジュール（予定）   

令和４～６年度  建設工事     

令和７年度     開棟   

令和７年度～    病棟・中央診療棟との接続工事   

病棟・中央診療棟改修工事  

担 当 課 
市立大学部市立大学室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 

（新規）東部医療センターにおける救急・

外来棟の受付周辺混雑緩和に向け

た整備の設計に対する貸付金 

草案頁 ３４頁 

予 定 額 ５７，８００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  外来患者の増加に伴う受付周辺の混雑の緩和を図るための

設計等に対する貸付金 

２ 内  容 

  救急・外来棟１階の受付周辺スペースの拡張等の改修工事に

係る設計を行う。 

３ スケジュール（予定）   

令和６年度    設計 

  令和７～８年度 工事 

４ 場  所 

担 当 課 
市立大学部市立大学室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 

（新規）西部医療センターにおける放射線

治療装置更新に伴う施設整備の設

計に対する貸付金 

草案頁 ３４頁 

予 定 額 １２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  放射線治療が必要な患者に対し、治療を休止することなく装

置の更新を行うため、放射線治療室の増築に向けた設計に対す

る貸付金 

２ 内  容 

  放射線治療装置更新に伴う、放射線治療室の増築工事に係る

設計を行う。 

３ スケジュール（予定）   

令和６年度  設計 

  令和７年度 工事 

  令和８年度 放射線治療装置の更新 

担 当 課 
市立大学部市立大学室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 

（新規）西部医療センターにおける災害拠

点病院機能維持等に係る新棟整備

の設計に対する貸付金 

草案頁 ３４頁 

予 定 額 １３６,３５４千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  最大規模(Ｌ２)の洪水発生時に医療機能を継続できるよう、

災害機能強化を行うとともに、医療機能等を拡充するための新

棟整備の設計に対する貸付金 

２ 内  容 

  災害対策、医療機能強化及び教育・研究機能強化等を行うた

めの新棟の建設に向けた設計を行う。 

３ スケジュール（予定）   

令和６～８年度  設計     

４ 場  所（予定） 

担 当 課 
市立大学部市立大学室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和６年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 
（新規）みどり市民病院の移転改築に係る

基本計画の策定に対する補助金 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ７０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  施設・設備の老朽化が進んでいることから、移転改築によっ

て、地域の医療ニーズに対応した質の高い医療を提供するため

の基本計画の策定に対する補助金 

２ 内  容 

・具体的な整備方針等に関する基本計画の策定 

・建設予定地における交通量調査及び推計 

３ 建設候補地 

  鳴海駅前第２種市街地再開発事業用地 

担 当 課 
市立大学部市立大学室 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）
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令和６年度主な施策等一覧（財政局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 ＤＸの推進（電子契約サービスの導入） 4,300 1

電子調達システムの再構築 388,000 2

住民票の写し等のコンビニ交付導入準備 6,000 3

拡 充 予算編成システムの構築に向けた調査 110,000 4

低所得者支援及び定額減税補足給付金 13,876,000 5



－１－ 

 

令和６年度主な施策等一覧 

財政局 

事 項 
（新規）ＤＸの推進 

（電子契約サービスの導入） 
草案頁 ６５頁 

予 定 額 ４，３００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  契約手続における事業者の利便性の向上と効率化を図るため、

紙の契約書に押印することに代えて、電子文書に電子署名し契約

締結するサービスを導入する。 

 

２ 内 容 

・インターネット上で契約を締結する既存の電子契約サービス

を活用する。 

・電子契約サービスの円滑な導入と利用率の向上に向けて、説明

会の実施等、事業者への周知を行う。 

 

３ 導入時期（予定） 

令和６年１０月 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 契約部契約監理課    電話９７２－２３２６（内線２３２６） 
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令和６年度主な施策等一覧 

財政局 

事 項 （新規）電子調達システムの再構築 草案頁 ６５頁 

予 定 額 ３８８，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  事業者及び市職員が入札関連事務に利用する電子調達システ

ムを新システムに移行し、機能拡充・効率化を図る。 

 

２ 内 容 

 ・システム設計 

 ・プログラム開発 

 ・システム設計及びプログラム開発の管理支援 

 

３ 事業費 

区分 事業費 備考 

令和６年度 388,000千円 
設計・開発及び管理

支援 

令和７～１０年度 

(債務負担行為の限度額) 
2,243,000千円 

上記に加え稼働後の

運用保守業務を含む 

計 2,631,000千円 － 

 

４ スケジュール（予定） 

  令和６年度      開発事業者及び管理支援事業者決定 

  令和６～８年度    設計・開発 

  令和８年度～     新システム稼働 

 

 

担 当 課 契約部契約監理課    電話９７２－２３２１（内線２３２１） 
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令和６年度主な施策等一覧 

スポーツ市民局 

財政局 

事 項 
（新規）住民票の写し等のコンビニ交付 

導入準備 
草案頁 

７４頁 

７５頁 

予 定 額 

 スポーツ市民局  ５，２１４千円  

（債務負担行為 １４９，０００千円） 

財政局     ６，０００千円  

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  住民票の写しや所得証明書などをコンビニで取得できる仕組

みの導入により、利便性の向上及び窓口業務の効率化を図る。 

 

２ 内 容 

区分 スポーツ市民局分 財政局分 

要件調査の

対象 

住民票の写し 

住民票記載事項証明 

印鑑登録証明書 

戸籍の附票 

戸籍証明書 

所得証明書 

納税証明書 

評価証明書 

 

３ スケジュール（予定） 

  令和６年度 要件調査 

  令和７年度 基本設計 

  令和８年度 システムの改修 

        コンビニ交付の開始 

債務負担行為（スポーツ市民局分） 

 期間 令和７年度～８年度 

 限度額 １４９，０００千円 

   

担 当 課 
スポーツ市民局地域振興部住民課   電話９７２－３１７７ 

財政局税務部税務システム推進課   電話２６５－１１０９      
 

１１，２１４千円 
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令和６年度主な施策等一覧 

財政局 

事 項 
（拡充）予算編成システムの構築に向けた 

調査 
草案頁 ６５頁 

予 定 額 １１０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

予算編成業務のシステム化に向けて、システム調達のための仕 

様決定に必要な調査等を実施する。 

 

２ 内 容 

 ・事業者への情報提供依頼 

 ・システム要件定義 

 ・仕様書作成 

 

３ スケジュール（予定） 

令和６年度      要件定義、仕様書作成 

令和７～８年度     設計・開発 

令和８年度～    システム稼働 

担 当 課 財政部財政課      電話９７２－２３０６（内線２３０６）      
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令和６年度主な施策等一覧 

財政局 

事 項 
（拡充）低所得者支援及び定額減税補足 

    給付金 
草案頁 ７５頁 

予 定 額 １３，８７６，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  国の経済対策に基づき、賃金上昇が物価高に追いついていない市民

の負担を緩和するため、令和５年度に実施した給付金に続いて、令和

６年度新たに住民税非課税または均等割のみ課税となる世帯に支援給

付金を支給し、定額減税しきれない方には補足給付金を支給する。 

 

２ 内 容 

対   象 給  付  額 

令和５年度課税世帯から、令

和６年度新たに住民税非課税

または均等割のみ課税となる

世帯 

１世帯当たり       １０万円 

【こども加算】 

世帯内で扶養されている18歳以下の

児童１人当たり      ５万円 

定額減税可能額が減税前税額

を上回る(減税しきれない)と

見込まれる方 

減税しきれない額 

（１万円単位で給付） 

 

（参 考） 

定額減税：１人当たり ４万円（※）×（本人＋扶養親族） 

※ 所得税３万円、個人住民税１万円 

 

担 当 課 

【給付に関すること】 

総務課       電話９７２－２３０３（内線２３０３） 

【定額減税に関すること】 

税務部税制課    電話９７２－２３３３（内線２３３３） 
 

 



令和6年度主な施策等一覧（スポーツ市民局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 ｅスポーツの機運醸成 5,000 1

アーバンスポーツの振興 2,200 2

障害者福祉施設等におけるスポーツ習慣化事業 2,500 3

地域活動人材ネットワーク構築事業 7,700 4

若年層に対する人権啓発等 7,500 5

住民票の写し等のコンビニ交付導入準備 5,214 6

スマート窓口推進調査 11,000 7

拡 充
アジア・アジアパラ競技大会に向けたスポーツプロ
モーションの推進

30,000 8

アジア・アジアパラ競技大会会場施設の整備 13,787,467 9

瑞穂公園の整備等 14,346,545 10

コミュニティセンターのリニューアル改修 441,490 11

地域活動におけるＩＣＴ活用の推進 8,700 12

ＮＰＯ法人支援事業 7,500 13

特殊詐欺対策事業 5,000 14

空家等対策の推進 71,993 15

東区役所の整備に向けた基本構想の策定 8,000 16

継 続 名城庭球場の整備 634,016 17

多様な生き方への理解促進事業 5,040 18



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続 雇用等における女性の活躍推進 10,000 19

様々な課題・困難を抱える女性の相談支援 28,657 20

子どもを守る交通安全対策 15,000 21

エスカレーターの安全な利用の促進 15,000 22

子どもの転落事故防止の啓発 2,500 23

区の特性に応じたまちづくり事業 160,000 24

千種区役所等複合庁舎周辺道路の無電柱化 71,042 25

中村区役所等複合庁舎・地下鉄本陣駅間地下通路整備 50,810 26

南陽支所仮設庁舎の賃借
債務負担行為
（635,000）

27

開 設 コミュニティセンター（１館） 28
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （新規）ｅスポーツの機運醸成 草案頁 ５１頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

年齢や性別、障害の有無等に関わらず楽しむことができ、アジ

ア競技大会の競技種目としても採用されているｅスポーツにつ

いて、機運醸成を図るとともに本市の抱える社会課題の解決に活

用するため、体験会等を実施する。 

２ 内 容 

（１）障害者等を対象とした体験会及び研修会 

障害の程度等に関わらず幅広い人々と交流ができるｅスポー

ツをより普及するための体験会を実施する。また、障害者施設等

の職員を対象にした研修会を実施する。 

（２）高齢者等を対象とした体験会 

高齢者の社会参加や交流促進を図るなど、高齢者施策等にｅス

ポーツを活用するための体験会を実施する。 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ戦略室   電話 ９７２－４４０８
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （新規）アーバンスポーツの振興 草案頁 ５１頁 

予 定 額 ２，２００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  若い世代に人気が高く、アジア競技大会の競技種目としても採

用されているアーバンスポーツの振興により都市ブランドの向

上や地域活性化を図るため、ＢＭＸフラットランドの大会を名古

屋城で開催する。 

２ 内 容 

（１）開催日 

令和６年１１月９日（土）、１０日（日） 

（２）会場 

名古屋城二之丸広場 

（３）主催 

一般社団法人 ＣＨＩＭＥＲＡ Ｕｎｉｏｎ 

（４）共催 

名古屋市 

（５）その他 

観戦無料（名古屋城の観覧料は必要） 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ戦略室   電話 ９７２－４４０８ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（新規）障害者福祉施設等における 

スポーツ習慣化事業 
草案頁 ５１頁 

予 定 額 ２，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  障害者が日常的に利用する障害者福祉施設等において、スポー

ツ体験会を実施することで、スポーツに触れるきっかけを作ると

ともに、自発的な実施を促し、習慣化を図る。 

２ 内 容 

  障害者福祉施設等に複数回講師を派遣して、施設の利用者や職

員等を対象に、誰もが気軽に取り組めるユニバーサルスポーツや

ｅスポーツの体験会を障害の種別に応じてモデル実施する。 

また、モデル事例を取りまとめたマニュアルを作成し、市内の

障害者福祉施設に周知を行う。 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ振興室   電話 ９７２－３２６１
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（新規）地域活動人材ネットワーク 

構築事業 
草案頁 ５５頁 

予 定 額 ７,７００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

地域活動を担う人材を確保し、活動の持続可能性を保つため、

地域団体と新たな人材との連携を促すプログラムを実施する。 

２ 内 容 

（１） 新規人材の活用促進 

町内会・自治会等の活動に貢献できる地域住民、ＮＰＯ、企業

等と地域団体との連携を促進するため、地域団体を対象に人材活

用セミナーやマッチング支援を実施する。 

（２） 区別連携企画の実施 

各区における地域ニーズや状況に合わせて、区ごとに連携支援

企画を実施する。 

（３） 地域課題解決力の向上 

コミュニティサポーターはじめ、各区地域団体支援担当職員の

地域課題解決力を向上させるための研修等を実施する。 

担 当 課 地域振興部地域振興課        電話９７２－３１１７ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （新規）若年層に対する人権啓発等 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ７,５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  市民一人ひとりの人権が尊重され、差別や偏見がない、人権感

覚にすぐれたまちを実現するため、若年層等向けの人権啓発イベ

ントを実施するとともに、市民アンケート調査を実施する。 

２ 内 容 

（１）若年層等向けの人権啓発イベント 

  人権啓発が届きにくい世代である若年層等の人権意識の向上

を図るため、市内の大学生等が直接、企画等に関わる若年層等向

けの人権啓発イベントを実施する。 

（２）市民アンケート調査 

市民の考えを把握し、今後の人権施策を検討するため、市民ア

ンケート調査を実施する。 

担 当 課 人権施策推進室           電話９７２－２５８３ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

財政局 

事 項 
（新規）住民票の写し等のコンビニ交付 

導入準備 
草案頁 

７４頁 

７５頁 

予 定 額 

 スポーツ市民局  ５，２１４千円 

（債務負担行為 １４９，０００千円）

財政局     ６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  住民票の写しや所得証明書などをコンビニで取得できる仕組

みの導入により、利便性の向上及び窓口業務の効率化を図る。 

２ 内 容 

区分 スポーツ市民局分 財政局分 

要件調査の

対象 

住民票の写し 

住民票記載事項証明 

印鑑登録証明書 

戸籍の附票 

戸籍証明書 

所得証明書 

納税証明書 

評価証明書 

３ スケジュール（予定） 

  令和６年度 要件調査 

  令和７年度 基本設計 

  令和８年度 システムの改修 

        コンビニ交付の開始 

債務負担行為（スポーツ市民局分） 

 期間 令和７年度～８年度 

 限度額 １４９，０００千円 

担 当 課 
スポーツ市民局地域振興部住民課   電話９７２－３１７７ 

財政局税務部税務システム推進課   電話２６５－１１０９

１１，２１４千円 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （新規）スマート窓口推進調査 草案頁 ７４頁 

予 定 額 １１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 区役所における「待たなくてよい」「書かなくてよい」「分か

りやすい」をコンセプトとしたスマート窓口導入に向けて、他都

市先進事例の調査等を実施し、本市のスマート窓口のあり方につ

いて検討を行う。 

２ 内 容 

（１）他都市先進事例の調査等 

他都市が先行して実施しているスマート窓口に係るシステム

の導入状況や手続きの流れ、国の動向についての調査等を行う。

（２）スマート窓口の検討

他都市先進事例の調査等を踏まえ、本市のスマート窓口のあり

方を検討する。 

３ 今後の予定 

  令和６年度 スマート窓口推進調査 

  令和７年度 取組事項の検討・決定 

  令和８年度 順次実施 

担 当 課 地域振興部区政課          電話９７２－３１１１ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 

（拡充）アジア・アジアパラ競技大会に 

向けたスポーツプロモーション 

の推進 

草案頁 ５１頁 

予 定 額 ３０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

名古屋市スポーツ戦略に基づき、スポーツによる地域の活性 

 化や都市ブランドの向上を目指すとともに、アジア・アジアパ 

ラ競技大会に向けた機運醸成のため、スポーツプロモーショ 

ンを行う。 

２ 内 容 

（１）スポーツプロモーションの実施 

ＳＮＳをはじめとした各種広報媒体を用いて市内で開催予定

のアジア・アジアパラ競技大会の競技及び本市出身選手等の紹介

を行うとともにマラソンＥＸＰＯの場を活用し、機運醸成を図

る。 

（２）著名人等を活用した情報発信 

  本市にゆかりのある著名人等を「スポーツ広報大使（仮称）」

として委嘱し、市域内外に向けた積極的な情報発信等を実施す

る。  

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ戦略室   電話 ９７２－４４０８ 



- 9 - 

令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（拡充）アジア・アジアパラ競技大会会場

施設の整備 
草案頁 ５２頁 

予 定 額 
１３，７８７，４６７千円 

（債務負担行為：２４，１１８，０１６千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  アジア・アジアパラ競技大会の会場として仮決定されている施

設について、リニューアル改修等を行う。 

２ 内 容 

（１）対象施設 

総合体育館レインボープール 

総合体育館レインボーホール 

瑞穂公園ラグビー場 

稲永スポーツセンター 

金城ふ頭アリーナ 

港サッカー場 

東山公園テニスセンター 

（２）改修内容 

バリアフリー改修、内外装・防水改修、設備改修 等 

（３）備品の保管・更新 

  既存備品の保管、レインボープールの備品更新 等 

３ スケジュール 

令和６～８年度 工事 

担 当 課 

スポーツ推進部スポーツ施設室    電話９７２－３３８９ 

【金城ふ頭アリーナに関すること】 

スポーツ推進部スポーツ戦略室    電話９７２－４４０８ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）瑞穂公園の整備等 草案頁 ５２頁 

予 定 額 １４，３４６，５４５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  陸上競技場の建設及び公園整備等を行う。また、陸上競技場の

改築等に伴い必要となる周辺道路整備の設計や、瑞穂公園の課題

解消のため施設用地の整備に関する基本計画の策定を行う。 

２ 内 容 

（１）陸上競技場等の整備 

  アジア・アジアパラ競技大会のメイン会場となる陸上競技場の

建設及び公園整備等をＰＦＩにより実施するとともに、整備等に

係るモニタリングも併せて行う。 

（２）陸上競技場周辺道路整備の設計 

  陸上競技場の改築にあたり道路を一部廃道したことに伴う周

辺道路の整備に向けた設計を行う。 

（３）瑞穂公園施設整備基本計画の策定 

  施設用地における屋根付き広場及び地下駐車場の整備に関す

る基本計画を策定する。 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ施設室    電話９７２－３２８５ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（拡充）コミュニティセンターの 

リニューアル改修 
草案頁 ５５頁 

予 定 額 ４４１,４９０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  地域のコミュニティ活動の拠点であるコミュニティセンター

について、施設の長寿命化等を行うための改修工事、設計及び各

種調査を実施する。 

２ 内 容 

（１）工事 

  外壁、屋根防水、内装、設備・衛生機器の更新等の改修工事を

実施 

（２）設計 

  改修工事を行うための設計を実施 

（３）各種調査 

  ・老朽化調査  

  ・アスベスト事前調査  

  ・アスベスト含有分析調査  

３ 対象施設 

  工事      ３館 

  設計      ６館 

  各種調査   １２館 

担 当 課 地域振興部地域振興課        電話９７２－３１１７ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（拡充）地域活動におけるＩＣＴ活用の 

推進 
草案頁 ５５頁 

予 定 額 ８,７００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

地域活動の効率化や人材確保を促進するため、地域活動にまつ

わるＩＣＴ活用に関する相談対応及び区別講習会等を実施する。

２ 内容 

（１） 個別相談・体験会の実施 

ＩＣＴ活用が進む団体へ助言を行う相談会を実施するととも

に、活用に悩む団体が各種ツールを体験できる講座を実施する。

（２） 区別講習会の実施 

ウェブサイト作成など、特に地域ニーズが高い講座を各区のコ

ミュニティサポーターが講師となり、区ごとに実施する。 

（３） ＳＮＳ等を活用した地域活動の推進 

ＳＮＳ等を積極的に行う学区区政協力委員会を対象に、必要な

経費を支援する。 

区  分 内  容 

対象経費 サービス利用料等 

補助率 対象経費の１０／１０ 

限度額 １２０千円 

担 当 課 地域振興部地域振興課        電話９７２－３１１７ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）ＮＰＯ法人支援事業 草案頁 ５５頁 

予 定 額 ７，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

名古屋市内のＮＰＯ法人の運営基盤を強化するべく、資金調達

に取り組むＮＰＯ法人の活動を支援するため、ふるさと納税制度

を活用した寄附制度を拡充する。 

２ 内 容 

ふるさと納税制度（返礼品なし）を活用し募った寄附金を、寄

附者が指定したＮＰＯ法人に交付することで、ＮＰＯ法人の運営

基盤強化を図る。寄附の募集については、ふるさと納税ポータル

サイトを通じて行い、ＮＰＯ法人の活動に共感した方からの寄附

を募るとともに、市民活動への関心を高め、参加を促す契機とす

る。 

担 当 課 地域振興部市民活動推進センター   電話２２８－８０３９
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）特殊詐欺対策事業 草案頁 ５５頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  特殊詐欺の被害を防止するため、リーフレットやチラシ、自動

通話録音機の貸与等による重点的な広報啓発を実施する。 

２ 内 容 

・高齢者向けに、特殊詐欺の手口と対策についてのリーフレッ

トを作成し配布する。 

・見守り世代向けに、身近な高齢者と特殊詐欺の対策について

話し合うためのチラシを作成し配布する。 

・若者向けに、特殊詐欺との関連が深い闇バイトの勧誘に乗ら

ないよう周知するＳＮＳ広告を実施する。 

・６５歳以上の高齢者がいる世帯に対し、自動通話録音機（※）

を貸与（３００台）し、固定電話への物理的な対策の周知を

図る。 

※電話の着信時に、相手方へ警告音声を発し、自動的に通話内

容を録音する機能を有する外付け機器 

担 当 課 市民生活部地域安全推進課     電話 ９７２－３１２１ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）空家等対策の推進 草案頁 ５５頁 

予 定 額 ７１，９９３千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  空家等の適切な管理を推進し、また、空家等の活用を促進する

ため、所有者等に対する指導、措置、情報提供、その他必要な支

援を実施する。 

２ 内 容 

（１）空家等の適切な管理に係る指導等の実施 

  ア 助言・指導・勧告等の実施 

  イ 応急措置・代執行の実施 

  ウ 財産管理制度の活用 

（２）除却助成 

周辺に著しく保安上の危険性を及ぼす空家等の除却費の一部

を助成する。 

（３）空家等活用支援 

空家等を地域の活性化を図る目的に使用する場合、その改修工

事費の一部を助成する。 

（４）管理不全空家等指導推進員の配置 

法改正によって創設された「管理不全空家等」に対して適切な

対応を進めるため、管理不全空家等指導推進員（会計年度任用職

員）２名を地域振興課へ新たに配置する。 

（５）空家等相談会 

管理が不適切な空家等の発生の予防や、個別の空家等に関する

問題解決を促進するため、協定締結団体と連携し無料の相談会を

実施する。 

担 当 課 地域振興部地域振興課        電話９７２－３１２７
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（拡充）東区役所の整備に向けた基本構想

の策定 
草案頁 ７４頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨

  昭和４５年１０月に竣工し、老朽化が著しく、複合庁舎として

現地建替えが困難な東区役所の整備に向け、基本構想策定調査を

実施する。

２ 内 容

・愛知大学車道キャンパス（令和５年度建物調査実施）を活用

した改修計画の検討

・施設の複合化に向けた条件の整理

・概算事業費、事業期間の検討 等

３ 移転候補地（建物含む） 

  名   称：愛知大学車道キャンパス 

  所 在 地：東区筒井二丁目１０番３１号 

  竣 工 年 月：平成１６年６月（経過年数１９年） 

  敷 地 面 積：約７，８００㎡ 

  延 床 面 積：約１７，５００㎡ 

  構造・規模：鉄骨造、鉄筋コンクリート造 

        地上１３階地下１階 

（参考）東区役所現庁舎の概要 

所 在 地 東区筒井一丁目７番７４号 

合 築 施 設 東保健センター 

竣 工 年 月 昭和４５年１０月（経過年数５３年） 

敷 地 面 積 ３,３０３．１８㎡ 

延 床 面 積 ６,０７５．８２㎡（建物全体７,４４０．１０㎡）

構造・規模 鉄筋コンクリート造、地上５階地下１階 

担 当 課 地域振興部区政課         電話 ９７２－３１１１ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （継続）名城庭球場の整備 草案頁 ５２頁 

予 定 額 ６３４，０１６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  アンツーカー専用のテニスコートとして、日本屈指の規模を持

つ名城庭球場において、利用者の利便性向上及び大規模大会等の

開催を目的とした機能向上を行う。 

２ 内 容 

（１）クラブハウスの建設・夜間照明のＬＥＤ化 

（２）コート整備に関する土木工事 

アンツーカーコートの整備、コートレベル差の解消等 

（３）屋外トイレ工事の調査・設計 

和式トイレの洋式化、トイレブースの拡充等 

（４）事務所機能の移転 

備品購入（初度調弁）、旧事務所解体に向けた調査・設計等

３ スケジュール 

令和６年度 調査・設計（屋外トイレ等） 

工事（クラブハウスの建設、土木工事等） 

      事務所機能の移転 

  令和７年度 クラブハウス供用開始 

工事（ＬＥＤ化、屋外トイレ等） 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ施設室    電話９７２－３２８５ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （継続）多様な生き方への理解促進事業 草案頁 ５６頁 

予 定 額 ５,０４０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  誰もが性別・性自認・性的指向にかかわりなく人権が尊重され

る社会の実現を目指し、性的少数者の方の生きづらさを解消する

ため、相談窓口を設置する。 

２ 内 容 

  性的少数者当事者・家族・友人などを対象とした「名古屋市に

じいろ相談」について、ＬＩＮＥを活用した相談の回数を月２回

から月３回へ増やして実施する。 

担 当 課 市民生活部男女平等参画推進室    電話９７２－２２３４ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （継続）雇用等における女性の活躍推進 草案頁 ５６頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  女性の活躍推進企業の情報発信等を行うとともに、企業におけ

る女性活躍推進の現状と課題を把握するためのアンケート調査

を実施する。 

２ 内 容 

（１）女性の活躍推進企業の情報発信 

  女性の活躍推進認定・認証企業の取組みを、就職展等において

学生や企業にＰＲする。 

（２）女性社員交流支援事業 

  働く女性同士がつながりをつくれるよう交流会を実施する。 

（３）大学生向け意識啓発事業 

  若い世代を対象としたパネルディスカッションを実施する。 

（４）男性向け意識啓発事業 

育児休業を取得した男性社員によるパネルディスカッション

や交流会、男性が家事・育児等を学び男女平等意識を高めるセミ

ナーを実施する。 

（５）企業（事業所）アンケート調査 

  本市企業の女性活躍推進の現状と課題を把握し、今後の取組み

に活かしていくためのアンケート調査を実施する。 

担 当 課 市民生活部男女平等参画推進室   電話 ９７２－２２３４ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（継続）様々な課題・困難を抱える女性の

相談支援 
草案頁 ５６頁 

予 定 額 ２８，６５７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ひとりで困難・不安を抱える女性に対し、安心して過ごせる場

の提供等を行うとともに、幅広い世代や多様なライフスタイルの

女性からの相談に対応するため、ＬＩＮＥを活用した相談を通年

で実施する。 

２ 内 容 

（１）女性のつながりサポート事業 

ひとりで困難・不安を抱えている女性を支援するため、男女

平等参画推進センターにおいて、女性が安心して過ごせる「居

場所」の提供や適切な相談窓口への仲介等を行う。また、人と

のつながりの回復や、自己肯定感や意欲の向上につながるイベ

ント等を行う。 

（２）ＬＩＮＥを活用した相談

家族関係や女性に対する暴力など家庭や職場、地域などで女

性が直面する様々な悩みについて相談できる「女性の総合相

談」において、ＬＩＮＥを活用した相談を週２回、通年で実施

する。 

担 当 課 市民生活部男女平等参画推進室    電話９７２－２２３４ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （継続）子どもを守る交通安全対策 草案頁 ６２頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

民間企業と連携した啓発等を実施し、引き続き子どもを守るた

めの交通安全対策を推進する。 

２ 内 容 

（１）民間企業と連携した啓発 

レゴランド・ジャパンと連携して、ドライバーである保護者や

子どもが交通ルール等を学ぶことができる啓発活動を市内各地

で実施する。 

（２）動画を活用した啓発 

ドライバーに対する啓発動画をＷＥＢ広告や映画館等におい

て引き続き活用し、啓発を図る。 

担 当 課 市民生活部地域安全推進課      電話９７２－３１２１ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（継続）エスカレーターの安全な利用の 

促進 
草案頁 ７３頁 

予 定 額 １５,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨  

   エスカレーターの安全な利用を促進するため、利用者の意識啓

発や行動変容を促す施策等を実施する。 

２ 内 容  

（１）意識啓発 

ア 地下鉄車内広告等 

     地下鉄車内広告のほか、市内のエスカレーター設置施設に

ポスターを配布する。 

イ キャンペーン 

    条例施行１年経過にあわせてキャンペーンを実施する。 

（２）行動変容を促す施策 

ア なごやか立ち止まり隊 

なごやか立ち止まり隊のメンバーが、エスカレーターの

右側に立ち止まって乗ることで、利用者に対して、立ち止

まって利用することを促進する。

イ エスカレーター踏段等マーキング 

    エスカレーターの踏段や乗り口に、歩かないよう注意喚起

 するマーキングシートの貼付を実施する。 

ウ 先進技術を活用した実証実験 

  ＡＩを活用してエスカレーター上の歩行者を検知し、注意

喚起するシステムの実証実験を実施する。 

（３）実態把握調査  

引き続き市内のエスカレーターの利用状況についての実態 

把握調査等を実施する。 

担 当 課 市民生活部消費生活課       電話 ２２２－９６７９
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （継続）子どもの転落事故防止の啓発 草案頁 ７３頁 

予 定 額 ２，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

市内マンションから子どもが転落した事故を受けて設置した、

子どもの転落防止対策懇談会における検討結果を踏まえ、子ども

の転落防止対策に関する周知・啓発を実施する。 

２ 内 容 

  ・子どもの転落事故防止のポイントをまとめた動画を、消費生

活センターウェブサイトやＷＥＢ広告等での配信を実施す

る。 

・注意喚起のためのポスターを、保健センターや民間企業等に

配布する。 

・補助錠の有効性を周知するため、啓発物品やチラシを配布す

るキャンペーンを実施する。 

担 当 課 市民生活部消費生活課       電話 ２２２－９６７９
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （継続）区の特性に応じたまちづくり事業 草案頁 ７４頁 

予 定 額 １６０，０００千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

区民が区政へ参画する場である区民会議の議論を踏まえ、区の特性に

応じたまちづくり事業を全区で実施するもの。 

２ 内 容                     単位：千円 

区 内  容 金額 

千種 謎解きで地域の魅力発見 3,946

東 町内会・自治会応援事業 等 7,066

北 北区ジャズの街プロジェクト「KITA JAZZ！」等 13,354

西 浸水体験アプリ等を活用した避難行動支援 等 6,123

中村 太閤秀吉功路を活用した名古屋駅西側の地域活性化事業 等 11,984

中 中区まちの記憶を呼び起こす事業 等 11,316

昭和 若者調査隊による魅力スポット再発見 等 4,930

瑞穂 瑞穂の魅力ブラッシュアップ事業「みずほさくら Weeks」 6,897

熱田 熱田の魅力を発信強化！～あつたをもっと知ってください～ 等 5,106

中川 
DISCOVER NAKAGAWA PROJECT 

～誇りを持て！前田利家公ゆかりの地！～ 等 
15,251

港 港ブランディング戦略 等 10,138

南 地域の担い手不足・負担感の解消プロジェクト 等 8,928

守山 子どもがつなげる守山まちづくりプロジェクト 6,482

緑 次世代観光まちづくり事業 緑区版クアオルト健康ウオーキング 等 16,730

名東 名東区制 50 周年記念事業 等 12,711

天白 区制 50周年記念「ウィズかぼっち」推進事業 等 19,038

３ その他 

一部の事業については、区民の方等からの寄附を積み立てた区まちづ

くり基金を財源とする。なお、予定額のうち区まちづくり基金等の充当

額は34,395千円

担 当 課

スポーツ市民局地域振興部区政課 972-3111 

各区区政部企画経理室 

千種 753-1930  東  934-1104  北  917-6427  西  523-4641 

中村 433-2757  中  265-2307  昭和 735-3871  瑞穂 852-9241 

熱田 683-9686  中川 363-4382  港  654-9671  南  823-9440 

守山 796-4647  緑  625-3896  名東 778-3081  天白 807-3925
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（継続）千種区役所等複合庁舎周辺道路の

無電柱化 
草案頁 ７４頁 

予 定 額 ７１，０４２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  災害時に地域防災活動拠点となる千種区役所等複合庁舎の改

築に併せて、庁舎敷地周辺道路のうち緊急輸送道路と公用車出入

口間の車両の円滑な通行を確保するための無電柱化を実施する。

２ 内 容 

支障既設管移設工事 

電線共同溝工事 

３ スケジュール 

  令和６年度    支障既設管移設・電線共同溝工事 

  令和７年度    電線共同溝工事 

  令和９～１０年度 入線・抜柱 

  令和１０年度   道路整備工事 

（参考）令和１１年度  千種区役所開庁（予定） 

担 当 課 地域振興部区政課         電話 ９７２－３１０９ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（継続）中村区役所等複合庁舎・地下鉄 

本陣駅間地下通路整備 
草案頁 ７４頁 

予 定 額 
５０，８１０千円 

（債務負担行為 ４，１００，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  バリアフリーに対応した安全な歩行者動線を確保するため、中

村区役所等複合庁舎と地下鉄本陣駅間をつなぐ地下通路を整備

する。 

２ 内 容 

・地下通路整備工事の契約 

  ・支障移設工事及び舗装復旧工事等 

３ スケジュール 

令和６年度    地下通路整備工事の契約 

支障移設工事及び舗装復旧工事 

令和７～１１年度 地下通路整備工事 

担 当 課 地域振興部区政課         電話 ９７２－３０３６ 
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

健 康 福 祉 局

事 項 （継続）南陽支所仮設庁舎の賃借 草案頁 ７４頁 

予 定 額 （債務負担行為 ６３５，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

港区役所南陽支所及び港保健センター南陽分室について、現地

改築に向け仮設庁舎を賃借する。 

２ 内 容 

  賃借期間 令和７年度～１０年度 

３ 仮設庁舎予定地 

  戸田川緑地第一駐車場 

４ スケジュール 

  令和６年度 入札等、契約事務 

  令和７年度 仮設庁舎への移転、供用開始 

５ 事業費                  （単位：千円） 

区分 令和７～１０年度 

港区役所南陽支所 ６３５，０００ 

港保健センター南陽分室 ３６２，０００ 

計 ９９７，０００ 

 注 令和７～１０年度は、債務負担行為の限度額 

担 当 課 
（スポーツ市民局）地域振興部区政課 電話９７２－３１０９ 

（健 康 福 祉 局）健康部保健医療課 電話９７２－２６２０ 
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（平成 27年-28 年度名古屋市都市計画基本図を使用）

令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （開設）コミュニティセンター(平和学区) 草案頁 ５５頁 

予 定 額  

事業の概要 

１ 目的・趣旨 

心の豊かさとふれあいのある地域社会の形成を目指し、地域

住民の連帯とコミュニティ活動の推進を図るため、学習、集会

等多目的な利用に供する施設として設置するもの。 

２ 施設の概要 

（１）構  造 鉄筋コンクリート造 2階建て 

（２）延床面積 約３００㎡ 

（３）施設内容 会議室、和室、調理室、事務室、倉庫、駐輪場、

駐車場等 

（４）場  所 中区平和一丁目１４番２２号 

（５）開  館 令和６年１２月（予定） 

＜建設予定場所＞ 

担 当 課 地域振興部地域振興課       電話 ９７２－３１１７ 

平和小学校 

建設予定地 



令和6年度主な施策等一覧（経済局)

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 商店街共同施設災害対策支援助成 2,400 1

スタートアップ・エコシステムのグローバル
化推進

150,707 2

研究開発型イノベーション創出支援事業 20,000 3

イノベーション拠点を核とした共創促進事業 69,000 4

量子技術による産業創出に向けた支援 40,000 5

脱炭素に資する省電力電子機器の開発支援及
び情報発信

26,000 6

拡 充 商店街商業機能再生モデル事業 27,000 7

スタートアップ企業支援助成 65,000 8

中小企業水素エネルギー普及促進等事業 13,000 9

戦略的企業誘致の推進 36,592 10

小中高生起業家人材育成事業 69,500 11

中小企業デジタル活用支援事業 63,965 12

デザイン活用によるサステナブルビジネス展
開支援事業

25,000 13

中小企業金融対策 51,800,000 14

継 続 地域経済活性化促進事業 9,138,330 15



－1－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （新規）商店街共同施設災害対策支援助成 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ２,４００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨  

  安心・安全な商店街づくりのため、大規模地震等の発生に備え、

商店街が保有する老朽化したアーチ、アーケード及び街路灯の調

査、改修又は撤去に要する経費の一部を助成する制度を創設 

２ 内 容 

区  分 調  査 改修・撤去(※) 

補助対象団体 商店街振興組合、商店街事業協同組合等 

補助対象経費 劣化調査費等 施設改修費、撤去費 

補 助 率 ４／５以内 １／２以内 

補助限度額 ４０万円 ５００万円 

補 助 期 間 令和６～９年度 令和７～１０年度 

 ※改修・撤去は、補助対象経費が２５０万円を超えるもので、災

害対策の必要性を調査した翌年度に助成 

担 当 課 商業・流通部地域商業課      電話 ９７２－２４３１



－2－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（新規）スタートアップ・エコシステムの

グローバル化推進 
草案頁 ６７頁 

予 定 額 １５０,７０７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  海外や首都圏から起業家や投資家等を呼び込むとともに、当地

域のスタートアップ企業の海外展開を促進し、スタートアップ・

エコシステムのグローバル化を推進するため、大規模イベントを

開催 

２ 内 容 

（１）大規模イベントの開催等 

   県等と連携し、起業家、投資家等を当地域に集めるトークセ

ッションやブース展示、交流等を行う大規模イベントを開催す

るほか、海外展開の促進に向けた取組みを実施 

（２）客員起業家の活用 

スタートアップ起業経験者等を客員起業家として任用し、起

業家のノウハウやグローバルなネットワークを大規模イベン

トの開催等に活用 

担 当 課 イノベーション推進部スタートアップ支援室  電話 972-3043 



－3－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（新規）研究開発型イノベーション創出支

援事業 
草案頁 ６７頁 

予 定 額 ２０,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

当地域におけるイノベーション創出に向けて、大学・研究機関

と連携して新製品等の研究開発に取り組む企業を支援 

２ 内 容 

（１）イノベーションマッチング事業 

新製品開発等に係る課題を抱える企業に対して、大学・研究

機関の研究成果や技術支援等に関する情報を提供するととも

に、大学・研究機関とのマッチングを実施 

（２）イノベーション創出支援補助金 

イノベーションマッチング事業により成立した新規性のあ

る研究開発に取り組む企業に対して、経費の一部を助成する制

度を創設し、令和７年度以降に交付 

区 分 中小企業 大企業 

補助対象経費 
大学・研究機関と連携した研究開発に係る

経費 

補 助 率 ２／３以内 １／２以内 

補助限度額 ３００万円 

担 当 課 イノベーション推進部次世代産業振興課    電話 972-2420 



－4－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（新規）イノベーション拠点を核とした共

創促進事業 
草案頁 ６７頁 

予 定 額 ６９,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  イノベーションを実現する人材が育ち・集い、進化し続ける都

市を目指すため、イノベーション拠点を核として、都心地区での

民間プログラムを支援するほか、実証・共創・交流の場を提供

２ 内 容 

（１）民間プログラムへの支援等 

  ア 民間プログラムへの支援 

区 分 通常枠 重点枠 

補助対象

事 業 

都心地区で実施される

起業や新規事業開発等

の支援プログラム 

左のうち、投資機能を

有する法人等が実施

する支援プログラム 

補助率 １／２以内 

補 助 

限度額 
５００万円 １,０００万円 

  イ ナゴヤイノベーターズガレージと周辺の民間コワーキン

グ施設等の交流イベントを開催 

（２）社会実証等・ビジネス展開の場の提供 

   先進技術や新製品等の体験・展示販売のほか、イノベーター

等が交流するイベントを定期的に開催 

（３）スタートアップと事業会社等との共創促進 

   当地域内におけるスタートアップと事業会社等の共創を促

進するため、マッチング及び伴走支援を実施するとともに共

創促進イベントを開催 

担 当 課 

【2(1)イ・2(2)】 産業労働部産業企画課     電話 972-2411 

【2(1)ア】     産業労働部中小企業振興課   電話 735-2100 

【2(3)】     イノベーション推進部スタートアップ支援室 電話 972-3043 



イノベーション拠点等周辺への賑わい創出
ナゴヤイノベーターズガレージやなごのキャンパスを核として
○民間インキュベーション施設との相互交流や、特色ある起業家向け民間プログラムの集積を図る
○イノベーター等に開かれた街となるよう、街を舞台にPoCやテストマーケティングが実施できる場や多様なプレイヤーが
集積し共創する場を提供

先進技術や新製品等の体験・展示販売のほか、イノベーター等が
交流するイベントを定期的に開催

当地域内におけるスタートアップと事業会社等の共創を促進する
ため、マッチング及び伴走支援を実施するとともに共創促進イベン
トを開催

◆スタートアップと事業会社等との共創促進（経済局）
【予定額：15,000千円】

◆社会実証等・ビジネス展開の場の提供 （経済局）
【予定額：22,000千円】

【関連】賑わいの場としての公開空地等の再生（住宅都市局）

Nagoyaまちなかオープンスペース制度等
により、憩いや賑わいが生み出される高質
な空間づくりを誘導し、活用を促進

【関連】スタートアップ等まちなか実証推進事業（経済局）
【予定額：44,600千円】

令和５年度策定予定のウォーカブル戦略にもとづき、来街者の回
遊性を面的に広げ、居心地が良く歩きたくなるウォーカブルなまち
づくりを推進

【関連】ウォーカブルなまちづくりの推進（住宅都市局）

都心地区で実施する起業家向けプログラム等への補助を行い、

特色ある民間プログラムの集積を図る
補 助 率： １／2以内
補助限度額：重点枠 10,000千円、通常枠 5,000千円

ナゴヤイノベーターズガレージと周辺の民間コワーキング施設等
の交流イベントを開催

◆民間コワーキング施設等との連携（経済局）

◆民間プログラムへの支援（経済局）

【関連】スタートアップサポートコミュニティ等形成事業（経済局）
【予定額：10,000千円】

企
業
へ
の
支
援

民間主導によるスタートアップ等の拠点開設等に資する再開発事
業の誘導に向けて、建物敷地の共同化や集約化等を促進

・モデル地区での実地調査等

【関連】民間再開発の促進（住宅都市局）

拠
点
開
設

交
流
・
展
示

【関連】最先端モビリティ都市の実現（住宅都市局）

ま
ち
の
に
ぎ
わ
い

都心部での来街者の移動支援に向けて、先進技術を活用したシー
ムレスな移動環境を実現する方策を、公民連携の取組みにより検討

・課題を整理し久屋大通公園等での実証実験を目指す

【予定額：6,000千円】

【予定額：26,000千円】

【関連】スタートアップ企業支援助成 (経済局)
【予定額：65,000千円】

69,000千円＋関連事業費 216,840千円
総額 285,840千円

【関連】戦略的企業誘致の推進（経済局） 【予定額：36,592千円】

企業進出に係る補助制度を拡充するとともに、名古屋進出セミナーを
開催し、東京圏における誘致活動等を実施

P
R

成長が見込まれる企業の創業を促進するため、創業時等の経費に
対し助成するほか、グローバルな活躍を目指すスタートアップ企業
に対する支援枠を新設

まちなかにおいて社会実証が活発に行われる「実証実験都市なご
や」を目指し、民間フィールド上に実証環境を構築

スタートアップ企業のビジネスを多方面からサポートできる体制
の構築等



－5－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（新規）量子技術による産業創出に向けた

支援 
草案頁 ６７頁 

予 定 額 ４０,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

当地域における量子技術による産業創出に向け、名古屋大学に

寄附講座を設置し、調査研究及び普及啓発等を実施 

２ 内 容 

（１）調査研究 

   量子技術の波及効果や産業創出に関する調査研究を実施 

（２）普及啓発等 

   調査研究等を踏まえ、普及啓発のための講演会や技術者育成

のための講習会を実施するほか、企業向けの相談窓口を設置 

担 当 課 イノベーション推進部次世代産業振興課    電話 972-2420 



－6－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（新規）脱炭素に資する省電力電子機器の

開発支援及び情報発信 
草案頁 ６９頁 

予 定 額 ２６,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

工業研究所にオシロスコープ及びスペクトルアナライザを導

入し、省電力電子機器の開発において課題となる電磁ノイズの特

定及びその対策等を技術面から支援するとともに、電子技術に関

する人材育成を行い、その普及啓発を推進 

２ 内 容 

（１）技術支援事業 

導入機器を活用し、不具合の原因となる電磁ノイズの特定や

電子回路設計の改善指導等を行い、当地域の製造業者の省電力

電子機器開発を技術支援 

（２）人材育成事業 

電子回路設計、電磁ノイズ対策及びパワーエレクトロニクス

等に関連するワークショップを開催し、製造業者の技術人材を

育成 

（３）普及啓発事業 

  パワーエレクトロニクスの技術動向に関する講演会を開催 

担 当 課 工業研究所支援総括室       電話 ６５４－９８１２ 



－7－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （拡充）商店街商業機能再生モデル事業 草案頁 ６７頁 

予 定 額 ２７,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  商店街エリア活性化のため、リノベーションや先進技術による

空き店舗の活用や開業希望者等と商店街との交流を支援 

２ 内 容 

（１）リノベーション事業 

   空き店舗活用による活性化に取り組む商店街において、ワー

クショップにより空き店舗活用プランを策定し、プランに基づ

く改装等に対して助成 

（２）未来商店街チャレンジ事業 

   先進技術を有する企業等から未来の商店街や店舗のアイデ

アを募り、優れた提案について商店街内の空き店舗等でチャレ

ンジショップとして実施 

（３）外部人材交流促進事業 

   商店街への外部人材の定着を図るため、商店街での開業等に

関心のある外部人材を対象に、魅力ある店舗運営やまちづくり

に必要な知識等を学ぶ講座を実施するとともに、市内商店街で

のイベント等を通じた交流事業を実施 

（４）プロモーション・フォローアップ 

   ウェブサイトやＳＮＳ等を通じた本事業の成果や商店街の

魅力等の発信や、リノベーション事業等によって開業した事業

者や商店街に向けた助言等を実施 

担 当 課 商業・流通部地域商業課       電話９７２－２４３１ 



－8－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （拡充）スタートアップ企業支援助成 草案頁 ６７頁 

予 定 額 ６５,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

成長が見込まれる企業の創業を促進するため、創業時等の経

費に対し助成するほか、グローバルな活躍を目指すスタートア

ップ企業に対する支援枠を新設 

２ 内 容 

区 分 通常枠 J-Startup枠 

補 助

対 象 者

・市内での新規創業者  

・市内に本店等を有する

創業後５年以内の中

小企業者 

J-Startup及びJ-Startup 

CENTRAL(注)に選定されて

いる企業のうち、市内に

本店を有する企業 

補 助

対象経費

店舗借入費、設備費、人

件費、専門家に支払う経

費など、創業時等に必要

な経費 

人材確保、販路開拓など

に係る経費 

補 助 率 １／３以内 １／２以内 

補 助

限 度 額
１００万円 ５００万円 

 (注)J-Startupは、グローバルな活躍を目指すスタートアップ企

業を官民で集中支援することを目的として経済産業省が選

定。J-Startup CENTRALは、J-Startupの地域版として、名古

屋市を含む関係機関から構成されたコンソーシアムが選定。

担 当 課 産業労働部中小企業振興課     電話 ７３５－２１００ 



－9－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（拡充）中小企業水素エネルギー普及促進

等事業 
草案頁 ６７頁 

予 定 額 １３,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

次世代エネルギーとして期待される水素の社会実装実現に向

け、中部圏における水素サプライチェーン構築推進のための取組

みのほか、市内中小企業等への普及促進のための啓発イベント等

を実施 

２ 内 容 

（１）中部圏水素サプライチェーン構築推進事業 

   本市を含む自治体、経済団体等で構成する「中部圏水素・ア

ンモニア社会実装推進会議」を通じて、水素の需要創出・拡大

等のために必要な取組みを実施 

（２）中小企業水素エネルギー普及促進事業 

市内中小企業等への水素エネルギー普及促進のため、水素の

社会実装実現に向けて、先行事例を学ぶワークショップや啓発

イベント等を実施 

担 当 課 イノベーション推進部次世代産業振興課    電話 972-2420 



－10－ 

令和 6 年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （拡充）戦略的企業誘致の推進 草案頁 ６７頁 

予 定 額 ３６,５９２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  企業誘致を一層推進するため、企業進出に係る補助制度を拡充

するとともに、東京圏における誘致活動として企業進出セミナー

の開催や専門人材の活用を行うほか、情報発信や本市進出企業の

定着に向けた支援を実施 

２ 内 容 

（１）補助制度の拡充（名古屋市企業進出促進補助金） 

区 分 内  容 

補助対象企業 

これまでのＩＣＴ等企業、外資系企業、ス

タートアップ企業に加え、新たに「高い経

済・雇用効果が見込まれる企業」を補助対

象に追加 

補助対象経費 本市に新たに開設する事業所の賃借料 

補 助 率   ５０％以内 

補助限度額 １,０００万円 

本店登記加算   １００万円 

（２）東京圏を中心とした企業誘致活動 

  ア 企業進出セミナーの開催 

イ コミュニティ型ワークスペースを活用したイベント開催 

ウ プロモーション等に係る専門人材の活用 

（３）オンライン等を活用した情報発信 

   ポータルサイトの運営や、ＰＲ動画の作成等を実施 

（４）進出後支援 

   本市に進出した企業に対し、市内で開催される展示会におけ

る商談や人材確保の機会を提供 

担 当 課 イノベーション推進部産業立地交流室     電話 972-2421 



－11－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （拡充）小中高生起業家人材育成事業 草案頁 ６８頁 

予 定 額 ６９,５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

起業家精神（アントレプレナーシップ）を備えた人材を育成し、

次世代の起業家の創出を促進するため、成長段階や関心に応じた

各種プログラム等を実施 

２ 内 容 

区 分 対象 概  要 

起業家入門 

プログラム 
小学生等

ゲームを通じて社会や経済の仕組み
を学ぶワークショップやトワイライ
トスクールにおけるモデル事業のほ
か、保護者とともにアイデア創出を
学ぶワークショップを実施 

起業家教育授業
小学生

中学生

教育委員会と連携し、学校教育に 
おけるキャリア教育の一環として起
業家教育を実施 

ＩＴ・ＡＩ活用

プログラム 

中学生

高校生

ＩＴ・ＡＩを活用したプログラミン
グ学習や課題解決に取り組むワーク
ショップを実施 

起業体験 

プログラム 
高校生

ビジネスアイデアの創出等を通じて
起業やビジネスを体験するワークシ
ョップを実施 

ディープテック

プログラム 
高校生

大学と連携し、宇宙をテーマにした
実践的なワークショップや、最先端
技術の海外視察を実施 

担 当 課 イノベーション推進部スタートアップ支援室  電話 972-3043 



－12－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （拡充）中小企業デジタル活用支援事業 草案頁 ６８頁 

予 定 額 ６３,９６５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

中小企業の経営基盤の強化を図るため、経営課題の解決に資す

るデジタル技術の活用を支援 

２ 内 容 

中小企業デジタル活用支援補助金について、中小企業の賃上げ

を促進するため、賃上げを行う事業者に対する支援枠を新設 

区  分 通常枠 賃上げ枠 ロボット枠 

補助対象 

事  業 

デジタル技術の活用により販路開拓もしくは

業務プロセスの効率化に繋がる事業 

補助対象 

経  費 

①ソフトウエア等導入費 

②設備費 

（ロボット枠はロボット導入経費を含むこと）

補 助 率 １／２以内 １／４以内 

補助限度額 １００万円 １５０万円 ５００万円 

担 当 課 産業労働部中小企業振興課    電話 ７３５－２１００ 



－13－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（拡充）デザイン活用によるサステナブル

ビジネス展開支援事業 
草案頁 ６８頁 

予 定 額 ２５,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  中小企業の競争力強化を図るため、デザインを活用し、ＳＤＧ

ｓの推進につながるサステナブルビジネス展開を支援 

２ 内 容 

（１） セミナー等の開催 

ビジネス展開の動機づけや方向性の検討を行うキックオフ

セミナー及びワークショップを実施 

（２）伴走支援 

新商品・新サービスの開発や広報・マーケティング戦略等に

関して、各社の取組みに応じて中小企業診断士やデザイナーな

どの専門家による伴走支援を実施 

（３）成果発表・情報発信 

ＳＤＧｓの推進に取り組む企業や人材の裾野を広げるため、

成果事例等をウェブサイトやＳＮＳ等で発信 

担 当 課 産業労働部産業企画課       電話 ９７２－３１０１



－14－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （拡充）中小企業金融対策 草案頁 ６８頁 

予 定 額 ５１,８００,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

中小企業の金融の円滑化を図るため、経営安定資金に災害復

旧資金を創設するなど、融資制度を拡充 

２ 経営安定資金（災害復旧資金）の創設 

近年増加する局地的な自然災害に対応するため、災害救助法

の適用を要件とせず、被害を受けた中小企業者の迅速かつ柔軟

な資金繰り支援を可能とする融資制度を創設  

区 分 内  容 

対 象 者
自然災害等により被害を

受けた市内中小企業者 

自然災害等により被害を

受け、セーフティネット

保証４号の認定を受けた

市内中小企業者等 

限 度 額 ２億８,０００万円 ２億８,０００万円 

融資期間

融資利率

１年以内 ０．８％ 

３年以内 １．１％ 

５年以内 １．２％ 

７年以内 １．３％ 

10年以内 １．４％ 

３年以内 １．０％ 

５年以内 １．１％ 

７年以内 １．２％ 

10年以内 １．３％ 

３ 経営安定資金（経営者保証非提供促進資金）の創設 

  国が実施する信用保証料上乗せにより経営者保証を不要とす

る制度に対応した融資制度を創設 

担 当 課 産業労働部中小企業振興課     電話 ７３５－２１００ 



－15－ 

令和６年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （継続）地域経済活性化促進事業 草案頁 ６７頁 

予 定 額 ９,１３８,３３０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  資源価格高騰や円安等による物価上昇により依然として厳し

い経済情勢が続いている中、消費喚起及びキャッシュレス決済の

利用促進による地域経済の活性化を図るため、紙及び電子のプレ

ミアム付商品券を発行 

２ 内 容 

（１）経費の内訳                (単位：千円)

区  分 予 定 額 

プレミアム経費 ７,５００,０００

事業実施に係る事務費 １,６２７,０００

事務手続き体制の確保 １１,３３０

（２）事業の概要 

区 分 紙 電子 

発行総額 ２２１億円 １０４億円 

発 行 数 １７０万口 ８０万口 

プレミアム率 ３０％ 

プレミアム額 ５１億円 ２４億円 

対 象 者 市内在住者（市内に住民登録がある者） 

販売価格 １口１万３千円分を１万円で販売 

販売方法 
事前申込による抽選販売（紙又は電子のどち

らか一方を選択したうえで、１人５口まで） 

利用店舗 市内の事業参加店舗 

利用期間 令和６年６月下旬～令和７年１月末(予定) 

担 当 課 商業・流通部地域商業課       電話９７２－４０８７



令和６年度主な施策等一覧（観光文化交流局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
次期文化芸術推進計画の策定に向けた基礎調
査

8,000 1

将棋・囲碁文化の普及啓発事業 15,000 2

ロサンゼルス市姉妹都市提携65周年記念事業 10,968 3

アジア・アジアパラ競技大会に向けた観光コ
ンテンツ造成事業

20,000 4

宿泊施設バリアフリー化推進事業 24,500 5

ＭＩＣＥ施設のあり方検討調査 8,000 6

国際展示場第２展示館の改築等 3,000 7

こどもファスト・トラックの名古屋城導入実
証実験

2,000 8

拡 充
名古屋フィルハーモニー交響楽団の魅力向上
事業

10,000 9

短歌会館再整備検討調査 3,000 10

市指定文化財揚輝荘の保存・活用 17,000 11

県指定文化財伊藤家住宅の改修 56,200 12

地域日本語教育体制づくり推進事業 30,700 13

戦略的姉妹友好都市交流発信事業 45,000 14

インバウンド誘致の強化 50,000 15

次期観光ＭＩＣＥ戦略の策定 8,000 16

ＭＩＣＥ開催助成（国内会議開催助成） 制度創設 17



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充
名古屋城重要文化財建造物等保存活用計画の
策定調査

51,000 18

名古屋城園路等改修 20,000 19

名古屋城観覧環境の整備 50,000 20

名古屋城本丸御殿長期保全計画の策定準備 13,000 21

継 続 アーツカウンシル事業 95,890 22

市民会館改築に係る検討調査 8,000 23

金山南ビル美術館棟活用方針の策定 6,000 24

市指定文化財岡家住宅の保存・活用 16,000 25

名古屋駅案内所機能等検討調査 8,000 26

国際会議場の改修工事等 19,000 27

名古屋城天守閣の整備 406,648 28

行 事 第70回名古屋まつり 237,500 29



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）次期文化芸術推進計画の策定に 

向けた基礎調査 
草案頁 ５３頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  次期文化芸術推進計画の策定に向け、文化芸術団体や文化施設

等が抱えている課題やニーズの把握及び国の動向や他都市にお

ける先進事例の調査等を実施し、調査結果の検証・分析を行う。

２ 内 容 

 ・文化芸術団体へのヒアリング調査 

 ・文化施設管理者へのヒアリング調査 

 ・国の動向及び他都市調査 

 ・各調査データの分析 等 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課  電話972-3171(内線3171)

- 1 -



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）将棋・囲碁文化の普及啓発事業 草案頁 ５３頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  将棋・囲碁のタイトル戦を活用し、将棋・囲碁を本市の文化資

源として定着させることを目的とした普及啓発事業等を実施す

る。 

２ 内 容 

（１）将棋・囲碁文化の普及啓発事業 

   広告媒体を活用した将棋・囲碁文化のＰＲを実施 

（２）本市の魅力向上事業 

   なごやめしなど本市の魅力資源のＰＲを実施 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課  電話972-3171(内線3171)

- 2 -



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）ロサンゼルス市姉妹都市提携 

６５周年記念事業 
草案頁 ５７頁 

予 定 額 １０，９６８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ロサンゼルス市との姉妹都市提携６５周年記念（提携年月日

昭和３４年４月１日）として公式代表団を派遣し、両市の友好親

善と相互理解を促進する。 

２ 事業内容 

（１）内 容   

公式代表団の派遣 

   記念品の寄贈 等 

（２）時 期   

令和６年秋頃 

担 当 課 観光交流部国際交流課      電話 972-3061（内線3061）

- 3 -



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）アジア・アジアパラ競技大会に 

向けた観光コンテンツ造成事業 
草案頁 ７０頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

国内外の観光需要が急速に回復し、多くの観光地が賑わいを取り戻

している中で、２０２６年のアジア・アジアパラ競技大会に向けた

観光コンテンツの造成等を実施することで、観光消費額の増加及

び地域経済の活性化につなげる。 

２ 内 容 

滞在時間や観光消費額の増加を図るため、本市内をはじめとし

た中部圏の観光地や宿泊施設と連携し、本市における宿泊を促進

させるインバウンド向け観光コンテンツを造成する。 

担 当 課 観光交流部主幹（観光プロモーション）電話972-2216(内線2216)

- 4 -



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）宿泊施設バリアフリー化推進事業 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ２４，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ２０２６年に開催が予定されている第２０回アジア競技大会、

第５回アジアパラ競技大会を見据え、誰もが安全で快適な宿泊施

設を利用できる環境整備を推進するため、宿泊施設のバリアフリ

ー化に係る補助制度を創設する。 

２ 内 容 

区 分 内 容 

補助対象施設 

市内宿泊施設（旅館業法第３条第１項の許可

を受けて、同法第２条第２項、第３項又は第４

項の営業を行っている施設。ただし、風営法上

の店舗型性風俗特殊営業に該当する者を除

く） 

補助対象経費 
・共有部、客室のバリアフリー改修経費 

・バリアフリー用品の購入経費 

補 助 率 補助対象経費の２／３以内 

限 度 額 ５００万円 

そ の 他 令和６、７年度の２か年事業 

担 当 課 
観光交流部主幹（観光に係る受入環境の整備） 

    電話972-2225（内線2225）

- 5 -



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）ＭＩＣＥ施設のあり方検討調査 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

大規模ＭＩＣＥ施設である名古屋市国際展示場と名古屋国際

会議場を備える本市において、二大ＭＩＣＥ施設を核としたＭＩ

ＣＥ誘致の最大化を図るため、今後の連携の方策やあり方につい

て検討を行う。 

２ 内 容 

 ・利用状況、利用傾向等の実態調査 

 ・施設利用に関するニーズ調査 

 ・施設の連携に関する検討 

 ・上記を踏まえた、施設の今後のあり方を検討 

担 当 課 観光交流部ＭＩＣＥ推進室      電話972-2426（内線2426）

- 6 -



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）国際展示場第２展示館の改築等 草案頁 ７０頁 

予 定 額 
３，０００千円 

（債務負担行為 ２０，８６０，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

老朽化対策や搬出入動線の改善のため、国際展示場（ポートメ

ッセなごや）第２展示館の改築を設計・施工一括方式にて実施す

るもの。令和６年度に整備事業者選定を行い、事業契約を締結す

る。 

２ 内 容 

（１）施設概要 

  展示面積約１万㎡、主催者事務室、商談室、倉庫等 

  延床面積約１万７千㎡ 

（２）事業費  

・改築整備（設計、建設、工事監理等） 

債務負担行為 期  間 ７～１１年度 

限 度 額 ２０，８１２百万円 

・モニタリング支援業務  ３百万円 

債務負担行為 期  間 ７～１１年度 

限 度 額 ４８百万円 

（３）事業期間（予定） 

６年度     事業者選定、契約 

６～１０年度  新第２展示館の設計・建設（３年１０カ月間）

１０～１１年度 現第２展示館の解体・撤去（１年３カ月間）

担 当 課 
観光交流部主幹（国際展示場等に係る企画調整） 

電話 972-3144（内線3144）

- 7 -



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）こどもファスト・トラックの 

名古屋城導入実証実験 
草案頁 ７０頁 

予 定 額 ２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

公共施設や商業施設などの受付において、妊婦やこども連れ

の方を優先する取組である「こどもファスト・トラック」につ

いて、名古屋城での導入に向けた実証実験を行う。 

２ 内 容 

（１）実施時期 

ＧＷや夏休み等の繫忙期を想定 

（２）実施場所 

本丸御殿の入場列 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課 電話231-2487 

- 8 -



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）名古屋フィルハーモニー交響楽団

の魅力向上事業 
草案頁 ５３頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  名古屋フィルハーモニー交響楽団が、本市の文化芸術の都市魅

力となり、一層市民に親しまれ、誇れるオーケストラとなるよう

魅力向上事業を実施する。 

２ 内 容 

（１） 海外公演の実施に向けた基本調査 

（２） 青少年のためのオーケストラ入門コンサート 

中高校生を対象とし、作曲家や楽曲の解説を行うレクチャ

ー・コンサートを実施 

（３） 胎教＆０歳からのクラシック 

子育て世代へのリラクゼーション機会の創出や、乳幼児への

音楽的素養の醸成を図る 

（４） 吹奏楽クリニック 

吹奏楽連盟と連携し、地域の中高生に細やかな演奏指導を行

うことで、次世代の演奏者を育成する 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課  電話972-3171(内線3171)
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （拡充）短歌会館再整備検討調査 草案頁 ５３頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

老朽化している短歌会館の再整備について調査検討を実施す

る。 

２ 内 容 

・短歌会館の現状の課題整理 

・他都市の類似施設の調査 

・有識者会議の開催等  

３ 施設概要 

  名 称：名古屋市短歌会館 

  所 在 地：名古屋市中区錦二丁目13番22号 

  開館年月日：昭和39年10月5日 

  敷 地 面 積：257.95㎡ 

  延 床 面 積：617.71㎡ 

  構造・規模：鉄筋コンクリート造、地上3階、地下1階 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課 電話972-3171（内線3171）
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （拡充）市指定文化財揚輝荘の保存・活用 草案頁 ５４頁 

予 定 額 １７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

城山・覚王山地区に位置する市指定文化財の揚輝荘につい

て、段階的に修理及び整備を実施し、公開活用を図っていくた

め、次期整備の事業者公募に向けた準備及び地域連携に関する

調査を実施する。 

２ 内 容 

（１）事業者公募準備 

ア 事業者公募の前提条件の整理 

イ 次期整備の要求水準素案の検討 

ウ 北園の測量 

（２）地域連携調査 

  揚輝荘の活用に向けた地域との連携に関する調査を実施 

担 当 課 
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 

          電話 972-2737（内線2737）
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （拡充）県指定文化財伊藤家住宅の改修 草案頁 ５４頁 

予 定 額 
５６,２００千円 

（債務負担行為 ７７，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

四間道町並み保存地区に位置する愛知県指定有形文化財の伊

藤家住宅について、修理及び整備を実施し、公開活用を図ってい

くための実施設計等を行う。 

２ 内 容 

（１）主屋・便益施設棟の実施設計 

（２）細工倉・西倉の解体修理工事等 

３ 今後の予定 

  令和６～７年度 主屋・便益施設棟の実施設計 

細工倉・西倉の解体修理工事等 

  令和７年度以降 主屋・便益施設棟の工事 等 

担 当 課 
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 

          電話 972-2737（内線2737）
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）地域日本語教育体制づくり推進 

事業 
草案頁 ５７頁 

予 定 額 ３０，７００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨  

令和元年度に日本語教育の推進に関する法律が施行され、日

本語教育の推進が自治体の責務であるとされる中、日本語教育

が必要な外国人市民が日常生活に必要な日本語を習得し、地域

のコミュニティで円滑に生活できるよう、地域の実態に合った

日本語教育の長期的な体制づくりを行う。 

２ 内 容  

（１）多様な主体と連携した地域日本語教育の推進 

・地域日本語教育に係る総合調整会議の開催 

・実態調査及び実施計画の更新 

・普及・啓発事業の実施  

・教室等へのインターンシップ等の派遣 

（２）地域日本語教育コーディネート事業 

・総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネータ

ーの配置  

・地域日本語教室の検索等を目的としたシステムの運用 

・各種研修の実施 

（３）ハイブリッド型地域日本語教室の実施 

担 当 課 
観光交流部主幹（多文化共生・国際貢献） 

                電話 972-3065（内線3065）
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （拡充）戦略的姉妹友好都市交流発信事業 草案頁 ５７頁 

予 定 額 ４５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  姉妹友好都市のさらなる認知度向上と交流活性化のための事

業を実施する。 

２ 事業内容 

（１）内 容  

ロサンゼルス市民にこれまでの姉妹都市交流の歩みなどを

周知し、両市のさらなる友好交流に向けて機運醸成をしていく

とともに、名古屋を印象づける展示物等を活用して名古屋の魅

力を訴えかけ、名古屋の観光・産業・文化などの最新情報を発

信するＰＲイベントを開催する。 

（２）時 期  

令和６年秋頃 

担 当 課 観光交流部国際交流課      電話 972-3061（内線3061）
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （拡充）インバウンド誘致の強化 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ５０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

国内外の観光需要が急速に回復し、多くの観光地が賑わいを取

り戻している中で、国・地域別の嗜好調査等を行い、観光情報の

訴求に有効な手法を検討するとともに、海外観光プロモーション

等により、本市へのインバウンドの早期回復、観光消費の拡大及

び地域経済の活性化を図る。 

２ 内 容 

（１）インバウンド拡大に向けた調査 

国・地域で異なる嗜好性に関する調査及びその嗜好性に合わ

せた本市観光資源等の評価、観光情報の訴求に有効な手法に関

する調査等を実施 

（２）海外観光プロモーションの実施 

海外の旅行展等における観光プロモーション等を実施 

（３）「観光分野におけるパートナー都市協定」事業 

協定締結５周年を契機に、市内にて「台湾・台中夜市」を拡

充開催するとともに、台中市内にて開催予定の名古屋をテーマ

にしたイベントに参画 

担 当 課 観光交流部主幹（観光プロモーション）電話972-2216(内線2216)

- 15 -



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （拡充）次期観光ＭＩＣＥ戦略の策定 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和５年度に実施した基礎調査の結果を踏まえ、本市における

観光ＭＩＣＥによる経済波及効果を重視した、次期観光ＭＩＣＥ

戦略を策定する。 

２ 計画期間 

  令和６年度から令和１０年度までの５年間 

３ 内 容 

（１）次期観光ＭＩＣＥ戦略の策定 

（２）有識者会議・庁内戦略会議・パブリックコメント等の実施 

（３）冊子作成・印刷 

担 当 課 
観光交流部観光推進課       電話972-2424（内線2424）

観光交流部ＭＩＣＥ推進室     電話972-2426（内線2426）
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）ＭＩＣＥ開催助成（国内会議開催

助成） 
草案頁 ７０頁 

予 定 額 （制度創設） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

ものづくり産業や理工系大学の集積といった当地域の強みを

活かし、理学・工学系学会をはじめとした国内会議誘致を推進す

るため、国内会議開催に係る助成制度を創設する。 

２ 内 容 

（１）助成対象：国内会議の主催者 

（２）助成要件：理学・工学系学会 参加者６００人以上 

                 会議日数３日以上 

        その他の学会   参加者１，０００人以上 

                 会議日数３日以上 

（３）対象経費：会場借上費、印刷製本費、広報活動費等 

（４）限 度 額：最大２，０００千円（対象経費の１０％以内） 

（５）申込期限：会議開催の前年度の４月末まで 

（令和７年度助成分は９月末まで） 

（６）そ の 他：受付上限額に達し次第、受付終了 

担 当 課 観光交流部ＭＩＣＥ推進室    電話 972-2426（内線2426）
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）名古屋城重要文化財建造物等 

保存活用計画の策定調査 
草案頁 ７１頁 

予 定 額 ５１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

経年劣化が進む名古屋城内の重要文化財建造物等について、

将来にわたって適切に保存活用していくための計画を策定す

る。 

２ 内 容 

（１）保存活用計画の策定調査 

城内の重要文化財建造物について、保存活用計画の策定に

向けた防災・活用等における現状調査、課題の抽出及び対策

の検討を実施 

（２）東南隅櫓及び西北隅櫓の耐震診断 

地震時における安全性の確保のため、東南隅櫓及び西北隅

櫓の耐震診断を行い、現況把握と耐震補強計画の検討を実施 

担 当 課 名古屋城総合事務所名古屋城調査研究センター 電話231-2481 
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （拡充）名古屋城園路等改修 草案頁 ７１頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

名古屋城の園路は、施工より２０年以上が経過し、老朽化に

よる不陸や古い排水構造物による段差が目立つようになって

いる。また、園路に埋設されている排水路も戦前に設置されて

おり老朽化が懸念される。 

来場者が安全・快適に観覧出来るようにするため、必要に応

じて排水路の改修を行いながら、舗装材や排水構造物を見直

し、景観やバリアフリーに配慮した園路へ改修を行う。 

２ 内 容 

園路改修に向け、景観に配慮し、荷物搬入など大型車両への

耐久性も満たす舗装材及び舗装構成とするとともに、排水施設

などについてもバリアフリーに配慮した詳細設計を行う。 

あわせて排水路について調査し、改修方法を検討する。 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課        電話231-2487
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （拡充）名古屋城観覧環境の整備 草案頁 ７１頁 

予 定 額 ５０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

多様な来場者にとって、分かりやすく快適な観覧を実現する

ため、名古屋城の観覧環境の整備を実施する。 

２ 内 容 

  観覧環境の充実に向け、歴史的景観を損なわない統一的なデ

ザイン、多様な来場者に配慮した表示内容などを考慮した城内

看板等の詳細設計及び整備を行う。 

令和６年度は主要な導線上にある「本丸エリア」、「西之丸

エリア」について実施する。 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課        電話231-2487 
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）名古屋城本丸御殿長期保全計画 

の策定準備 
草案頁 ７１頁 

予 定 額 １３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

本丸御殿を適切に保存していくため、長期保全計画の策定に

向けた調査等を実施する。 

２ 内 容 

（１）本丸御殿の状況調査 

本丸御殿において、天井裏や床下等を含めた包括的な劣化

状況点検や現況調査を実施 

（２）長期保全計画中間案の作成 

状況調査で判明した劣化状況等を踏まえた長期保全計画

中間案を作成 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課 電話231-2487 
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）アーツカウンシル事業 草案頁 ５３頁 

予 定 額 ９５，８９０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

専門人材の長期的な視点による支援・評価・調査研究等を通じ、

文化芸術と他分野の連携により、さらなる文化芸術の推進及び都

市の活力・魅力の向上を図るために構築した「新たな文化芸術推

進体制（名古屋版アーツカウンシル）」において、助成・支援及

びパイロット事業等を行う。 

２ 内 容 

（１） 文化芸術推進評議会の運営 

専門的な見地から市への文化政策全般に対する助言、評価、

提言を行う。 

（２） クリエイティブ・リンク・ナゴヤの運営 

・文化芸術活動に対する助成・支援 

・先駆的な事業（パイロット事業）の実施 

・調査研究、情報発信 等 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課  電話972-3171(内線3171)
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）市民会館改築に係る検討調査 草案頁 ５３頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

市民会館の改築については、基本計画の策定に係る検討を進め

ているところであるが、今後の事業化に向けてアスナル金山エリ

アでの新ホール整備に必要な追加調査を実施する。 

２ 内 容 

  ホール運営に影響を及ぼす騒音等の検討調査 

担 当 課 
文化歴史まちづくり部主幹（文化施設に係る企画調整等）  

電話972-2427(内線2427) 

- 23 -



令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（継続）金山南ビル美術館棟活用方針の策

定 
草案頁 ５３頁 

予 定 額 ６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

美術館・博物館用途での短期貸付による暫定利用の延長を令和

７年度までとするなかで、今後の金山南ビル美術館棟のあり方や

利活用の方向性を示す利活用方針を策定する。 

２ 内 容 

  利活用方針の策定 

  ・活用コンセプトや事業手法等の検討 

  ・民間活力導入の調査検討 

・改修内容の検討   等 

担 当 課 
文化歴史まちづくり部主幹（文化施設に係る企画調整等）  

電話972-2427(内線2427) 
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（継続）市指定文化財岡家住宅の保存・ 

活用 
草案頁 ５３頁 

予 定 額 
１６，０００千円 

（債務負担行為 ２４，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

有松伝統的建造物群保存地区に位置する市指定文化財の岡家

住宅について、修理及び整備を実施し、公開活用を図っていくた

め、令和６、７年度の２か年で基本計画を策定する。 

２ 内 容 

（１）文化財建造物の修理計画や耐震補強計画の検討 

（２）庭園や外構などの環境整備計画の検討 

（３）活用計画の検討 

（４）事業手法の検討 

担 当 課 
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 

          電話 972-2737（内線2737）
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）名古屋駅案内所機能等検討調査 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

リニア中央新幹線開業に向けた名古屋駅駅前広場整備に合わ

せ、観光客の利便性向上や観光案内の効率化を図るため、名古屋

駅観光案内所の移設に向けた観光案内所の外観・内装等の検討を

行う。 

２ 内 容 

（１）名古屋駅駅前広場における観光案内機能と運営形態の検討 

（２）名古屋駅東側駅前広場に移設を予定する観光案内所の外観 

および内装の検討 

担 当 課 観光交流部観光推進課       電話972-2424（内線2424）
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）国際会議場の改修工事等 草案頁 ７０頁 

予 定 額 
１９，０００千円 

（債務負担行為 ４５，１３１，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  国際会議場の改修については、展示施設の増築及び施設の運

営・維持管理と併せてＰＦＩ法に基づき事業者選定を進めていた

が、２度の入札不調となった。 

 現在の社会情勢等を踏まえ、整備内容及び事業手法を変更し、

既存施設の老朽化対策を実施する。 

２ 内 容 

  ・改修工事（設計、建設、工事監理） 

   債務負担行為 期 間 ７～８年度 

          限度額 ４５，０８２百万円 

  ・モニタリング支援業務 １９百万円 

債務負担行為 期 間 ７～８年度 

          限度額 ４９百万円 

３ 今後の予定 

６年度    事業者選定、契約 

６～８年度  設計・建設・開館準備 

（休場期間：７年２月から９年３月まで） 

  ９年４月頃  開館見込 

担 当 課 観光交流部ＭＩＣＥ推進室    電話 972-2426（内線2426）
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）名古屋城天守閣の整備 草案頁 ８４頁 

予 定 額 ４０６，６４８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

特別史跡名古屋城跡の本質的価値の理解促進、及び文化的観

光面の魅力向上を図るため、名古屋城天守閣の整備を行う。 

２ 事業内容 

（１）実施設計 ８，０００千円 

  ア 設計業務 

設計図作成、現状変更許可申請書類作成 

  イ 調査業務 

史実調査 

（２）設計監理等支援業務委託 ４，０００千円 

天守閣整備事業に係る技術面及び法務面に関する支援 

（３）木材の製材 ９９，９８５千円 

柱や梁などの主架構木材の保管費 

（４）石垣保存対策 ２８１，１００千円 

ア 天守台周辺石垣の保存対策工事 

イ 石垣モニタリング 

ウ 石垣保存対策支援業務委託 

（５）木造天守閣昇降技術開発 １３，５６３千円 

   公募により選定した技術の導入に向けた開発 

担 当 課 

名古屋城総合事務所保存整備室主幹(天守閣整備) 

名古屋城総合事務所保存整備室主幹(木造天守閣昇降技術開発等) 

 電話231-2488
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令和６年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （行事）第７０回名古屋まつりの開催 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ２３７，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  秋の風物詩として、郷土英傑行列をはじめとする行列行事や、

会場行事を中心とした名古屋まつりを実施する。 

  令和６年度は第７０回を迎えるため、周年記念事業を行う。 

２ 開催概要 

（１）時 期 

   令和６年１０月１９日（土）、２０日（日）を中心に開催 

（２）内 容 

  ・郷土英傑行列、山車揃をはじめとした行列行事 

  ・栄を中心とする会場での会場行事 

（３）主な周年記念事業 

  ・宵の山車揃 

  ・行列行事の拡充 

担 当 課 観光交流部観光推進課      電話972-2424（内線2424） 
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令和６年度主な施策等一覧（環境局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
生物多様性条約第16回締約国会議（ＣＯＰ
16）における成果発信

11,900 1

ラムサール湿地都市ネットワーク市長会議に
おける成果発信

5,500 2

なごやネイチャーポジティブパートナー制度
の創設

4,500 3

グリーンインフラ導入モデル事業 31,000 4

燃料電池バス導入促進補助 22,945 5

資源の各戸収集モデル実施のための車両の
購入

債務負担行為
(38,000)

6

鳴海工場の大規模改修に係る事業手法の検討 16,000 7

拡 充 なごや生物多様性センターの拠点機能の強化 7,850 8

市施設への再生可能エネルギー100％電力の
導入

2,266 9

住宅等の脱炭素化促進補助 174,795 10

電気自動車用充電インフラの普及 1,077 11

ごみ収集車両への次世代バイオディーゼル
燃料の試行導入

12,384 12

プラスチック資源のリサイクルに関する
基礎調査

5,000 13

循環経済への移行に向けた資源循環の
普及啓発

6,500 14

プラスチック資源循環・食品ロス削減に
資するビジネスモデルの支援

7,764 15

食品ロス削減に向けた商慣習の
見直しのための実態調査

2,500 16

継 続 ＳＤＧｓまちづくり推進事業 7,000 17



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続 なごや環境学習プランの改定 4,000 18

ゼロエミッション車の購入補助 118,100 19

水の環復活なごや戦略実行計画2030（仮称）
の策定

3,890 20

新堀川における地下水利用 26,060 21

環境科学調査センターの整備調査 5,000 22

南陽工場の設備更新 9,872,000 23

猪子石工場の大規模改修の準備 20,877 24

愛岐処分場浸出水処理施設等の解体工事の
準備

92,500 25

西資源センターの移転改築 731,000 26



 

令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（新規）生物多様性条約第１６回締約国会

議(ＣＯＰ１６)における成果発信 
草案頁 ４０頁 

予 定 額 １１，９００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

ＣＯＰ１０開催都市として、２０２４年に開催が予定されて

いるＣＯＰ１６に併催される生物多様性国際自治体会議等に

参加し、新たな世界目標である「昆明・モントリオール生物多

様性枠組み」の達成に向けた本市の取組みや、本市が代表を務

める生物多様性自治体ネットワークの取組みについて発信す

る。 

 

 

２ 内 容 

日  程：２０２４年１０月～１１月（予定） 

場  所：コロンビア 

主な用務：生物多様性国際自治体会議への出席 

参加自治体との会談等 

 

 

 

 

担 当 課 
環境企画部環境企画課       電話９７２－２６６４ 

（内線 ２６６４） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（新規）ラムサール湿地都市ネットワーク

市長会議における成果発信 
草案頁 ４０頁 

予 定 額 ５，５００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

湿地都市間のさらなる連携の推進のため、２０２４年に中国・

東営市で開催される湿地都市ネットワーク市長会議において、藤

前干潟を中心とした湿地の保全活用の取組みについて発信する。 

 

２ 内 容 

  時  期：２０２４年１０月（予定） 

  場  所：中国 山東省 東営市 

  主な用務：第３回湿地都市ネットワーク市長会議への出席 

参加自治体との会談等 

 

※湿地都市ネットワークについて 

ラムサール条約の決議に基づき２０１５年に創設された「ラム

サール条約湿地自治体認証制度」に係る自治体の取組みについ

て、情報共有や意見交換等を行うために組織された。 

※ラムサール条約湿地自治体認証制度について 

湿地の保全・再生、環境教育等に関する国際基準を満たす自治

体を認証する制度で、本市も２０２５年の認証を目指している。 

 

 

 

担 当 課 環境企画部環境企画課        電話２２３―１０６６ 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（新規）なごやネイチャーポジティブ 

パートナー制度の創設 
草案頁 ４０頁 

予 定 額 ４，５００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  ネイチャーポジティブの実現に向けた本市の決意を表明した

「なごやネイチャーポジティブ宣言」に賛同し、ともに取り組む

事業者等を「なごやネイチャーポジティブパートナー」として認

定する制度を開始するとともに、機運の醸成を図る。 

 

 

２ 内 容 

（１）なごやネイチャーポジティブパートナー制度の創設 

宣言に賛同し、ともに取り組む事業者・保全団体・教育機関等

を認定する制度を創設し、優良事例等の紹介・発信や団体間のマ

ッチングを促進するためのウェブサイトを作成する。 

 

（２）ネイチャーポジティブの実現に向けた機運醸成 

令和５年度末に市民公募・投票によって決定する「なごやネイ

チャーポジティブ」シンボルマークを活用し、機運醸成に向けた

普及啓発等を実施する。 

担 当 課 
環境企画部環境企画課       電話９７２－２６６４ 

（内線 ２６６４） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （新規）グリーンインフラ導入モデル事業 草案頁 ４０頁 

予 定 額 ３１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

自然環境が持つ多様な機能を様々な課題解決に活用する「グリ

ーンインフラ」の取り組みを進めるため、関係局と連携して啓発

スポットやモデルストリートの整備を行うとともに、課題抽出や

効果検証、本市取組のＰＲ等を行う。 

 

２ 内 容 

（１）啓発スポットの整備 

   名城公園において生物多様性に配慮した緑化、雨水流出抑制

等のための雨庭、ヒートアイランド対策のための舗装を取り入

れた啓発スポットを整備する。 

（２）モデルストリートの整備に向けた実証実験 

   道路空間における生物多様性に配慮した緑化について実証

実験を行う。 

（３）道路等への雨庭の導入に向けた検討 

   市内道路等における雨庭の導入に向けた構造検討等を行う。 

 

 

 

 

     

担 当 課 
環境企画部環境企画課     電話９７２－２６６９（内線２６６９） 

地域環境対策部地域環境対策課 電話９７２－２６７１（内線２６７１） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （新規）燃料電池バス導入促進補助 草案頁 ４０頁 

予 定 額 ２２，９４５千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

水素を燃料として走行時に温室効果ガスや大気汚染物質を排

出しない燃料電池バスを導入する民間事業者に対し、補助を行う

もの。 

民間事業者における燃料電池バスの導入を促進することによ

り、水素社会の実現に向けた水素の需要創出や、市内運輸部門に

おける温室効果ガス排出量の削減を図る。 

  

２ 補助対象 

燃料電池バスを導入する民間事業者 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

燃料電池バス 

     

担 当 課 
環境企画部脱炭素社会推進課    電話９７２－２６９１ 

                   （内線 ２６９１）     
 

 

水素と酸素の化学反応により 

電気を発生させ、 

モーターを回して走る 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（新規）資源の各戸収集モデル実施の 

ための車両の購入 
草案頁 ４３頁 

予 定 額 （債務負担行為 ３８,０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

効率的な資源各戸収集の検討のために行うモデル事業の実施

に向けて、分別収集用車両を購入する。 

 

２ 内 容 

    ２槽式プレス車（大型） １両  

２槽式プレス車（小型） １両  計２両 

（注）荷箱が２つに分かれているため、２種類の品目を混ぜ

ずに同時に収集することができる分別収集用の車両 

 

 

 

 

 

 

 

３ スケジュール（予定） 

  令和６年度：車両調達契約 

  令和７年度：車両納入 

  令和８年度：モデル事業で使用 

 

担 当 課 
事業部作業課            電話９７２－２３９３ 

                                        （内線２３９３） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（新規）鳴海工場の大規模改修に係る 

事業手法の検討 
草案頁 ４３頁 

予 定 額 １６，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 鳴海工場は、令和５年度末策定（予定）の第６次一般廃棄物処

理基本計画に基づき、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法による大規模改修を

実施することとしており、令和６年度は事業手法の検討等を行

う。 

 

２ 内 容 

（１）現鳴海工場及び現北名古屋工場の契約内容の整理等 

（２）他事例調査 

（３）事業手法の検討 

 

＜参考＞ 現鳴海工場の概要 

所 在 地 名古屋市緑区鳴海町字天白９０番地 

設  備 シャフト炉式ガス化溶融炉（５３０トン/日） 

事業方式 ＰＦＩ（ＢＴＯ方式） 

運営期間 平成２１年７月１日～令和１１年６月３０日 

 

 

 

 

担 当 課 
施設部工場課（建設計画）    電話９７２－２２９４ 

                  （内線 ２２９４） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（拡充）なごや生物多様性センターの 

拠点機能の強化 
草案頁 ４０頁 

予 定 額 ７，８５０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  なごや生物多様性センターの有する身近な自然を守り育てる

ための拠点機能の強化を図るため、ビオトープ等を活用した講座

の開催や、収集した標本を活用した啓発ツールの作成等を行う。

また、急速に分布を拡大しており、早急な対策が必要な外来カミ

キリムシに関する啓発を推進する。 

 

２ 内 容 

（１）ビオトープ等を活用した講座の開催 

ビオトープの生きもの観察など、なごや生物多様性センターの

施設を活用した講座を開催する。 

 

（２）啓発ツールの作成 

実際の標本を活用した目で見て触れられる啓発ツールや、教材

として使用できる生きもの動画の作成を行う。 

 

（３）外来カミキリムシに関する啓発 

  令和５年度に新たに特定外来生物に指定された種を含む外来

カミキリムシの取り扱い等について周知を行う。 

担 当 課 環境企画部環境企画課（生物多様性の保全） 電話８３１―８１０４ 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（拡充）市施設への再生可能エネルギー 

１００％電力の導入 
草案頁 ４０頁 

予 定 額 ２，２６６千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

再生可能エネルギー１００％電力を市施設で使用することで、

市施設からの温室効果ガス排出量の削減を図るとともに、再生可

能エネルギーの導入を促し、クリーンなエネルギーへの転換につ

なげる。 

 

２ 内 容 

（１）導入施設 

名古屋城 

（２）消費電力量（見込） 

  １，０３０千ｋＷｈ／年 

（３）導入時期 

  令和６年４月（予定） 

 

 

 

 

 

担 当 課 
環境企画部脱炭素社会推進課   電話 ９７２－２６９１ 

（内線 ２６９１）  
 

 

太陽光 風力 

水力 ﾊﾞｲｵﾏｽ 地熱 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （拡充）住宅等の脱炭素化促進補助 草案頁 ４０頁 

予 定 額 １７４，７９５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

再生可能エネルギーの自家消費拡大や更なる省エネルギーの

推進による住宅等の脱炭素化を図るとともに、災害に対するレジ

リエンスの向上を図る。 

一体的導入の区分においては、新たに新築戸建住宅を補助対象

に加えるとともに、蓄電システムとＶ２Ｈ充放電設備を選択でき

るよう制度を変更する。さらに、既設の太陽光発電設備に接続す

る蓄電システム、断熱窓改修に係る補助を新設する。 

２ 補助内容 

補 助 区 分 補 助 額 

一 
体 
的 
導 
入 

太 陽 光 
発 電 設 備 

築 １ ０ 年 超 の 
戸 建 住 宅 

30千円／kW 

(上限6.5kW) 

築１０年以下の 
戸 建 住 宅 

20千円／kW 

(上限6.5kW) 

新 築 の 
戸 建 住 宅 

10千円／kW 

(上限6.5kW) 

集 合 住 宅 
25千円／kW 

(上限9.99kW) 
Ｈ Ｅ Ｍ Ｓ 10千円／件 

蓄 電 シ ス テ ム 
又は 

Ｖ２Ｈ充放電設備 

蓄 電 シ ス テ ム 
15千円／kWh 

(上限8kWh) 

Ｖ２Ｈ充放電設備 50千円／件 

Ｚ Ｅ Ｈ 

Ｚ Ｅ Ｈ 100千円／件 

Ｚ Ｅ Ｈ ＋ 200千円／件 

併設する蓄電システム 
15千円／kWh 

(上限8kWh) 
Ｖ ２ Ｈ 充 放 電 設 備 50千円／件 
蓄 電 シ ス テ ム 

（既設の太陽光発電設備に接続） 
15千円／kWh(上限8kWh) 

断 熱 窓 改 修 補助対象経費の1/3（上限200千円/件） 

 

 

 

担 当 課 
環境企画部脱炭素社会推進課    電話９７２－２６９１ 

                   （内線 ２６９１）     
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （拡充）電気自動車用充電インフラの普及 草案頁 ４０頁 

予 定 額 １,０７７千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  脱炭素社会の実現に向け、公共施設への充電設備整備のための

モデル事業及び集合住宅や事業所への基礎充電設備設置の普及

啓発を行う。 

 

２ 内 容 

（１）公共用充電設備の普及 

公共施設への充電設備整備の課題整理や解決方法、運用方法

の検討のため、充電サービス事業者と協力し、モデル事業とし

て充電設備の設置・運用を行う。 

 

（２）基礎充電設備の普及 

電気自動車用充電設備の設置を促進するため、マンション管

理組合及び事業者等に対し、充電設備設置に関する情報提供等

を行う。 

 

 

 

 

担 当 課 
地域環境対策部大気環境対策課    電話９７２－２６７８ 

（内線 ２６７８） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（拡充）ごみ収集車両への次世代 

バイオディーゼル燃料の試行導入 
草案頁 ４３頁 

予 定 額 １２，３８４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 ごみ収集部門における二酸化炭素削減対策として、次世代バイオ

ディーゼル燃料を一部のごみ収集車両に導入する。 

 

 ＜次世代バイオディーゼル燃料＞ 

バイオマス（生物資源）を水素化処理などすることにより製造さ

れた炭化水素油であり、高濃度での軽油への混合が可能とされる。 

 

 

２ 内 容 

（１）導入する燃料 

次世代バイオディーゼル燃料２０％混合軽油 

（２）購入量 

   ７２,０００Ｌ（予定） 

（３）二酸化炭素削減量 

   約３７ｔ 

 

 

 

 

 

担 当 課 
事業部作業課          電話 ９７２－２２８９ 

（内線 ２２８９） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（拡充）プラスチック資源のリサイクルに 

関する基礎調査 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  令和６年度から、プラスチック製容器包装にこれまで可燃ごみ

として収集していたプラスチック製品を合わせた「プラスチック

資源」の一括収集を開始する。再商品化については従来どおり容

器包装リサイクル協会に委託して行うが、プラスチック資源循環

促進法では、再商品化事業者と自治体が連携し、国から認定を受

け再商品化する方法も示されている。 

このような状況を踏まえ、本市におけるより効率的・効果的な

プラスチック資源のリサイクルを検討するために必要な基礎調

査を実施する。 

 

２ 内 容 

  収集したプラスチック資源について組成調査を実施し、分別適

合物の割合やプラスチックの素材別（ＰＰ、ＰＥ、ＰＳなど）の

割合、異物の性状や混入率など、今後の検討に必要な情報を調査

する。 

担 当 課 
ごみ減量部減量推進室       電話９７２－２３７８ 

（内線 ２３７８） 
 

 

- 13 -



令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（拡充）循環経済への移行に向けた 

資源循環の普及啓発 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ６，５００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会からの転換のため、こ

れまでの廃棄物・環境対策としての３Ｒに加え、持続可能な形で

資源を利用する循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行が

求められている。 

消費者である市民の資源循環に対する理解・行動を促進し、企

業等が循環経済に向けた事業活動に取り組みやすい環境を整備

するため、普及啓発を実施する。 

 

２ 内 容 

（１）ワークショップの実施 

循環経済の取り組みを進めている事業者と連携し、若年層の

資源循環に対する意識の向上を図るワークショップを実施す

る。 

 

（２）啓発の実施 

   プラスチックの資源循環や食品ロスの削減、アップサイクル

による再利用の取り組みなど循環経済への移行促進につなが

る行動変容を促す啓発を実施する。 

 

 

 

担 当 課 
ごみ減量部減量推進室       電話 ９７２－２３７８ 

（内線 ２３７８） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（拡充）プラスチック資源循環・食品ロス削減 

に資するビジネスモデルの支援 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ７,７６４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  「プラスチック資源循環」、「食品ロスの削減」に向けて事業

者の持つ仕組みやアイデアを募集し、支援することで、ごみの減

量及び資源循環へとつながるビジネスモデルを構築し、市民・事

業者の行動変容を目指す。 

  「プラスチック資源循環」の取組みは、令和５年度に引き続き

実施し、新たに「食品ロスの削減」の取組みについても実施する。 

 

２ 内 容 

（１）モデル事業の実施 

   「プラスチック資源循環」または「食品ロスの削減」につな

がる仕組みやアイデアを持つ事業者を公募により選定し、市民

の行動変容を促すモデル事業を行う。 

   それぞれの枠組みで１件程度、経費の１／２を負担 

・実 証 事 業 １件あたり２５０万円を上限 

・実装化支援 令和５年度実証事業を行った事業を対象に 

１件あたり５００万円を上限 

（２）アクリル板パーティションの活用に向けた情報収集等 

新型コロナウイルス感染症の５類感染症への移行に伴い、廃

棄が想定されるアクリル板パーティションの活用に向けた情

報収集のほか、周知啓発を通じて事業者の資源循環の取り組み

を促す。 

 

 

担 当 課 

ごみ減量部減量推進室      電話 ９７２－２３７８ 

（内線 ２３７８） 

ごみ減量部資源化推進室     電話 ９７２－２２９７ 

（内線 ２２９７） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（拡充）食品ロス削減に向けた商慣習の 

見直しのための実態調査 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ２，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  商慣習（1/3ルール）の見直しに向けて、賞味期限のある加工 

 食品の販売期限延長に取組む事業者拡大を図っていくため、市内 

 小売店と連携した実態調査を実施する。 

２ 内 容 

 （１）市内小売店において、加工食品の販売期限延長を実施し、

売上や食品ロス排出量への影響等を調査する。 

 （２）調査実施店舗において、食品ロスの削減についての啓発 

を実施するとともに、購入者に対する店頭アンケートを実施

し、販売期限延長に対する市民の意識等を調査する。 

 

（参考）      

担当課 
ごみ減量部資源化推進室      電話９７２－２２９７ 

                   （内線 ２２９７）      
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令和 6 年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （継続）ＳＤＧｓまちづくり推進事業 草案頁 ４０頁 

予 定 額 ７，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  地域団体や事業者等と協働し、環境を切り口としたＳＤＧｓの

視点から地域課題解決に向けた取り組みを実践することで、地域

へのＳＤＧｓの浸透・定着を図る。 

 

２ 内 容 

(１) モデルとなる地域づくり 

公募で地域を選定し、多様な主体の参画によるワークショップ

等を通じて、地域課題解決につながるＳＤＧｓの取り組みについ

て検討し実践する。 

 

(２) ＳＤＧｓの取り組み支援 

 各地域におけるＳＤＧｓの取り組みに対する助成や、地域団

体・事業者等とのマッチング等の支援を行う。 

（３）講演会の実施 

地域がＳＤＧｓの取り組みを実施するきっかけづくりとして 

ＳＤＧｓ講演会を実施する。 

担 当 課 
環境企画部環境企画課        電話９７２－２６６９ 

（内線２６６９）      
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （継続）なごや環境学習プランの改定 草案頁 ４０頁 

予 定 額 ４，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  本市では、「なごや環境学習プラン」に基づき、環境学習を通

じて、一人ひとりが今日の環境問題を自らの課題として捉え、分

野や主体、世代を超えてその解決に向け主体的に行動できる人づ

くり・人の輪づくりを推進している。 

気候変動や生物多様性等、環境を取り巻く情勢の変化や国の環

境教育に係る基本方針の改定等を踏まえ、同計画を改定する。 

 

２ 内 容 

（１）学識経験者等からの意見聴取 

学識経験者等で構成する懇談会を開催し、計画の改定に向け 

た意見を聴取する。 

（２）計画素案の作成 

現状の課題整理等を行った上で、計画素案を作成する。 

 

３ 今後の予定 

  令和７年度に、パブリックコメントを経て策定・公表する。 

担 当 課 環境企画部環境企画課（環境教育）  電話２２３―１０６６      
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （継続）ゼロエミッション車の購入補助 草案頁 ４０頁 

予 定 額 １１８，１００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  走行時に排出ガスを出さないゼロエミッション車（ＺＥＶ）は

大気環境の改善及び自動車部門からの二酸化炭素排出量削減に

寄与するほか、“動く蓄電池”として災害時の電力供給が可能で

あるが、一般的な車両と比べ車両価格が高額である。 

そこで、個人（市民）が導入する外部給電機能を有する電気自

動車、プラグインハイブリッド自動車及び燃料電池自動車に対し

て補助を実施する。 

  なお、本事業は防災危機管理局が実施する「災害時電源協力車

制度」への登録を要件の一つとし、連携して広報啓発を実施する。 

 

２ 内 容 

車 両 区 分 補助金額 想定件数 

電気自動車 １００千円／件 ８６０件 

プラグインハイブリッド自動車 ５０千円／件 ４６０件 

燃料電池自動車 ２００千円／件 ２０件 

 

担 当 課 
地域環境対策部大気環境対策課    電話９７２－２６７８ 

（内線 ２６７８） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（継続）水の環復活なごや戦略実行計画 

２０３０（仮称）の策定 
草案頁 ４０頁 

予 定 額 ３，８９０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

本市では、「水の環復活２０５０なごや戦略」によって、健全

な水循環の回復と、これを活かした魅力的なまちづくりに向けた

取り組みを進めている。 

水循環基本法の改正や、国の水循環基本計画の改定を踏まえ、 

２０３０年までを計画期間とする実行計画を策定する。 

２ 内 容 

（１）学識経験者等からの意見聴取 

令和５年度に引き続き、学識経験者等で構成する懇談会を開

催し、計画策定に向けた意見を聴取する。 

（２）計画の策定 

懇談会の意見をふまえ、本市が２０３０年までに重点的、優

先的に取り組む事項等を示した実行計画を策定する。 

３ 策定スケジュール（予定） 

令和６年７月頃 懇談会の開催 

    10月頃 パブリックコメント 

    12月頃 策定 

担 当 課 
地域環境対策部地域環境対策課   電話９７２－２６７１ 

（内線 ２６７１）  
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （継続）新堀川における地下水利用 草案頁 ４０頁 

予 定 額 ２６，０６０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

新堀川では、悪臭の改善に向けた水環境改善が喫緊の課題とな

っており、緑政土木局、上下水道局、環境局の３局で連携して対

策を進めている。 

環境局では、水の環復活に向けたまちづくりを推進しており、

水質改善のための方策のひとつとして地下水の利用を行う。 

 

２ 内 容 

令和５年度の地質調査結果をふまえ、井戸等の整備（３箇所）

に向けた測量及び設計を行う。 

 

 
＜地下水利用のイメージ＞ 

担 当 課 
地域環境対策部地域環境対策課   電話９７２-２６７１ 

（内線 ２６７１）  
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （継続）環境科学調査センターの整備調査 草案頁 ４１頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

    昭和５３年に竣工し、老朽化が著しい環境科学調査センターに

ついて、整備に向けた調査を行う。 

 

２ 内 容 

  令和５年度の調査に引き続き、令和６年度は本市施設の活用も

含めた調査やリニューアル改修に係る概算事業費の精査等を行

う。 

 

 

（参考）現施設の概要 

所 在 地：南区豊田五丁目１６番８号  

竣 工 年 月：昭和５３年７月  

敷 地 面 積：３，８５１.００㎡  

延 床 面 積：３，４９３.１８㎡  

構造・規模：鉄筋コンクリート造、地上４階（本館） 

担 当 課 地域環境対策部 環境科学調査センター 電話６９２－８４８１      
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （継続）南陽工場の設備更新 草案頁 ４３頁 

予 定 額 ９，８７２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和９年３月の南陽工場再稼働に向け、焼却設備の更新工事並

びに関連調査を進める。 

 

２ 内 容 

事 項 事 業 内 容 

設備更新工事 
焼却設備の設備更新 

９，８５９，０００千円 

環境影響評価 
事後調査 

          １３，０００千円 

 

３ 全体スケジュール 

事 項 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

 設備解体工事      

 設備更新工事      

 環境影響評価      

 工 場 稼 働      

 

担 当 課 施設部工場課（南陽工場設備更新）  電話３０３－０７００ 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （継続）猪子石工場の大規模改修の準備 草案頁 ４３頁 

予 定 額 ２０，８７７千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 令和７年度からの猪子石工場大規模改修工事に向け、工事計

画及び発注仕様書の作成等を行う。 

 

２ 全体スケジュール 

事 項 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

発注仕様書作成等        

大規模改修工事※        

工 場 稼 働        

※ 契約手続、機器製作期間、試運転期間等を含む 

＜参考＞ 猪子石工場の概要 

場  所 名古屋市千種区香流橋一丁目１０１番 

敷地面積 ２１，８２５㎡ 

焼却設備 ストーカ式焼却炉（６００トン/日） 

稼働開始 平成１４年４月 

 

 

 

担 当 課 
施設部工場課（建設計画）       電話９７２－２２９４ 

                    （内線 ２２９４） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（継続）愛岐処分場浸出水処理施設等の 

解体工事の準備 
草案頁 ４３頁 

予 定 額 ９２，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

愛岐処分場浸出水処理施設の改築完了に伴い稼働を終了する

既存水処理施設等の解体工事に向けて、令和６年度は残留物（浸

出水、汚泥、薬品等）の除却・清掃、土壌汚染状況調査の計画策

定及びアスベスト分析調査を実施する。 

 

２ 内 容 

事 項 事  業  内  容 

既存水処理施設等 

解体工事の準備 

既存水処理施設における残留物の除却・清掃 

８９，０００千円 

土壌汚染状況調査の計画策定 

１，５００千円 

解体対象物のアスベスト分析調査 

２，０００千円 

 

３ 全体スケジュール 

事 項 ５年度 ６年度 ７年度 

浸出水処理施設の

改築 
   

既存水処理施設等

解体工事の準備 
   

既存水処理施設等

解体工事（予定） 
   

 

担 当 課 
施設部施設課（処分場建設）    電話９７２－２３７７ 

（内線 ２３７７） 
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令和６年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 （継続）西資源センターの移転改築 草案頁 ４３頁 

予 定 額 ７３１，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

山田工場跡地に西資源センター（ペットボトル施設）を移転改

築する。 

 

２ 内 容 

事 項 事 業 内 容 

西資源センター移転改築工事 
西資源センターの移転改築 

 ７３１,０００千円 

 

３ 西資源センターの概要 

場所 西区新木町６８番地 

完成年度 令和６年度（予定） 

実施業務 ペットボトルの選別、圧縮梱包、一時保管 

空きびん・空き缶の一時保管 

設備規模 ペットボトル ４ｔ／日、空きびん３０ｔ／日、 

空き缶１５ｔ／日 

 

４ 全体スケジュール 

事 項 ５年度 ６年度 ７年度 

移転改築工事    

新施設稼働    

 

 

担 当 課 
ごみ減量部資源化推進室       電話９７２－２２９７ 

（内線 ２２９７） 
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令和６年度主な施策等一覧（健康福祉局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 外国人介護人材等導入支援事業 17,250 1

橘小学校等複合化整備事業 2,000 2

障害者への合理的配慮の提供への助成 20,000 3

障害者グループホーム等の整備補助 41,100 4

ナゴヤあいサポート事業 26,000 5

依存症専門医療機関開設支援事業 8,000 6

移動支援事業従業者養成支援事業 3,000 7

民間鉄道駅舎バリアフリー化設備設置補助 205,163 8

バリアフリー整備相談支援事業の検討調査 5,000 9

孤独・孤立対策事業 1,177 10

ワークダイバーシティモデル事業 11,986 11

救急安心センター事業のモデル実施 127,000 12

千種区休日急病診療所の改築補助 78,784 13

腹部超音波スクリーニング検査 183,500 14

新規・拡充 受動喫煙対策の強化 69,880 15

新 規
公立大学法人名古屋市立大学医学部附属東部
医療センターと連携した感染症専門医の養成
等

30,000 16

感染管理認定看護師資格取得支援事業 15,918 17



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 第５次食育推進計画の策定準備 2,000 18

子ども・若者の自殺危機対応チームの設置 30,000 19

愛知県医師会館改築に係る整備補助 5,360 20

災害時医薬品配送体制整備支援事業 5,000 21

在宅人工呼吸器使用者への非常用電源装置購
入補助事業

3,200 22

拡 充 敬老パス交付率の向上 6,700 23

認知症施策の推進 240,669 24

日常生活用具給付事業 223,392 25

中川福祉会館・児童館リニューアル改修の設
計

9,100 26

読書バリアフリーの推進 6,676 27

障害福祉サービス事業者等指導監査体制の強
化

57,475 28

障害者基幹相談支援センターの相談支援機能
の強化

128,480 29

総合リハビリテーションセンター附属病院の
公立大学法人名古屋市立大学医学部附属病院
化に向けた準備

2,296,000 30

第２期成年後見制度利用促進計画の策定 950 31

ひきこもり支援の推進 19,026 32

こころのサポーター養成事業 3,400 33

第４期地域福祉計画の策定 2,600 34

第２期重層的支援体制整備事業実施計画の策
定

2,200 35



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 救急医療体制の充実 899,364 36

健康被害救済申請支援金制度 2,531 37

八事斎場の再整備 628,540 38

なごや健康経営推進事業 32,596 39

陽子線治療センターの運営負担金の見直し 645,239 40

指定福祉避難所備蓄物資購入等補助事業 23,160 41

ＤＸの推進 57,886 42

継 続
厚生院施設の有効活用に向けた施設・設備改
修

47,000 44

民間特別養護老人ホームの整備補助 284,160 45

民間特別養護老人ホームの長寿命化対策補助 251,661 46

看護小規模多機能型居宅介護事業所の整備補
助

36,600 47

介護施設等の開設準備経費補助 16,452 48

共生型サービス事業所の改修等補助 1,130 49

旧植田寮の取り壊しに向けた調査等 22,000 50

保健福祉業務運用改善等調査 8,000 51

港保健センター南陽分室仮設庁舎の賃借
債務負担行為
(362,000)

52

がん検診推進事業 770,544 53

新型コロナウイルスワクチン接種事業 1,200,815 54



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続
中央看護専門学校の公立大学法人名古屋市立
大学への統合

506,000 55

愛知県看護研修会館移転改築に係る整備補助 90,952 56

開 設 植田寮 57



令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）外国人介護人材等導入支援事業 草案頁 
２１頁 

２９頁 

予 定 額 １７，２５０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  市内事業所への外国人介護人材・障害福祉人材の導入を促進するた

め、外国人介護人材等を初めて雇用する事業所に対し、１人目の雇用

にかかる費用を補助するとともに、導入についての勧奨や相談窓口の

設置などの支援を行う。 

２ 事業内容 

（１）導入経費補助 

  ア 補助対象 

外国人介護人材等（技能実習生、在留資格「特定技能」、ＥＰ

Ａに基づく外国人介護福祉士候補者）を初めて雇用する、市内の

介護サービス事業所及び障害福祉サービス事業所等（訪問系サー

ビス等を除く） 

イ 対象経費 

事業所が初めて雇用する外国人介護人材等１人の雇用にかか

る費用（監理団体等への入会金・会費、紹介料・手数料、監理費・

支援委託費、ビザ申請費用、健康診断費、渡航費、居住費等） 

ウ 補助額（事業所当たり） 

要した経費の３／４（上限５５０千円） 

エ 補助対象期間 

初年度交付決定より１年間 

（２）相談支援 

市内事業所に対しダイレクトメール、電話等により、上記補助事

業を活用した外国人介護人材等の導入を勧奨する。また、導入支援

のためのセミナーを開催するとともに、事業者向け相談窓口を設置

し、導入前・導入後の個別の相談に対応する。 

担 当 課 

【介護サービス事業所等に関すること】 

高齢福祉部 介護保険課  電話９７２－２５９１（内線2591） 

【障害福祉サービス事業所等に関すること】 

障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５５８（内線2558） 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

健 康 福 祉 局

子 ど も 青 少 年 局

事 項 （新規）橘小学校等複合化整備事業 草案頁 

２２頁 

２７頁 

４５頁 

５１頁 

予 定 額 

            教 育 委 員 会 ３３,５１５千円 

３７，５１５千円    健 康 福 祉 局  ２,０００千円 

            子ども青少年局  ２,０００千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

    橘小学校の敷地で橘小学校、中生涯学習センター、前津福祉

会館及び前津児童館の複合施設を民間活力の活用により整備す

る。 

（内 容） 

 １ 建設地 中区橘一丁目（橘小学校現地改築） 

 ２ 建設計画（予定） 

令和６年度    事業者の公募・選定 

           橘小学校仮設校舎の設計等 

  令和６～１０年度 複合施設の設計・工事 

           橘小学校仮設校舎の設置 

  令和１１年度   複合施設の供用開始 

   債務負担行為 

    期間 令和７～１０年度 

    限度額 ９，２８９，０００千円

（内訳）橘小学校      ６，２１１，０００千円 

        中生涯学習センター １，９６１，０００千円 

        前津福祉会館      ３９２，０００千円 

        前津児童館       ７２５，０００千円 

担 当 課 

（教育委員会）総務部教育環境整備課 電話  ９７２－４０９３ 

生涯学習部生涯学習課 電話 ９５０－５０４４ 

（健康福祉局）高齢福祉部高齢福祉課 電話 ９７２－２５４１ 

（子ども青少年局）子ども未来企画部青少年家庭課  電話 ９７２－３２５６ 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）障害者への合理的配慮の提供への助成 草案頁 ２８頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和６年４月の障害者差別解消法の改正による事業者の合理的配慮

の提供の義務化にあわせ、事業者による障害者への合理的配慮の提供

を支援するため、物品購入等に要する費用に対して補助を行う。 

２ 事業内容 

（１）補助対象者 

ア 市内に事業所を有し、障害者の利用が見込まれる事業を行う

事業者 

イ 市内において活動する町内会、サークル、ＰＴＡ等の団体や

グループ 

（２）補助対象経費 

ア コミュニケーションツール作成費 

補助上限額：５万円 

補 助 率：１０／１０ 

（例）点字メニュー、コミュニケーションボード等 

イ 物品購入費 

補助上限額：１０万円 

補 助 率：１０／１０ 

（例）折り畳み式スロープ、筆談ボード等 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５３８（内線2538） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）障害者グループホーム等の整備補助 草案頁 ２９頁 

予 定 額 ４１，１００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

障害者の居住の場等の確保のため、障害者グループホーム等の整備

について補助を行う。 

２ 施設概要 

整備予定地 瑞穂区大喜町 

事 業 内 容 
共同生活援助（障害者グループホーム） ７人 

短期入所 ３人 

整 備 内 容 創設 

建 物 構 造 木造２階建 

延 床 面 積 ２４７．５９㎡ 

運 営 主 体 
特定非営利活動法人 

障がい者みらい創造センター 

３ 整備年度 

令和６年度 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）ナゴヤあいサポート事業 草案頁 ２９頁

予 定 額 ２６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

障害の特性を理解して、障害のある方に対してちょっとした手助け

を実践する「あいサポーター」等を養成することにより、障害のある

方が暮らしやすい共生社会を市民皆でつくっていく、あいサポート運

動（※）を本市において導入する。 

２ 事業内容 

（１）あいサポーター及びあいサポートキッズの養成 

研修を実施し、研修受講者には「あいサポーター」の証としてバ

ッジ、小・中・高校生には「あいサポートキッズ」の証としてスト

ラップを交付する。 

（２）あいサポート企業・団体の認定 

研修を受講した企業・団体を「あいサポート企業・団体」として

認定し、ステッカーを交付する。 

（３）あいサポーターに対するステップアップ研修 

「あいサポーター」が障害理解を深めるためのステップアップ研

修を開催する。 

※平成２１年１１月に鳥取県で始まり、各自治体が連携して取り組ん

でいる運動 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５３８（内線2538） 

あいサポート運動 シンボルマーク 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）依存症専門医療機関開設支援事業 草案頁 ２９頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症に関するそ

れぞれの依存症患者が適切な医療を受けられるよう、依存症専門医療

機関の拡大を図るため、開設準備経費を助成する。 

２ 補助対象 

  依存症専門医療機関の選定を希望し、申請の翌年度末までに選定基

準を満たす見込みがある市内の保険医療機関 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

依存症専門医療機関の開設に必要な準備経費 

（職員雇上経費、備品購入経費等） 

（２）補助率及び補助限度額 

  ア 補助率  

    １／２ 

  イ 補助限度額 

    依存症種別毎に１回当たり２００万円 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－４０７５（内線4075） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）移動支援事業従業者養成支援事業 草案頁 ２９頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

屋外での移動が困難な障害児者について、ヘルパーによる外出支援

を行う移動支援事業を実施しているが、従事するヘルパーが不足して

おり、人材確保が課題となっている。 

こうした状況を踏まえ、ヘルパーを確保するため、移動支援事業に

従事するヘルパーになるための研修受講料等を助成する。 

２ 内容 

（１）対象者 

   令和６年４月１日以降に「名古屋市移動支援事業従業者養成研修」

  を修了し、名古屋市内の移動支援事業者と雇用契約を締結している 

  方 

（２）助成対象 

   名古屋市移動支援事業従業者養成研修の受講に係る費用（テキス 

ト代金、実習代金を含む。） 

（３）助成金額 

 １５，０００円を上限として助成 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５５８（内線2558） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間鉄道駅舎バリアフリー化設備設置

補助
草案頁 ３０頁 

予 定 額 ２０５，１６３千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の基本

方針に基づき、民間鉄道駅舎のバリアフリー化設備の設置に対して

補助を行う。 

２ 事業内容 

（１）ＪＲ名古屋駅（東海道本線下り５・６番線ホーム） 

整 備 内 容 可動式ホーム柵 

スケジュール 
令和４年度   設計 

令和４～６年度 工事 

予 定 額 ７，４９６千円 

（２）ＪＲ名古屋駅（中央本線７・８番線ホーム） 

整 備 内 容 可動式ホーム柵 

スケジュール 
令和５～６年度 設計 

令和６～７年度 工事 

予 定 額 ８７，６６７千円 

（３）近鉄名古屋駅（２・３番線ホーム） 

整 備 内 容 可動式ホーム柵 

スケジュール 令和６～８年度 工事 

予 定 額 １１０，０００千円 

３ 補助内容 

事業にかかる経費の１／３を補助 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５３８（内線2538） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）バリアフリー整備相談支援事業の検

討調査
草案頁 ３０頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

施設整備を行うにあたり、障害者や高齢者をはじめ配慮を必要とす

る当事者から意見聴取を行う機会を設けることで、事業者や行政では

気づけない使いやすさ等のニーズを施設整備へ反映させ、バリアフリ

ーのまちづくりにつながる取組みを行う。 

まずは令和６年度に、当事者参画の仕組み構築のための調査・検討

を行う。 

２ 事業内容 

（１）検討会議の開催 

当事者参画のあり方及び仕組み構築のため、対象施設の種別や規

模、意見聴取のタイミング等を庁内で検討するとともに、学識経験

者・福祉関係者等で構成する福祉のまちづくり推進会議において意

見聴取を実施する。 

（２）先進事例の調査 

他都市の当事者参画の実践事例等の調査・分析を実施する。 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５３８（内線2538） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）孤独・孤立対策事業 草案頁 ３０頁 

予 定 額 １，１７７千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

孤独・孤立対策推進法の施行（令和６年４月１日）に伴い、各局

が実施している孤独・孤立対策事業（※）について市民が悩みに応

じて検索できるポータルサイトの作成および対策強化月間における

孤独・孤立対策に関する広報啓発を実施する。 

２ 内容 

（１）ポータルサイトの作成 

   各局が実施している孤独・孤立対策について市民が悩みに応じて

検索できるポータルサイトを作成する。 

（２）孤独・孤立対策の強化月間における広報啓発 

   国が孤独・孤立対策の強化月間としている「５月」に合わせて、

孤独・孤立対策に関する講演会を開催する。 

※社会情勢の変化等により、望まずに孤独を覚えたり孤立したりし

ている方を支援する事業 

（例）ひきこもり支援、生活困窮者支援、自殺対策等 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－４６３５（内線4635） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）ワークダイバーシティモデル事業 草案頁 ３０頁 

予 定 額 １１，９８６千円  

事業の概要 

１ 趣旨  

  公益財団法人日本財団が実施しているワークダイバーシティモデル

事業（※）に参加する市内事業者に対して、就労に関する相談支援や

障害者就労支援事業所とのマッチング、一般企業への働きかけ等を行

うマネジメントセンターの運営に関する費用助成をする。 

２ 補助対象 

  公益財団法人日本財団において、ワークダイバーシティモデル事業

に採択された市内事業者 

３ 補助割合 

  日本財団 ８割、名古屋市 ２割 

※ワークダイバーシティとは、若者、女性、高齢者、外国人、障害者

等の多様な人材が、働くことを通じて活躍できる社会の実現を目的

とした、多様で柔軟な働き方のこと 

公益財団法人日本財団が2018年に横断的プロジェクトを発足し、ひ

きこもり等の就職困難者に対して、障害者の就労支援の枠組みを利

用した就労経験やトレーニングなどの支援プログラムを制度化す

るため実施しているモデル事業 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－４６３５（内線4635） 
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令和６年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

消 防 局

事 項 （新規）救急安心センター事業のモデル実施 草案頁 ３２頁 

予 定 額 １２７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  救急安心センター事業（＃７１１９）は、住民が急な病気やけがを

した際、受診の必要性や対処方法等について専門家から適切なアドバ

イスを受けることができる電話相談窓口として総務省が推進している

事業である。 

 現在、全国１９の都府県と５つの地域で導入される中、本市におい

てもモデル事業として実施する。 

２ 内容 

（１）運営形態 

   外部委託方式 

（２）受付時間 

   ２４時間３６５日 

（３）相談対象 

   主に成人を対象 

３ 期待される効果 

（１）住民への安心・安全の提供 

看護師等の専門家に相談できるとともに、潜在的な重症者の発 

見につなげる。 

（２）救急医療機関の受診の適正化 

症状に応じた医療機関への受診案内 

担 当 課 
（健康福祉局）健康部保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623） 

（消防局）救急部救急課   電話９７２－３５５２（内線5132）
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）千種区休日急病診療所の改築補助 草案頁 ３２頁 

予 定 額 ７８，７８４千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  千種区休日急病診療所は、休日昼間の初期救急を実施し本市の一次

救急の一翼を担っているとともに、災害時は医療救護拠点として活用

することとしているほか、今般の感染症対応においても、多くの発熱

患者を受け入れたところである。 

当該施設は、診療開始より４５年以上が経過し、施設の老朽化が進

んでいる状況にあり、新型コロナウイルス感染症をはじめとした新興・

再興感染症にも対応する初期救急施設として改築を行うこととしてお

り、改築経費の補助を行う。 

２ 建設場所 

  千種区希望ケ丘（移転改築） 

３ 整備年度 

  令和６～７年度の２か年整備 

４ 建物 

  建物構造 鉄骨造２階建 

延床面積 ６６２.２㎡ 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623）      
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）腹部超音波スクリーニング検査 草案頁 ３２頁 

予 定 額 １８３，５００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  腹部の各種疾患の発見を目的として、腹部超音波スクリーニング検

査を実施する。 

２ 内容 

検 査 方 法 腹部超音波検査 

対 象 年 齢 ５０歳以上の市民 

対 象 部 位 肝臓、胆道、膵臓、脾臓、腎臓等 

検 査 頻 度 １年に１回 

実 施 場 所 市内の協力医療機関 

自己負担金 ５００円 

３ スケジュール 

  令和７年２月 事業開始 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話２６３－３１２０（外線） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規・拡充）受動喫煙対策の強化 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ６９，８８０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  名古屋市子どもを受動喫煙から守る条例に基づき実施する屋外分煙

施設設置費用助成事業を拡充するとともに、禁煙希望者への支援とし

て新たにＩＣＴを活用した禁煙支援事業等を実施し、受動喫煙対策の

さらなる推進を図る。 

２ 内容 

（１）禁煙希望者支援事業（新規）事業費 ３７，０００千円 

  ア ＩＣＴを活用した禁煙支援事業 

    禁煙希望者のうち、特に働く世代や妊産婦等で自発的禁煙が困

難な者の禁煙開始と継続を図るため、ＩＣＴを用いた伴走型の禁

煙支援を実施 

  イ 禁煙外来治療費助成事業 

    医療機関での禁煙外来治療を希望する者に対して、治療完了を

条件に、自己負担額の一部を助成 

（２）屋外分煙施設設置費用助成事業（拡充）事業費 ３２，８８０千円

受動喫煙の相談が多く寄せられる中心市街地での施設整備を促

進するため、新たに栄、名駅地区等を重点整備区域に設定し、従来

の設置費用（上限3,000千円）に加えて、運営費用（年額1,440千円）

を最大５年間助成する。 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637） 

- 15 -



令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（新規）公立大学法人名古屋市立大学医学部

附属東部医療センターと連携した感

染症専門医の養成等

草案頁 ３３頁 

予 定 額 ３０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

新興・再興感染症等の発生に備えた医療体制の構築や感染症分野に

おける医学の発展への寄与、そして、市民の健康を守ることを目的と

し、感染症学の寄附講座を公立大学法人名古屋市立大学医学部附属東

部医療センターに設置し、感染症専門医の養成等を実施する。 

２ 内容 

（１）感染症対策をリードする人材の養成 

   感染症の臨床現場での指導・教育等を通じて感染症専門医の養成

を実施 

（２）感染症に関する医学的な調査研究 

   感染症の予防、感染経路の特定、症状発生の機序及び治療法等に 

関する調査研究を実施 

（３）市民に対する感染症の啓発 

 定期的な市民公開講座等を実施 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線4361）
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）感染管理認定看護師資格取得支援事業 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １５，９１８千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  感染管理認定看護師の資格を有する医療人材の養成と確保を促進

し、新興・再興感染症等への対応及び医療機関における感染管理の質

の向上を図る。 

２ 内容 

（１）概要 

   医療機関に対して、看護師が感染管理に関する認定資格（感染管

理認定看護師）を取得する際に必要となる経費を補助する。 

（２）対象経費 

   授業料等、宿泊滞在費、代替職員人件費 

（３）補助金額 

対象経費の３／４を補助（看護師１人当たり上限３，１２０千円）

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線4361）
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）第５次食育推進計画の策定準備 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

生涯健康で心豊かな生活の実現を目指し、令和３年３月に策定した

「名古屋市食育推進計画（第４次）」の計画期間の終了を控え、現状

について把握、評価し、令和８年度からの次期計画の指標とするため

市民アンケートを実施する。 

２ 内容  

（１）調査対象：市内在住の１６歳以上の市民  

（２）対象者数：３，０００人  

（３）抽出方法：住民基本台帳から無作為抽出  

（４）調査方法：郵送配付、郵送及びオンライン方式による回収  

３ 計画期間 

   令和８～１２年度  

４ スケジュール  

   令和６年度 市民アンケートの実施  

令和７年度 次期計画の策定及び公表  

担 当 課 健康部 健康増進課 電話２６３－３１２６（外線） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）子ども・若者の自殺危機対応チーム 

の設置
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ３０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

子ども・若者の自殺対策を推進するため、「子ども・若者の自殺危

機対応チーム」を設置し、自殺防止対策の検討や自殺リスクの高い子

ども・若者への危機介入の強化につながる取組みを行う。 

２ 内容 

（１）子ども・若者の自殺に関する情報の集約・分析を行うとともに、庁

内横断的な自殺防止対策の検討を行う。 

（２）自殺危機対応に係る知見を有する外部の専門職（精神保健福祉士・

心理士・精神科医等）により、次の支援等を実施する。 

ア 関係機関等からの支援要請に応じ、支援方針等の検討・助言 

イ 市内の学校・関係機関に対する研修 

３ スケジュール 

令和６年１０月 事業開始 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２２８３（内線2283） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）愛知県医師会館改築に係る整備補助 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ５，３６０千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

公益社団法人愛知県医師会は、愛知県における保健・医療・福祉の

諸活動として、自主事業のみならず、愛知県及び名古屋市の受託事業、

補助事業を行っており、愛知県医師会館は市民県民の健康を守る拠点

としての機能を担っている。 

現在の愛知県医師会館は竣工から４２年が経過し、施設の老朽化が

進んでいることから、改築に係る整備補助を令和６年度から８年度に

かけて行う。 

２ 建設場所 

中区栄四丁目（現地改築） 

３ スケジュール 

令和６年度 着工 

令和８年度 竣工 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623）      
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）災害時医薬品配送体制整備支援事業 草案頁 ３６頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  災害時においても卸売販売業者が必要な医薬品を円滑に医療機関等

へ配送することができるよう、その体制整備等に係る費用の一部を補

助する。 

２ 内容 

（１）補助対象者 

   愛知県災害時医薬品等安定供給確保事業における医薬品の指定備

蓄業者（災害時の医療救護活動に必要な医薬品の流通備蓄を行う卸

売販売業者） 

（２）補助要件等 

区  分 説    明 

補助対象 

経    費 

指定備蓄場所等からの医薬品配送に対し、平常

時の手段では困難である場合を想定して選定

した配送体制の整備等に係る経費 

補 助 率 補助対象経費の１／２以内 

限 度 額 １事業者当たり１，０００千円 

担 当 課 健康部 環境薬務課 電話９７２－２６５１（内線2651） 
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令和６年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

事 項 
（新規）在宅人工呼吸器使用者への 

非常用電源装置購入補助事業 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

障害児者及び難病患者等が災害発生時においても安心して生活を送

ることができる環境づくりを行うため、人工呼吸器を使用する在宅の

障害児者及び難病患者等に対し、災害時による大規模な停電発生時に

おいて生命を維持する上で必要となる非常用電源装置の購入費を補助

する。 

２ 内容 

(１) 対象者 

常時人工呼吸器を使用する在宅の方 

(２) 種目・補助限度額・耐用年数 

ア 発電機         １２０，０００円  １０年 

イ 蓄電池（バッテリー）  ６５，０００円   ５年

ウ カーインバーター     ４５，０００円   ５年 

 (３) 利用者負担 

本人(１８歳未満の方は保護者)の所得状況に応じた利用者負担 

あり 

    ※市民税所得割額が４６万円以上の方は公費負担の対象外 

担 当 課 

（健康福祉局） 

障害福祉部  障害企画課  電話９７２―２５８７（内線2587） 

（子ども青少年局） 

子育て支援部 子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021） 

健康福祉局    ３,２００千円 

子ども青少年局  ４,８００千円 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）敬老パス交付率の向上 草案頁 ２１頁 

予 定 額 ６，７００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大以降、減少傾向にあった敬老

パス交付率が本格的な回復に至っていないことから、高齢者の社会参

加を促進する敬老パス制度の趣旨に鑑み、高齢者の外出を促す「敬老

パス外出促進キャンペーン（以下、「本キャンペーン」という。）」を

実施することにより、敬老パス交付率の向上を図る。 

２ 内容 

  本キャンペーン参加の事前登録を行った敬老パス交付者に対して、

所定期間内の敬老パスの利用状況や歩数に応じて、抽選で特典景品を

贈呈する。 

３ スケジュール 

  令和６年    ７月  本キャンペーン広報の開始 

          ８月  本キャンペーン参加事前登録の受付 

      ９月～１０月  本キャンペーンの実施 

         １１月  景品の贈呈、参加者アンケートの実施 

         １２月  効果測定 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課 電話８８８－８６１２（外線） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）認知症施策の推進 草案頁 
２１頁 

８０頁 

予 定 額 ２４０，６６９千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  認知症高齢者の増加が見込まれる中、認知症施策の更なる推進を図

るため、いきいき支援センターの支援体制を強化する。また、認知症

疾患医療センターを拡充するとともに、認知症医療に関する支援機関

等の情報共有と連携体制の強化を図る。 

２ 内容 

（１）認知症地域支援体制の強化 

見守り支援員を増員し、認知症基本法で求められている認知症の

早期診断・早期支援に関する取り組みとして、認知症リスクの高い

高齢者等への早期アプローチ等を行う。（２９人 → ４３.５人）

また、認知症地域支援推進員を増員し、認知症施策推進大綱で設

置が求められているチームオレンジ（※）の運営等を行う。 

（１４.５人 → ２９人） 

（２）認知症疾患医療センターの運営 

認知症の専門医療相談や行動・心理症状及び身体合併症に対する

急性期治療等を行う認知症疾患医療センターについて、４月に１か

所開設して市内５か所での運営を行うとともに、令和６年度中に新

たに２か所選定し、開設準備及び運営を行う。（４→７か所） 

   このほか、認知症疾患医療センターをはじめ、地域の医療関係者

や有識者などで構成する懇談会を開催し、認知症医療に関する情報

共有や意見交換等を行う。 

※認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーターの支援をつなぐ

仕組み 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）日常生活用具給付事業 草案頁 
２２頁 

２８頁 

予 定 額 ２２３，３９２千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  重度の障害児者の日常生活上の便宜を図り、福祉の増進に資するた

め、また、在宅の高齢者の日常生活の安全を確保するため、日常生活

用具を給付する。 

２ 内容 

（１）給付限度額の増額 

物価高騰等の影響を受け、販売価格の値上がりしている日常生活

用具について、市場価格を反映させた給付限度額へ増額する。 

（２）対象要件の拡大 

ア 重度障害児者の日常生活用具の電磁調理器について、火災発生

時に避難が難しい上肢・下肢・体幹機能障害２級以上の方を対象

者に追加する。 

イ 重度障害児者の日常生活用具の洗腸装具とストーマ用装具と

の併給を可能とする。 

（３）対象品目の追加 

   重度障害児者の日常生活用具の対象品目として暗所視支援眼鏡を

新たに追加する。 

担 当 課 
高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－２５４４（内線2544） 

障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 
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令和６年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）中川福祉会館・児童館リニューアル改

修の設計 
草案頁 

２２頁 

２７頁 

予 定 額 １８，１００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

中川福祉会館・児童館は昭和５１年に開設されており、建物や設備

の老朽化が著しいことから、リニューアル改修のための設計を実施す

る。 

２ 内 容 

福祉会館・児童館の内外装や配管、配線、設備機器等の更新及び利

用者ニーズ等を踏まえた整備のための設計を実施

３ 今後の予定

  令和６年度   設計

令和７～８年度 改修工事

（参考）

中川福祉会館・児童館

   所 在 地：中川区八幡本通２丁目４０番地

   開 設 年 度：昭和５１年度

   施 設 構 成：１階 中川福祉会館

         ２階 中川児童館

担 当 課 

（健康福祉局） 

高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－２５４２（内線2542） 

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部 青少年家庭課  電話９７２－３２５６（内線3256） 

健康福祉局   ９，１００千円 

子ども青少年局 ９，０００千円 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）読書バリアフリーの推進 草案頁 ２８頁 

予 定 額 ６，６７６千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  視覚障害者に比べ、学習障害を含む発達障害のある方や肢体不自由

者に対する読書環境整備が進んでいない現状があることから、視覚障

害だけでなく、発達障害や肢体不自由などの障害特性にも配慮したき

め細やかなサービスを提供し、読書環境のさらなる整備を図る。 

２ 内容 

（１）サピエ図書館（※）の利用促進に向けた取り組み 

  ア 利用体験会の開催 

  イ 周知啓発 

※全国の点字図書等が製作・所蔵する点字や録音資料等のデータ等

を収録するオンライン図書館 

（２）障害特性に応じた支援 

  ア 機器の活用支援などを行うサポートボランティアの養成 

イ 専用機器やソフトの整備、更新、貸出 

（３）読書バリアフリー等に関する理解促進 

ア 障害のある方もない方も参加できる読書会の開催 

イ 市職員向け研修会の開催 

（４）市立図書館との連携 

  ア 情報文化センター職員が図書館に出張し、視覚障害者等を対象

にピアサポートを実施する。 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
(拡充) 障害福祉サービス事業者等指導監査 

体制の強化 
草案頁 ２８頁

予 定 額 ５７，４７５千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  障害福祉サービス利用者の権利擁護等を図るため、苦情等電話相談

窓口の設置及び指定指導業務等を一部委託することにより、業務効率

化を推進するとともに指導監査体制の強化を図る。 

２ 内容 

（１）苦情等相談窓口の開設 

障害福祉サービス事業所に対する苦情及び障害福祉サービス事

業所従事者による権利侵害、虐待等の疑いに関する電話相談窓口を

設置 

（２）指定指導業務等の一部委託 

ア 障害福祉サービス事業所より提出される実地指導事前書類及

び改善報告書等の受理・内容点検業務の一部委託 

イ 障害福祉サービス事業所より提出される変更届他、障害福祉サ

ービス事業所の指定に関する届出の受付・処理業務の一部委託 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－３９６５（内線3965） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）障害者基幹相談支援センターの 

相談支援機能の強化 
草案頁 ２８頁 

予 定 額 １２８，４８０千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  障害児者の将来や親亡き後を見据えた地域環境づくりを行い、障害

児者が安心して暮らし続ける社会の構築を目指すため、相談支援の中

核的な役割を担う障害者基幹相談センターに「地域連携コーディネー

ター」を新たに配置する。 

２ 内容 

（１）配置人数 

   各区センターに１人ずつ地域連携コーディネーターを配置 

（計１６人） 

（２）主な業務内容 

ア 医療的ケア児等に関する各種相談への総合的な対応及び地域

で障害児支援を協議する場の充実 

イ 地域に出向いて社会資源の把握・調整を行い、障害者やその家

族と社会資源を適切に結びつけるコーディネートの実施 

ウ アウトリーチの実施による支援ニーズの掘り起こし 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５５８（内線2558） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（拡充）総合リハビリテーションセンター附属

病院の公立大学法人名古屋市立大学医

学部附属病院化に向けた準備 

草案頁 ２９頁 

予 定 額 ２，２９６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

総合リハビリテーションセンター附属病院の市立大学病院化に向け

て、将来を見据えた新たな特色のある医療やリハビリの提供に必要と

なる準備経費を負担する。 

２ 内容 

（１）体制確保等に係る負担金 

  ア 市立大学病院化に向けての人材配置 

イ 新たな医療機器の導入 

ウ 医療情報システムの改修 

エ ネットワーク整備及びシステム構築 等 

（２）施設の改修 

   医療法等の基準上、病院開設に必要となる改修工事 

３ スケジュール 

  令和７年４月 総合リハビリテーションセンター附属病院の市立大

学医学部附属病院化 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２６１８（内線2618） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）第２期成年後見制度利用促進計画の

策定
草案頁 

２９頁 

８０頁 

予 定 額 ９５０千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき、認知症高齢者等

の成年後見制度の利用が必要な方が適切に制度を利用できるように

するための事項を定める「名古屋市成年後見制度利用促進計画」につ

いて、第２期計画を策定する。 

２ 内容 

令和５年度に支援者等に実施した調査等を基に、成年後見制度利用

促進に関する懇談会の意見を踏まえ検討、策定する。 

３ 計画期間 

  令和７～１１年度 

４ スケジュール 

  令和６年４～１１月  懇談会の意見を踏まえ検討、素案を作成 

        １２月  パブリックコメントの実施 

  令和７年   ３月  計画の策定及び公表 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）ひきこもり支援の推進 草案頁 ２９頁 

予 定 額 １９，０２６千円 

事業の概要 

１  趣旨  

ひきこもりで悩む本人及び家族等に対する支援のため、ひきこもり

地域支援センターの相談体制及び事業を拡充するほか、ひきこもりに

関する理解促進や相談窓口の周知強化を図る。 

２  内容 

（１）ひきこもり地域支援センター（ここらぼ内）の相談体制の強化 

   アウトリーチ支援やオンライン相談などの支援の拡充、センター

利用者を対象とした居場所を開設する。 

   ・ひきこもり支援コーディネーター ３人 → ４人 

（２）メタバースの活用 

   アバターを用いた仮想空間において、ひきこもり当事者の方や家

族の方が匿名でリアルタイムに交流できる場や、ひきこもりに関す

る情報を収集できる掲示板など用途に応じた空間を設置する。 

（３）相談窓口とひきこもりに関する周知啓発 

   ・地下鉄車内広告やウェブサイトの広告を活用した周知 

   ・ひきこもり講演会の動画配信 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－４６３５（内線4635） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）こころのサポーター養成事業 草案頁 ２９頁 

予 定 額 ３，４００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

令和３年度よりモデル事業として国との共催で実施している「ここ

ろのサポーター」（※）養成研修について、令和６年度からの本格実

施にあたり、拡充を行う。 

２ 内容 

（１）受講定員 １，０００人 

（２）研修方法 集合形式及びオンライン形式 

３ 事業実績 

※メンタルヘルスや精神疾患への正しい知識を持ち、地域や職域でメ

ンタルヘルスの問題を抱える人や家族に対してできる範囲で手助け

をする人材 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

受講者数 ３８人 ８６人 ３２８人

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－４０７５（内線4075） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）第４期地域福祉計画の策定 草案頁 ３０頁 

予 定 額  ２，６００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  社会福祉法に基づき、住民や行政、社会福祉協議会、地域の様々な

活動主体がそれぞれ連携・協働しながら、地域の福祉課題等を解決す

るための基本的な方向性と方策を示す「名古屋市地域福祉計画」につ

いて、第４期計画を策定する。 

なお、社会福祉法人名古屋市社会福祉協議会の「名古屋市社会福祉

協議会地域福祉推進計画」と一体的に策定する。 

２ 内容 

令和５年度に相談支援機関等に実施した調査等を基に、地域福祉に

関する懇談会及びその部会の意見を踏まえ検討、策定する。 

３ 計画期間  

  令和７～１１年度 

４ スケジュール 

  令和６年５～１１月 懇談会等での意見を踏まえ検討、素案を作成 

１２月 パブリックコメントの実施 

  令和７年   ３月 計画の策定及び公表 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４７（内線2547） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）第２期重層的支援体制整備事業実施 

計画の策定
草案頁 ３０頁 

予 定 額 ２，２００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  社会福祉法に基づき、重層的支援体制整備事業（※）の適切かつ効

果的な実施のため具体的な支援体制に関する事項を定める「名古屋市

重層的支援体制整備事業実施計画」について、第２期計画を策定する。

２ 内容 

令和５年度に相談支援機関等に実施した調査等を基に、重層的支援

体制整備事業に関する懇談会の意見を踏まえ検討、策定する。 

３ 計画期間 

  令和７～１１年度 

４ スケジュール 

令和６年５～１１月 懇談会にて検討、素案を作成 

         １２月 パブリックコメントの実施 

令和７年   ３月 計画の策定及び公表 

※介護、障害、子ども、生活困窮といった分野別の支援体制では対応

しきれないような「地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズ」に

対応する包括的な相談支援体制を構築するため、既存の相談支援や

地域づくり支援の取り組みを活かして、「属性を問わない相談支援」、

「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する事

業  

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５９８（内線2598） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）救急医療体制の充実 草案頁 ３２頁 

予 定 額 ８９９，３６４千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  本市における救急医療体制の確保のため、第一次・第二次救急医療

を担う参加医療機関に対し、運営や整備に係る費用等を対象として補

助金を交付しているが、高齢化による高齢の救急患者増加による救急

医療機関への負担増に対応するため、運営費補助を増額するとともに、

病院群輪番制病院施設・設備整備にかかる補助を実施する。 

２ 内容 

（１）救急医療体制運営費補助の充実 ８２５，７０７千円 

第一次救急医療体制（１７か所）、第二次救急医療体制（５３か

所）、小児救急ネットワーク７５８（１２か所）に参加する医療機

関への補助単価の増額 

（２）病院群輪番制病院施設・設備整備事業 ７３，６５７千円 

   ・施設整備補助 １病院 令和６～８年度の３か年整備 

   ・設備整備補助 ３病院 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623）      
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）健康被害救済申請支援金制度 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ２，５３１千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

令和５年４月から、新型コロナウイルスワクチン接種後に予防接種

健康被害救済制度の申請を行う市民の経済的負担、心理的負担を軽減

するため、申請に係る文書費用及び医療費（自己負担分）の一部を助

成する、名古屋市健康被害救済申請支援金制度（以下、「支援金制度」

という。）が開始された。本件は、支援金制度において、本市が実施

する定期予防接種及び任意予防接種についても対象ワクチンとして拡

充する。 

２ 事業内容 

（１）支給対象者 

新型コロナウイルスワクチンの支給対象者と同様に、令和３年２

月１７日以降、定期予防接種又は市任意予防接種事業実施要綱に規

定する任意予防接種を受けて、市又は独立行政法人医薬品医療機器

総合機構へ予防接種健康被害救済制度又は医薬品副作用被害救済

制度（以下、「国等救済」という。）の申請をした方 

（２）支給金額 

国等救済申請で申請した医療費（自己負担分）の３／４に相当す

る額及び当該申請に係る文書取得費用 

※初回申請の１回のみ適用する。 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 感染症対策室 

 電話９７２－２６３１（内線2631）
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）八事斎場の再整備 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ６２８，５４０千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  老朽化の進む八事斎場の改築を進めるとともに、再整備に向けた

モニタリング等支援業務委託及び火葬予約案内システムの改修を実

施する。あわせて、八事霊園・斎場管理事務所について斎場敷地内

から霊園敷地内への移転に向けた改築工事等を実施する。 

２ 内容                       

（１）八事斎場再整備   ２７６，１２５千円 

設計・工事 

モニタリング等支援業務委託 

火葬予約案内システムの改修 

（２）管理事務所の改築  ３５２，４１５千円 

改築工事 

移転関連経費 

３ スケジュール 

区 分 八事斎場再整備 管理事務所の改築 

令和６年度 設計等 改築工事等 

  ７年度 工事（人体火葬停止・

動物火葬のみ継続） 

供用開始・外構工事等 

  ８～９年度  

  １０年度 供用開始・獣し棟解体

担 当 課 健康部 環境薬務課 電話９７２－２６５８（内線2658） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）なごや健康経営推進事業 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ３２，５９６千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  令和６年度にスタートする第３次健康なごやプラン２１における新

たな取り組みとして、特に地域の中小企業を対象に、健康経営に取り

組む機運醸成を図るとともに、民間企業とも連携して必要なサポート

を行うなごや健康経営推進事業を実施し、働く世代の健康増進・維持

を図る。 

２ 内容 

（１）健康経営導入支援事業 

   市内事業者（主に中小企業）を対象に、健康経営の導入に向けた

個別のアプローチを実施し、健康経営の観点からのアセスメントや、

具体的かつ実践的な取り組みに向けた助言等を行う。 

併せて、ウェブサイト等での広報や事業者向けセミナー等を開催

し、機運の醸成を図る。 

（２）健康経営応援パートナーシップ（仮）の創設 

   健康経営に取り組む企業を応援するため、事業者ごとに取り組み

たい事項をサポートできるメニューを、民間事業者とパートナーシ

ップを締結し提供 

（３）なごや健康宣言優良法人表彰制度 

   事業者のモチベーションアップにつながるよう、複数回受賞可能

となるよう制度を見直し 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）陽子線治療センターの運営負担金の

見直し 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ６４５，２３９千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  名古屋陽子線治療センターは、平成２５年２月から治療を開始し、

令和５年１２月末時点で累計６，１１７人の方に陽子線治療を提供し

ている。令和３年度からは名古屋市病院局から市立大学に運営が移管

され、令和４年度には年間の治療患者数が８００人を上回る状況とな

った。 

  陽子線治療は、政策的医療として取り組んでいるものであることか

ら、施設の安定的な運営を図るため補助を行ってきたところであるが、

より市立大学が主体的に運営できるよう、運営負担金をこれまでの収

支差補助から定額補助に変更する。 

２ 内容 

（１）定額補助 ５００，０００千円 

（２）備品の購入等 １４５，２３９千円 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）指定福祉避難所備蓄物資購入等 

補助事業 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ２３，１６０千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  令和３年５月に災害対策基本法等が改正され、福祉避難所について

あらかじめ受入対象者を特定し、本人とその家族のみが避難する施設・

事業所であることを公示する「指定福祉避難所」制度が創設されたこ

とに伴い、要配慮者対策の充実を図る。 

  なお、令和６年度から、食料・飲料水など更新が必要な物資につい

ては、１か所当たりの補助から受入人数１人当たりの補助に変更する。

２ 内容 

（１）概要 

   福祉避難所の指定を推進するとともに、要配慮者ごとに適した備

蓄物資・機材の購入費用を補助することで、要配慮者の避難生活の

支援を図る。 

（２）補助対象 

   福祉避難所の指定を受けた市内の社会福祉施設・事業所を運営す

る法人（２０か所） 

（３）対象経費 

   指定福祉避難所用備蓄物資・機材の購入に係る費用 

   （食糧、飲料水、毛布、簡易トイレ及びその他備品など） 

（４）助成額（上限額） 

１か所当たり８５万円＋受入人数１人当たり７千円／施設 

（現行：受入人数に関わらず１００万円／施設） 

担 当 課 監査課  電話９７２－２５１０（内線2510） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）ＤＸの推進 草案頁 

２９頁 

３８頁 

８１頁 

予 定 額 ５７，８８６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  健康福祉局のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）をより一

層早急かつ強力に推し進めるため、必要な事業を実施することで、市

民サービスの向上を図る。 

２ 内容 

（１）災害時要援護者名簿システムの再構築（事業費 ３８，５００千円）

   災害時に避難行動要支援者の安否確認を行うための災害時要援護

者名簿システムについて、クラウド化を行い、耐災害性能を高める。

さらに、安否確認状況についてタブレット端末を利用して即時に

登録することにより、確認に要する時間の短縮を行う。 

（２）避難行動要支援者名簿対象者の追加等（事業費 ６，３００千円）

   安否確認をより優先的に行うことが必要な者を名簿掲載対象者と

するため、小児慢性特定疾病医療受給者を追加するとともに、施設

入所者等を名簿から削除するために福祉総合情報システムの改修を

行う。 

（３）災害援護資金の貸付における電子申請への対応 

（事業費 ２，５００千円）

   区役所及び支所の窓口で受付を行っている災害援護資金の貸付に

ついて、名古屋市電子申請システムを利用した受付を開始する。 

また、申請データを福祉総合情報システムに取り込み、所得判定

等を行うためにシステムの改修を行う。 

電子申請の受付を開始する手続 受付開始時期 

災害援護資金の貸付 令和７年 ３月 
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（４）介護保険の要介護・要支援認定等における電子申請への対応 

（事業費 ３，８６３千円）

区役所及び支所の窓口や郵送で受付を行っている以下の手続に

ついて、名古屋市電子申請システムを利用した受付を順次開始す

る。 

   なお、電子申請の受付は名古屋市介護認定事務センターで集約し

て行う。 

電子申請の受付を開始する手続 受付開始時期 

要介護・要支援認定の申請 令和６年１０月 

要介護・要支援更新認定の申請 令和６年 ４月 

要介護・要支援状態区分変更認定の申請 令和６年１０月 

住所移転後の要介護・要支援認定申請 令和６年 ４月 

要介護認定等の資料提供に係る申出 令和６年 ４月 

（５）障害福祉制度にかかる自動応答（チャットボット）の導入 

（事業費 １，０２３千円）

障害福祉制度や手続に関する簡単な問い合わせに対し、オンライ

ンで２４時間３６５日自動応答（チャットボット）でお答えする。

（６）日常生活用具及び補装具にかかる給付券の郵送交付の導入 

（事業費 ５，７００千円）

区役所及び支所の窓口で交付を行っている日常生活用具及び補

装具の給付券について、来庁せずに交付が受けられるよう、郵送で

の交付を行う。 

担 当 課 

（１）（２）（３） 

監査課          電話９７２－２５１０（内線2510） 

（４） 

 高齢福祉部 介護保険課  電話７５０－７８８２（外線） 

（５）（６） 

 障害福祉部 障害企画課  電話９７２－２５８５（内線2585） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 
（継続）厚生院施設の有効活用に向けた施設・

設備改修 
草案頁 ２２頁 

予 定 額 
４７，０００千円 

（債務負担行為 ９５０，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣旨  

地域医療に貢献する質の高いリハビリテーション専門職（理学療

法士及び作業療法士）の育成のため、名古屋市立大学医学部に令和

７年４月に新設される予定の保健医療学科リハビリテーション学専

攻（仮称）の校舎としての供用に向け、厚生院の施設・設備改修を

行う。 

２ 内容 

特別養護老人ホームの定員縮小や救護施設の廃止に伴い生じる

建物の空きスペースを、大学の講義室や実習室等へ改修する。 

３ スケジュール 

令和６年度  実施設計 

改修工事契約締結 

  令和６年度末 救護施設の廃止 

令和７年度  市立大学においてリハビリテーション学専攻開設 

特別養護老人ホームの定員縮小（200 人→100 人） 

改修工事 

令和８年度  リハビリテーション学専攻の校舎として供用 

  令和９年度末 特別養護老人ホームの廃止（厚生院の廃止） 

担 当 課 健康部 医療連携推進室 電話９７２－４２１３（内線4213）
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （継続）民間特別養護老人ホームの整備補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ２８４，１６０千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

特別養護老人ホームへの入所の必要性が高い方ができるかぎり早期

に入所できるよう、「はつらつ長寿プランなごや２０２３（第８期計

画）」で定める整備目標に基づき、特別養護老人ホームの整備を推進

する。 

２ 整備補助か所数及び定員数 

区     分 整 備 か 所 数 定  員  数 

継 続 整 備 

か所

１ 

人

 ９６ 

３ 特別養護老人ホームの整備状況（着工ベース） 

区    分 整 備 か 所 数 定  員  数 

令和６年度末 

か所

１２６ 

人

９，３５１ 

（参考）補助対象施設の概要 

区 分 ユニット型 

法 人 名 社会福祉法人かなえ福祉会 

予 定 地 千種区京命一丁目 

併 設 事 業 なし 

建 物 
鉄筋コンクリート造地上５階建 

（延床面積 ３，５７７．２１㎡） 

整 備 期 間 令和５～６年度の２か年 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）民間特別養護老人ホームの 

長寿命化対策補助 
草案頁 ２２頁 

予 定 額 ２５１，６６１千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

介護保険制度導入前から運営している施設については、当該期間に

おける大規模修繕のための費用の原資がなく（※）、積み立てが困難

であったことから、介護保険制度開始前の運営期間の割合に応じ、大

規模修繕に係る経費に対し補助する。 

※介護保険制度開始後においては、大規模修繕に係る費用について

は、利用者が負担する居住費の積算に含まれている。 

２ 補助対象 

介護保険制度導入前から運営している特別養護老人ホーム 

 １０か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

おおむね１０年以上経過した、使用に耐えなくなった施設の改修

や付帯設備の改造等に要する経費 

（２）補助額 

１，１２８千円×定員数×補助係数（※）を上限 

   ※介護保険制度開始前の運営期間（年数）を２０で割り戻した数 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）看護小規模多機能型居宅介護事業所の

整備補助
草案頁 ２２頁 

予 定 額 ３６，６００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

看護小規模多機能型居宅介護事業所の整備を促進するため、整備

を行う法人を対象に県の基金を活用した補助を実施する。 

２ 補助対象      

１か所 

法人名 特定非営利活動法人かくれんぼ 

整備予定地 北区成願寺一丁目 

登録定員 ２９人 

整備形態 新築 

建物 木造２階建の 1階部分 

３ 補助額 

１か所当たり３６，６００千円を上限 

（参考） 

看護小規模多機能型居宅介護は、在宅で生活する要介護者に対

して、事業所で入浴や食事その他の日常生活に必要な介護を行う

「通い」のサービスと、利用者の様態や希望に応じて随時「訪問

介護」「訪問看護」や「泊まり」のサービスを組み合わせて提供

するサービス 

整備状況（令和６年１月１日現在） 

看護小規模多機能型居宅介護 １１か所 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－３４８７（内線3487） 

- 47 -



令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （継続）介護施設等の開設準備経費補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 １６，４５２千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

介護施設等の円滑な開設に向け、早期からの体制整備を支援するた

め、県の基金を活用し、開設準備経費を補助する。 

２ 補助対象 

（１）小規模多機能型居宅介護事業所      １か所 

（２）看護小規模多機能型居宅介護事業所    １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

施設開設前６か月間に係る準備経費 

（職員雇上経費、職員募集経費、備品購入経費等） 

（２）補助額 

９１４千円×（宿泊）定員数を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－３４８７（内線3487） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （継続）共生型サービス事業所の改修等補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 １，１３０千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

高齢者が障害者や障害児と交流することにより地域において自立し

た日常生活を営むことができるようにするため、県の基金を活用し、

共生型サービス事業所の施設改修等に係る経費を補助する。 

２ 補助対象 

通所介護事業所 １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

障害者や障害児を受け入れるために必要な改修、設備整備に要す

る経費 

（２）補助額 

１事業所当たり１，１３０千円を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （継続）旧植田寮の取り壊しに向けた調査等 草案頁 ３０頁 

予 定 額 ２２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

 現在改築中である新植田寮（保護施設）の供用開始後、旧植田寮の

取り壊しに向けた調査及び機械警備等を実施する。 

２ 内容 

（１）既存設備の撤去・廃止処理（給水関係、空調・給湯関係） 

（２）防犯対策（侵入防止フェンスの設置、機械警備の実施） 

（３）取り壊しに向けた調査（アスベスト調査等） 

３ 実施場所 

 天白区植田山二丁目 

４ スケジュール 

  令和６年度    新植田寮の供用開始（１１月頃） 

給水設備撤去工事、空調・給湯関係設備廃止処理 

侵入防止フェンスの設置、機械警備の実施 

取り壊しに向けた調査（アスベスト調査、土壌 

  汚染調査、ダイオキシン調査） 

  令和７年度     機械警備の実施 

                   取り壊しに向けた調査（アスベスト調査、土壌 

汚染調査） 

  令和８～９年度  機械警備の実施 

取り壊し工事設計、取り壊し工事 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２５５５（内線2555） 
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令和６年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

事 項 （継続）保健福祉業務運用改善等調査 草案頁 ３１頁 

予 定 額 １０，０００千円 健 康 福 祉 局 ８，０００千円
子ども青少年局 ２，０００千円

事業の概要 

１ 趣旨  

  保健福祉業務に関する各種行政手続の事務処理について、業務改善

に向けた調査を行う。 

行政手続のオンライン化やＩＣＴ活用等による業務効率化を図ると

ともに、各種業務を集中的かつ効率的に処理するセンターの開設に向

けた検討調査を行う。 

業務の効率化により生じた人的余力を高齢者や障害のある方、子育

て世帯等への相談や訪問支援などに振り向けることにより、各種支援

の充実を図る。 

２ 内容 

（１）行政手続のオンライン化にかかる調査 

   保健福祉業務に関する各種行政手続の簡素化 など 

（２）ＩＣＴ活用等にかかる調査 

   業務効率化やコスト削減につながるＤＸや業務改善 など 

（３）センターの開設に向けた調査 

   集約化による窓口等での相談支援の充実 など 

担 当 課 

（健康福祉局） 

監査課    電話９７２－２５１０（内線2510） 

（子ども青少年局） 

企画経理課  電話９７２－３０８０（内線3080）
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令和６年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

健 康 福 祉 局

事 項 
（継続）港保健センター南陽分室仮設庁舎の 

賃借 
草案頁 ３２頁 

予 定 額 （債務負担行為 ３６２，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨  

  港区役所南陽支所及び港保健センター南陽分室について、現地改築

に向け仮設庁舎を賃借する。 

２ 内 容 

  賃借期間 令和７年度～１０年度 

３ 仮設庁舎予定地 

  戸田川緑地第一駐車場 

４ スケジュール 

  令和６年度 入札等、契約事務 

  令和７年度 仮設庁舎への移転、供用開始 

５ 事業費                   （単位：千円） 

区分 令和７～１０年度 

港区役所南陽支所 ６３５，０００

港保健センター南陽分室 ３６２，０００

計 ９９７，０００

  注 令和７～１０年度は、債務負担行為の限度額 

担 当 課 
（スポーツ市民局）地域振興部区政課  電話９７２－３１０９ 

（健康福祉局）健康部保健医療課  電話９７２－２６２０ 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （継続）がん検診推進事業 草案頁 ３２頁 

予 定 額 ７７０，５４４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  がんの早期発見による死亡率減少を図るため、がん検診無料クーポ 

ン券の対象となる検診種類を拡大する。 

２ 内容 

  新たに胃がん検診、肺がん検診、前立腺がん検診の３種類の検診に

ついて、無料クーポン券を配付する。 

区 分 対象年齢 

拡

大

胃がん検診 ４０・４５・５０・５５・６０歳 

肺がん検診 ４０・４５・５０・５５・６０歳 

前立腺がん検診（男性） ５０・５５・６０歳 

従

来

大腸がん検診 ４０・４５・５０・５５・６０歳 

子宮頸がん検診（女性） ２０・２５・３０・３５・４０歳 

乳がん検診（女性） ４０・４５・５０・５５・６０歳 

 ※１ 対象年齢は当該年度４月１日時点での年齢 

 ※２ 胃がん検診は４０・４５歳ではエックス線検査、 

５０・５５・６０歳ではエックス線検査か内視鏡検査を選択 

３ スケジュール 

  令和６年４月 事業開始（無料クーポン券の配付は令和６年６月） 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話２６３－３１２０（外線） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （継続）新型コロナウイルスワクチン接種事業 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １，２００，８１５千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  新型コロナウイルスワクチン接種の特例臨時接種が令和５年度末で

終了となり、令和６年度以降は季節性インフルエンザの定期接種と同

様、予防接種法上のＢ類疾病に位置づけられることから、本市におい

ても定期の予防接種として実施する。 

また、新型コロナウイルスワクチン接種後の長期的な副反応へ対応

するため、引き続き、専用の電話相談窓口を開設する。 

２ 内容 

（１）対象者 

  ア ６５歳以上の高齢者 

  イ ６０歳～６４歳で重症化リスクの高い方（範囲は季節性インフ

ルエンザと同じ） 

（２）接種見込み数 

   ２４４，０００人 

（３）接種回数 

   年に１回 

（４）接種時期 

   秋冬を想定 

（５）自己負担金 

   ３，２００円 

   ※市民税非課税世帯等の方は無料 

（６）接種場所 

   市内委託医療機関 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室 

電話９７２－４３８９（内線4361） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）中央看護専門学校の公立大学法人名

古屋市立大学への統合 
草案頁 ３３頁 

予 定 額 ５０６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  中央看護専門学校の市立大学看護学部への統合に伴い必要となる、

中央看護専門学校校舎の建物改修等を行う。 

２ 内容  

（１）講義室、演習室、学生ルーム等の整備 

（２）トイレの洋式化、照明のＬＥＤ化、エレベーターホール等の改修 

（３）事務用備品等の購入 

３ スケジュール 

  令和５年４月 中央看護専門学校の市立大学看護学部への統合 

    令和６年３月 中央看護専門学校看護第一学科閉科（予定） 

    令和７年３月 中央看護専門学校看護第二学科閉科・閉校（予定） 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９３６－４８８１（外線） 
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令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）愛知県看護研修会館移転改築に係る 

整備補助
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ９０，９５２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  公益社団法人愛知県看護協会は、地域医療の推進を図るため、研修

や復職支援などに取り組んでおり、市域の看護師確保、看護の質の向

上という点において重要な役割を担っている。 

公益社団法人愛知県看護協会が進める愛知県看護研修会館の移転

改築は、令和５年度から６年度の２か年にかけて行われており、令和

６年度は、令和５年度に引き続き整備補助を行うとともに、併せて研

修用備品等の補助を行う。 

２ 建設場所 

  北区大曽根三丁目（移転改築） 

３ スケジュール 

  令和５年度 着工 

  令和６年度 竣工 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９３６－４８８１（外線）       

- 56 -



令和６年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （開設）植田寮 草案頁  ３０頁 

予 定 額 ― 

事業の概要 

１ 趣旨  

  保護施設「植田寮」（救護施設・更生施設）は、施設が老朽化して

おり、バリアフリー化等利用者の生活環境を向上させる必要がある

ため、改築を進め、移転する。 

改築後、同種施設である厚生院救護施設と統合する予定である。 

２ 施設概要 

（１）所在地 

   天白区植田山二丁目 

（２）定員 

   救護施設 ２００人 

（３）規模 

  ・地上３階建て 

  ・延床面積：６３９６．６２㎡ 

（４）建設費（全体） 

   ３，２３２，０９５千円 

３ 開設時期 

  令和６年１１月頃 

（参考） 

 令和６年２月定例会において、施設の統合に伴い、植田寮更生施設、

厚生院救護施設を廃止する保護施設条例の改正案（令和７年４月１日施

行）の上程を予定している。 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２５５５（内線2555） 
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令和６年度主な施策等一覧（子ども青少年局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 こども家庭センターの設置に伴う体制整備 21,527 1

一時保護所等における子どもの意見表明支援
事業

6,067 2

トワイライトスクール等における昼食受け取
りのモデル実施

218 3

ひとり親家庭等への大学受験料等補助 159,836 4

保育所等利用待機児童対策 2,613,739 5

民間障害児入所施設の改築補助 109,579 8

北部地域療育センターの大規模修繕補助 31,900 9

橘小学校等複合化整備事業 2,000 10

子どもの体験活動拠点の設置に向けた調査 10,000 11

出会いや結婚の希望をかなえる支援 62,000 12

在宅人工呼吸器使用者への非常用電源装置購
入補助事業

4,800 13

拡 充 児童手当 35,414,355 14

児童扶養手当 7,523,687 15

次期子どもに関する総合計画の策定 3,686 17

エリア支援保育所事業 31,235 18

保育関係業務におけるＤＸの推進 43,884 19

病児・病後児デイケア事業 496,981 20



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 子育て学び支援事業 4,443 21

一時保護対応心理セラピストの増員 25,080 22

子ども会活動の振興 85,144 23

留守家庭児童健全育成事業 55,192 24

児童自立生活援助事業における事業要件の弾
力化

53,688 25

施設入所児童の自立支援 80,345 26

児童養護施設等の体制強化 120,428 27

里親等委託の推進 99,861 29

早期子ども発達支援施策の推進 49,182 30

医療的ケア児支援に係る連携の促進 31,476 31

軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成におけ
るＤＸの推進

4,054 32

保育士等人材確保対策補助金 450,208 33

延長保育事業 1,016,470 34

休日保育事業 35,835 35

一時保育事業 524,137 36

産休・育休あけ保育所等入所予約事業 137,908 37

私立幼稚園における預かり保育拡充事業 42,839 38

保育士確保支援事業 1,324,499 39



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 民間保育所等における保育環境向上事業 66,885 40

保育所等における歯科検診報酬単価の増額 46,759 41

児童館における中高生の居場所づくりの推進 10,248 42

公立保育所の社会福祉法人への移管 80,926 44

公立保育所のリニューアル改修 559,982 45

中村児童館のリニューアル改修 150,000 47

中川福祉会館・児童館のリニューアル改修の
設計

9,000 48

一時保護所の環境整備等調査 11,000 49

保育指導・監査における専門的財務監査体制
の強化

11,000 50

障害児通所支援事業所等指導監査体制の強化 9,000 51

ヤングケアラー支援の推進 10,050 52

継 続 民間保育所等への感染症対策改修費補助 22,359 53

保健福祉業務運用改善等調査 2,000 54

参 考 子どもの未来全力応援　先導的取組 3,532,997 55





令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）こども家庭センターの設置に伴う

体制整備 
草案頁 24頁 

予 定 額 ２１，５２７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  児童福祉法改正に伴い、市民に身近な区役所・支所をこども家庭セ

ンターと順次位置づけ、妊娠期から学齢期まで、誰一人取り残さない

福祉的支援を実施するため、福祉・保健・教育の連携による支援体制

を整備する。 

２ 内 容 

（１）連携体制整備に係る調査・研究業務委託 

   各分野間の連携が最大限機能するため、体系的な業務の整理及び

マニュアル策定等に向けた調査・研究を実施 

（２）職員の専門性確保・資質向上 

   福祉・保健・教育の連携強化のため、専門性向上及び各分野間の

相互理解のための研修を実施 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３９７８（内線3978）

- 1 -



令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）一時保護所等における子どもの意

見表明支援事業 
草案頁 24頁 

予 定 額 ６，０６７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  意見表明等支援員が、一時保護所、児童養護施設等の子どもの意見

を聴取し、子どもが意見を表明する支援を行うことにより、子どもの

権利擁護の推進を図る。 

２ 内 容 

（１）実施方法 

   児童相談所や施設等から独立した立場にある法人又は団体に委託

して実施 

（２）意見表明等支援員の主な業務内容 

  ア 子どもから意見聴取、子どもの意見形成の支援 

  イ 子どもが職員や関係機関へ意見を表明するための支援 

  ウ 訪問施設等との連絡調整 

（３）実施予定時期 

   令和６年10月 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）トワイライトスクール等における

昼食受け取りのモデル実施 
草案頁 24頁 

予 定 額 ２１８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  トワイライトスクール等において長期休業中に早朝から弁当の準備

をしている保護者の方々の家事負担を軽減するため、弁当配送サービ

スの活用を試行的に実施する。 

２ 内 容 

（１）実施方法 

  ア 弁当配送サービスを希望する保護者は弁当の注文や代金の支払

いをオンラインで直接行う。 

  イ 弁当配送業者は注文があった児童の通うトワイライトまで弁当

を配送する。 

  ウ トワイライトのスタッフは弁当配送業者より弁当を受け取り、

注文した児童に配付する。 

（２）実施日 

   夏休み・冬休み 各５日 

（３）実施か所数 

   ５か所（トワイライトルームを優先にモデル校を選定） 

担 当 課 子ども未来企画部放課後事業推進室 電話９７２－３０９１（内線3091）

- 3 -



令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）ひとり親家庭等への大学受験料等

補助 
草案頁 24頁 

予 定 額 １５９，８３６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  進学段階での貧困の連鎖を断ち切るため、大学等受験料及び模試費

用の補助を行うことで、経済的課題を抱えるひとり親家庭等の子ども

の進学に向けたチャレンジを後押しする。 

２ 内 容 

（１）対象者 

  ア 中学生の学習支援事業及び高校生世代への学習・相談支援事業

に登録している子ども 

  イ 児童扶養手当受給相当の所得水準のひとり親世帯の子ども及び

住民税非課税世帯の子ども 

（２）補助額 

  ア 大学等受験料の補助 

    １人あたり53,000円上限 

  イ 模試費用補助 

（ア）大学等を受験する年度に受ける模試費用の補助 

     １人あたり8,000円上限 

（イ）中学３年生が受ける模試費用の補助 

     １人あたり6,000円上限 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画室 電話 ９７２-３０２５（内線3025）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）保育所等利用待機児童対策 草案頁 
26頁 

27頁 

予 定 額 ２，６１３，７３９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

本市では、待機児童対策に積極的に取り組んできた結果、10年連続

で国の調査要領に基づく待機児童ゼロを達成した。 

しかし、令和５年４月において、特定の園のみを希望する等の理由

により保育所等を利用できていない児童は872人となっており、また、

一部の地域では利用希望の増加が見込まれる。そこで、地域で実績の

ある既存施設の老朽改築や、一部の保育ニーズの高い地域における新

設整備等により、令和７年４月の待機児童ゼロに向けて、必要な利用

枠の確保・維持を図る。

２ 内 容 

区  分 金  額 か所数 利用枠拡大数

 千円 か所 人

民間保育所等の定員増を伴う 

老朽改築        
 488,942  ５ 50( 47)

幼稚園から認定こども園への 

移行          
2,027,364 ６ 309(108)

うち令和７年４月向け対策分(※) 1,744,980 ５ 284( 98) 

賃貸方式による民間保育所等 

（本園）の設置(※)       
64,379 １ 60( 27)

小規模保育事業所の設置 (※) 33,054 １ 19( 19) 

計 2,613,739 13 438(201)

うち令和７年４月向け対策分(※) 1,842,413 ７ 363(144)

注１：金額については、待機児童対策としての新たな整備費等を計上 

注２：利用枠拡大数の( )は、３歳未満児（再掲） 

注３：表中の(※）は、令和７年４月の運営開始に向け整備する案件を示す。

注４：「小規模保育事業所の設置」は、幼稚園接続型とする予定 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－３１８２（内線3182） 
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別紙 

民間保育所等の定員増を伴う老朽改築 

〔改築５か所〕 

現 施 設 名 オアシスはとおか保育園 
幼保連携型認定こども園 

寺子屋大の木 

整 備 予 定 地 北区鳩岡二丁目 西区大野木二丁目 

施 設 種 別 保育所 幼保連携型認定こども園 

事 業 主 体 社会福祉法人 やすらぎの郷 社会福祉法人 ほうりん福祉会 

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

  110 

( 36) 

→

→

120 

( 45) 

90 

( 36) 

→

→

100※２ 

( 45) 

改 築 予 定 令和６年４月※1 令和８年４月 

※1 令和 5年度中に新園舎が完成し、令和 6年 4月より運営開始予定。令和 6年度は 
  既存園舎の撤去を実施。 

※2 整備後の 1号定員を含む総定員は 115 人。 

現 施 設 名 中村保育園 泉坊保育園 

整 備 予 定 地 中村区中村町 熱田区白鳥三丁目 

施 設 種 別 保育所 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 長円寺福祉会 社会福祉法人 泉坊保育園 

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

270 

( 90) 

→

→

280 

(100) 

65 

( 29) 

→

→

75 

( 38) 

改 築 予 定 令和８年４月 

現 施 設 名 認定こども園うぐいす幼稚園  

整 備 予 定 地 港区本宮町  

施 設 種 別 幼稚園型認定こども園  

事 業 主 体 学校法人 うぐいす幼稚園  

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

60 

(  6) 

→

→

70※３

( 16) 

改 築 予 定 令和８年４月  

※3 整備後の 1号定員を含む総定員は 205 人。 
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別紙 

幼稚園から認定こども園への移行 

〔改築６か所〕 

現 施 設 名 旭キンダーの丘幼稚園 マハヤナ幼稚園 

整 備 予 定 地 瑞穂区田辺通 南区呼続三丁目 

施 設 種 別 幼保連携型認定こども園 幼保連携型認定こども園 

事 業 主 体 学校法人 名古屋旭学園 学校法人 黄龍学園 

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

0 

(  0) 

→

→

60※４

( 24) 

0 

(  0) 

→

→

25※５

( 10) 

改 築 予 定 令和７年４月 

※4 整備後の 1号定員を含む総定員は 224 人。 

※5 整備後の 1号定員を含む総定員は 164 人。 

現 施 設 名 池上台幼稚園 健峰幼稚園 

整 備 予 定 地 緑区池上台二丁目 名東区小池町 

施 設 種 別 幼保連携型認定こども園 幼保連携型認定こども園 

事 業 主 体 学校法人 石川学園 学校法人 猪高学園 

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

0 

(  0) 

→

→

90※6

( 30) 

0 

(  0) 

→

→

84※7

( 24) 

改 築 予 定 令和７年４月 

※6 整備後の 1号定員を含む総定員は 330 人。 

※7 整備後の 1号定員を含む総定員は 219 人。 

現 施 設 名 山崎幼稚園 上社幼稚園 

整 備 予 定 地 南区呼続二丁目 名東区上社五丁目 

施 設 種 別 幼保連携型認定こども園 幼保連携型認定こども園 

事 業 主 体 学校法人 竹内学園 学校法人 熊男学園 

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

0 

(  0) 

→

→

25※8

( 10) 

0 

(  0) 

→

→

25※9

( 10) 

改 築 予 定 令和７年４月 令和８年４月 

※8 整備後の 1号定員を含む総定員は 100 人。 

※9 整備後の 1号定員を含む総定員は 294 人。 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）民間障害児入所施設の改築補助 草案頁 27頁 

予 定 額 １０９，５７９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  老朽化した民間障害児入所施設の改築に対して整備補助を行うこと

により、入所児童の生活環境の向上を図る。 

２ 内 容 

（１）施設名 

   福祉型障害児入所施設 愛松学園 

（２）所在地 

   守山区大字中志段味（現地改築） 

（３）建築年度 

   昭和43年度 

（４）設置・運営主体 

   社会福祉法人 英功会 

（５）定員 

   30名 

（６）整備計画 

   令和６～７年度 改築工事 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）北部地域療育センターの大規模修

繕補助 
草案頁 27頁 

予 定 額 ３１，９００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  児童発達支援センターと診療所を一体的に設置・運営している北部

地域療育センターは、令和５年度に社会福祉法人に運営を移管してい

る。移管に伴い市から無償譲渡した建物において大規模修繕が必要で

あることから、修繕に要する経費の一部を補助する。 

２ 内 容 

  空調設備の更新に要する経費の一部を補助 

（参考） 

 施設名称：北部地域療育センターよつば 

 所 在 地：西区新福寺町 

建設年度：平成14年度 

（令和５年度に社会福祉法人に運営移管） 

 定 員：40名（通園） 

担 当 区：東区、北区、西区 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２６２６（内線2626）
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

健 康 福 祉 局

子 ど も 青 少 年 局

事 項 （新規）橘小学校等複合化整備事業 草案頁 

２２頁 

２７頁 

４５頁 

５１頁 

予 定 額 

            教 育 委 員 会 ３３,５１５千円 

３７，５１５千円    健 康 福 祉 局  ２,０００千円 

            子ども青少年局  ２,０００千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

    橘小学校の敷地で橘小学校、中生涯学習センター、前津福祉

会館及び前津児童館の複合施設を民間活力の活用により整備す

る。 

（内 容） 

 １ 建設地 中区橘一丁目（橘小学校現地改築） 

 ２ 建設計画（予定） 

令和６年度    事業者の公募・選定 

           橘小学校仮設校舎の設計等 

  令和６～１０年度 複合施設の設計・工事 

           橘小学校仮設校舎の設置 

  令和１１年度   複合施設の供用開始 

   債務負担行為 

    期間 令和７～１０年度 

    限度額 ９，２８９，０００千円

（内訳）橘小学校      ６，２１１，０００千円 

        中生涯学習センター １，９６１，０００千円 

        前津福祉会館      ３９２，０００千円 

        前津児童館       ７２５，０００千円 

担 当 課 

（教育委員会）総務部教育環境整備課 電話  ９７２－４０９３ 

生涯学習部生涯学習課 電話 ９５０－５０４４ 

（健康福祉局）高齢福祉部高齢福祉課 電話 ９７２－２５４１ 

（子ども青少年局）子ども未来企画部青少年家庭課  電話 ９７２－３２５６ 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）子どもの体験活動拠点の設置に向

けた調査 
草案頁 27頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ライフキャリア支援を切り口とし、子どもたちの主体性や将来に向

かって生きる力を育む体験の場を提供する、子どもたちの活動の拠点・

居場所となる施設の設置に向けた調査を実施する。 

２ 内 容 

・本市の現状に係る調査 

・他都市、海外事例調査 

・子どもからの意見聴取 

・有識者懇談会の開催 

・体験活動の試行実施 等 

３ スケジュール（予定） 

  令和６年４月～７月 現状調査、事例調査 

  令和６年５月 有識者懇談会① 

  令和６年８月 有識者懇談会② 

  令和６年８月 体験活動試行実施 

  令和７年１月 有識者懇談会③ 

  令和７年１月 体験活動試行実施 

令和７年３月 調査報告書作成 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画室 電話 ９７２-３０２５（内線3025）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）出会いや結婚の希望をかなえる支

援 
草案頁 30頁 

予 定 額 ６２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくりの機運醸成を図るた

め、婚活イベント及びライフデザインセミナーを開催する。 

２ 内 容  

（１）婚活イベント及び事前セミナー 

   結婚を望まれている方の出会いの場の創出を目的としたイベント

の開催及び参加者にとって有意義なイベントになるよう事前セミナ

ーを実施する。 

（２）ライフデザインセミナー及びワークショップ 

   結婚、子育て、ワーク・ライフ・バランス等、将来の様々なライ

フイベントに柔軟に対応できるよう必要な知識や情報を総合的に取

得し、自らがライフデザインを描くことができるようセミナー等を

実施する。 

担 当 課 企画経理課 電話９７２－３０８０（内線3080） 
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令和６年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

事 項 
（新規）在宅人工呼吸器使用者への 

非常用電源装置購入補助事業 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

障害児者及び難病患者等が災害発生時においても安心して生活を送

ることができる環境づくりを行うため、人工呼吸器を使用する在宅の

障害児者及び難病患者等に対し、災害時による大規模な停電発生時に

おいて生命を維持する上で必要となる非常用電源装置の購入費を補助

する。 

２ 内容 

(１) 対象者 

常時人工呼吸器を使用する在宅の方 

(２) 種目・補助限度額・耐用年数 

ア 発電機         １２０，０００円  １０年 

イ 蓄電池（バッテリー）  ６５，０００円   ５年

ウ カーインバーター     ４５，０００円   ５年 

 (３) 利用者負担 

本人(１８歳未満の方は保護者)の所得状況に応じた利用者負担 

あり 

    ※市民税所得割額が４６万円以上の方は公費負担の対象外 

担 当 課 

（健康福祉局） 

障害福祉部  障害企画課  電話９７２―２５８７（内線2587） 

（子ども青少年局） 

子育て支援部 子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021） 

健康福祉局    ３,２００千円 

子ども青少年局  ４,８００千円 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）児童手当 草案頁 22頁 

予 定 額 ３５，４１４，３５５千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  児童手当について、「こども未来戦略」（令和５年12月22日閣議決定）

に基づき、所得制限の撤廃、高校生年代までの支給期間の延長及び多子

加算について第３子以降３万円とする抜本的拡充を行うとともに、支払

月を年３回から隔月の年６回とする。 

２ 内 容 

区分 
拡充後 

（令和６年10月分以降） 

拡充前 

（令和６年９月分まで） 

支給 

対象 
高校生年代までの児童 中学校修了までの児童 

所得 

制限 
所得制限・所得上限なし 

・所得制限限度額（年収ベース、

夫婦と子ども２人の場合：960

万円）未満 → 本則給付 

・所得上限限度額（同上：1,200

万円）未満 → 特例給付 

※所得上限限度額以上は支給対

象外 

手当 

月額 

※１ 

・３歳未満 

 第１・２子：15,000円 

 第３子以降：30,000円 

・３歳～高校生年代 

 第１・２子：10,000円 

 第３子以降：30,000円 

・３歳未満（本則給付） 

 一律：15,000円 

・３歳～小学校修了まで（同上）

 第１・２子：10,000円 

 第３子以降：15,000円 

・中学生（同上） 

 一律：10,000円 

・特例給付 

 一律：5,000円 

支払 

期月 
６回（偶数月）※２ ３回（２月、６月、10月） 

 ※１：多子加算のカウント方法については、現在の高校生年代までの扱いを見

直し、大学生に限らず、22歳年度末までの上の子について、親等の経済

的負担がある場合をカウント対象とする。 

 ※２：拡充後の初回支給は令和６年12月 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画室 電話 ９７２-３０２５（内線3025）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）児童扶養手当 草案頁 23頁 

予 定 額 ７，５２３,６８７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  児童扶養手当について、「こども未来戦略」（令和５年12月22日閣

議決定）に基づき、所得限度額を引き上げるとともに、第３子以降の

加算額の拡充を行う。 

２ 内 容 

（１）所得限度額の引き上げ 

   全部支給に係る所得限度額を160万円から190万円（年収ベース・

扶養親族等が１人の場合）に、一部支給に係る所得限度額を365万円

から385万円（同上）に、それぞれ引き上げる。 

（２）多子加算の拡充 

   第３子以降の加算額を第２子の加算額と同額まで引き上げる。 

    ※いずれも、令和６年11月分（令和７年１月支給）から実施 
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３ その他 

  手当月額を物価スライドにより下表のように増額改定する。 

区 分 令和６年度 令和５年度 

第１子 

全部支給 45,500円 44,140円 

一部支給 45,490円～10,740円 44,130円～10,410円 

第２子加算

全部支給 10,750円 10,420円 

一部支給 10,740円～5,380円 10,410円～5,210円 

第３子以降

加算（１人

につき） 

全部支給 

（～10月分） 

6,450円 

（11月分～） 

第２子加算と同額 

6,250円 

一部支給 

（～10月分） 

6,440円～3,230円 

（11月分～） 

第２子加算と同額 

6,240円～3,130円 

 ※全部支給及び一部支給（支給額）は受給者本人等の所得に応じ決定 

（参考）名古屋市ひとり親家庭手当においても、上記２（１）の変更を

行う。 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画室 電話 ９７２-３０２５（内線3025）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）次期子どもに関する総合計画の策

定 
草案頁 23頁 

予 定 額 ３，６８６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  なごや子どもの権利条例に基づく「子どもに関する総合計画」であ

る「なごや子ども・子育てわくわくプラン2024」の計画期間が令和６

年度で終了するため、次期計画を策定する。 

２ スケジュール（予定） 

  令和６年６月 次期計画にかかる「なごや子ども・子育て支援協議

会」からの答申 

  令和７年１月 次期計画パブリックコメントの実施 

      ３月 次期計画策定 

（参考）経緯 

  令和５年７月 子ども・若者・子育て家庭意識・生活実態調査の実施

  令和６年２月 次期計画策定に向け「なごや子ども・子育て支援協議

会」へ諮問 

担 当 課 企画経理課 電話９７２－３０８０（内線3080） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）エリア支援保育所事業 草案頁 24頁 

予 定 額 ３１，２３５千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  地域における保育の質の向上と子育て支援の充実を図るため、各エリアに

おいて研修等の企画・調整や関係機関同士のネットワークを構築するための

コーディネート等を行うエリア支援保育所事業の実施か所数を拡大する。 

２ 内 容 

（１）事業内容 

ア 保育の質の向上 

   ・保育の質の向上を目的とした研修等の企画・調整 

   ・訪問支援や個別支援等、公立・民間保育所等におけるセーフティネット

機能確保のための働きかけ 

イ 地域の子育て家庭への支援 

・個別相談支援や地域の子育てサロン等への職員派遣などの支援 

・区役所や保健センター等の関係機関とのネットワークの構築 

（２）令和６年度実施か所数 

区 分 実施か所数 増 減 

サポート園 
(「ユニット※」の中心となり、

事業の企画調整等を行う。) 

26か所

４か所増 

比良西  （西区） 

南陽第一（港区） 

東  丘  （緑区） 

のりくら（緑区） 

一 般 園 
（サポート園と連携・協力して 

事業を行う。）

31か所 増減なし 

※各地域において、サポート園と一般園が２～４園でユニットを組み、協力して 

エリア内で事業を実施している。 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）保育関係業務におけるＤＸの推進 草案頁 24頁 

予 定 額 ４３，８８４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  市民の利便性の向上と事務の効率化を図るため、保育関係業務のＤ

Ｘ化を推進する。 

２ 内 容 

（１）クラウドサービスによる業務効率化 

   保育所等の事務負担軽減のため、令和５年度より実施している外

部クラウドサービスを活用した事務の効率化について、給付費請求

事務及び各事業補助金申請事務等を対象として拡充するためのシス

テム開発等を行う。 

（２）電子申請にかかる事務処理の効率化 

   保育所等利用申込者の利便性向上と区役所業務効率化のため、令

和３年度より実施している利用申込の電子申請事務について、電子

申請後の事務処理の効率化をするためのシステム改修等を行う。 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）病児・病後児デイケア事業 草案頁 24頁 

予 定 額 ４９６，９８１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  病児・病後児デイケア事業を必要とする方が、必要な時に確実に利

用できるよう、より安定的・継続的な事業運営を担保できる仕組みを

構築する。また、利用者の利便性の向上と病児・病後児施設の事務負

担の軽減を図るため、ＩＣＴ機器の導入に必要な経費の補助を実施す

る。 

２ 内 容 

 （１）運営費委託料の改善 

ア 概 要 

    各施設の最低定員６人を受入れるのに必要な職員体制（保育士

２人、看護師１人）を、常時配置できるよう委託単価を改善。 

イ 運営費委託料の最低保証額 

（ア）土曜日終日実施施設 年額18,842千円 

（イ）土曜日半日実施施設 年額17,839千円 

（２）ＩＣＴ機器の導入補助 

ア 概 要 

    空き状況の確認や利用申込の受付等を行うためのＩＣＴ機器の

導入に要する経費への補助を実施。 

  イ 補助基準額 

    1,000千円（対象経費の3/4を補助） 

  ウ 実施か所数 

    ７か所 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）子育て学び支援事業 草案頁 24頁 

予 定 額 ４，４４３千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  子育てに対する不安感の解消や子育てへの希望につなげるととも

に、児童虐待の発生予防のため、これから親になる方も含めて子育て

を学ぶ機運を醸成し、様々な場面で子育てを学ぶことができるよう講

座等を実施する。 

２ 内 容 

（１）子育てを学ぶ機運醸成 

「子育てのコツ」に関するチラシ及び冊子、動画の作成 

（２）子育てを学ぶ機会提供 

ア オンライン講座 

    これから親になる方等を対象に、良好な親子関係を築くコツや

子育てに役立つ情報等を提供 

  イ 子ども・子育て支援センターにおける講座 

    出産前の親を対象とした新たな講座を開催 

  ウ 企業や地域等と連携した子育てを学ぶ機会提供 

    市内の企業・事業所や大学、子育て支援を行う地域団体 

等と連携し、子育てを学べる講座を開催 

担 当 課 
子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３９７８（内線3978） 

子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）一時保護対応心理セラピストの増

員 
草案頁 24頁 

予 定 額 ２５，０８０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  一時保護所については、児童養護施設の設備・運営基準を準用して

いるところであるが、新たに一時保護所独自の設備・運営基準が策定

されることとなった。この基準を踏まえ、一時保護所における児童へ

の処遇や支援の質の向上を図るため、一時保護対応心理セラピストを

増員する。 

２ 内 容 

（１）職員数 

   令和５年度 ３名（各児童相談所 １名） 

↓

   令和６年度 ９名（各児童相談所 ３名） 

（２）主な業務内容 

  ア 児童に対する心理的ケア 

  イ 個々の児童について的確なアセスメントが行えるようにするた

めの児童の行動観察及び情報提供 

  ウ 児童間でのトラブル等への対応 

担 当 課 児童福祉センター中央児童相談所 電話７５７－６１１１（代）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）子ども会活動の振興 草案頁 24頁 

予 定 額 ８５，１４４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  会員数や団体数の減少傾向が続く子ども会の振興に向けて、子ども会

の魅力向上や保護者の負担軽減等のための支援の充実を図る。 

２ 内 容  

（１）子ども会活動振興策の方向性策定（拡充） 

  ア 概 要 

    子ども会の振興を図るため、子どもや保護者を対象としたアンケ

ート調査等を実施し、子ども会活動振興策の方向性を策定 

  イ 予定額 

    6,652千円  

（２）子ども会プロジェクトモデル事業（拡充） 

  ア 概 要 

    子ども会行事において、子ども自身が主体的に企画提案や当日の

運営を行うモデル事業を実施 

  イ 予定額 

    2,076千円 

（３）地域子ども会助成金申請業務におけるＤＸの推進（新規） 

  ア 概 要 

    地域子ども会助成金の申請から実績報告までの一連の手続きを

オンライン（パソコン・スマートフォン等）で完結できる仕組みを

整備 

  イ スケジュール（予定） 

    令和６年度  調査・設計・試行 

    令和７年度  運用開始 

ウ 予定額 

    8,687千円

担 当 課 子ども未来企画部青少年家庭課 電話９７２－３２５６(内線3256)
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）留守家庭児童健全育成事業 草案頁 24頁 

予 定 額 ５５，１９２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  放課後事業の一層の推進を図るため、留守家庭児童育成会（以下「育

成会」という。）に対する助成を拡充する。 

２ 内 容 

（１）多子世帯減免助成の実施（新規） 

  ア 対   象   育成会を同一世帯で同時に複数人利用する場

合に、第２子以降の保護者負担額を減免する

育成会 

  イ 助 成 額   減免額の2/3（ただし児童１人あたり月額４千

円を上限とする） 

  ウ 予 定 額   52,512千円 

（２）送迎支援事業助成等を活用した待機児童対策の実施（拡充） 

  ア 送迎支援事業助成 

  （ア）対   象  他の育成会で利用を断られた児童を受け入れ

る場合に、タクシー等で送迎を行う育成会 

  （イ）助成限度額  １人あたり年額408千円 

  イ 利用児童受入促進事業助成 

  （ア）対   象  他の育成会で利用を断られた児童を受け入れ

るために、送迎支援事業助成を活用し、連絡

調整業務を行う育成会 

  （イ）助 成 額  １人あたり年額262千円 

  ウ 予 定 額   2,680千円 

担 当 課 子ども未来企画部放課後事業推進室 電話９７２－３０８４（内線3084）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）児童自立生活援助事業における事

業要件の弾力化 
草案頁 25頁 

予 定 額 ５３，６８８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  児童自立生活援助事業の利用要件の緩和及び実施場所の拡大によ

り、施設を退所した児童等がより安定して自立を目指すことのできる

環境の整備を図る。 

２ 内 容 

（１）概 要 

   共同生活を営む住居等の職員が、施設を退所した児童等に対して、

日常生活上の援助、生活指導、就業支援を行う。 

（２）実施場所 

   児童養護施設   １か所 

   母子生活支援施設 １か所 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）施設入所児童の自立支援 草案頁 25頁 

予 定 額 ８０，３４５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  児童養護施設に配置している自立支援担当職員の配置先の拡充及び

自立支援研修に係る助成を拡充することにより、児童養護施設に入所

している児童への自立支援に関する相談業務の強化及び研修の充実を

図るもの。 

２ 内 容 

（１）自立支援担当職員の配置先の拡大（拡充） 

  ア 対象施設及び人数 

    地域小規模児童養護施設 12人 

  イ 主な業務内容 

  （ア）施設入所児童への進学、就職、生活支援 

  （イ）自立支援計画書の作成 

  （ウ）施設退所者へのアフターフォロー 

  （エ）自立支援研修の企画 

  ウ 予定額 

    79,977千円 

（２）自立支援研修の充実（継続） 

  ア 概 要 

    施設入所児童等を対象とした、将来の生き方や児童自身の自立

について考える機会を提供する自立支援研修について、内容の充

実を図る。 

  イ 予定額 

    368千円 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）児童養護施設等の体制強化 草案頁 
25頁 

26頁 

予 定 額 １２０，４２８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  障害児等受入調整員及び家庭支援専門相談員を児童養護施設等へ配

置することにより、障害等を有する児童の円滑な受入及び入所中の支

援や施設に入所している子どもの家庭復帰を促進する。 

２ 内 容 

（１）障害児等受入調整員の配置（拡充） 

  ア 概 要 

    障害を有する児童等の人数に応じて、障害児等受入調整員配置

に係る費用を補助 

  イ 対象施設 

    乳児院       ４か所 

    児童養護施設    13か所 

    児童自立支援施設  １か所 

    児童心理治療施設  １か所 

    母子生活支援施設  ５か所 

  ウ 障害児等受入調整員の主な業務内容 

  （ア）入所前の受入に係る連絡調整 

  （イ）入所中の支援・補助 

  エ 予定額 

  （ア）民間施設    77,581千円 

  （イ）指定管理施設  11,129千円 

  （ウ）公立施設    12,171千円 
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（２）家庭支援専門相談員（２人目）の配置（拡充） 

  ア 概 要 

    施設に入所している子どもやその保護者に対して、早期の退所

を促進し家庭復帰のための支援を行う家庭支援専門相談員の２人

目の配置に係る費用を補助 

  イ 対象施設 

    児童養護施設 ３か所 

  ウ 家庭支援専門相談員の主な業務内容 

  （ア）電話、面接、訪問等による相談援助の支援 

  （イ）家庭復帰した後の子どもや保護者の相談にも応じ、親子関係

再構築に向けた支援 

  （ウ）関係機関との連絡調整、自立支援計画を取りまとめ、施設に

おいて家庭復帰に関して中心的な役割を担う。 

  エ 予定額 

 19,547千円 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）

- 28 -



令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）里親等委託の推進 草案頁 
25頁 

26頁 

予 定 額 ９９，８６１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  里親支援センターの運営等に係る経費を補助することにより、里親

等への委託の推進を図る。 

２ 内 容 

（１）里親支援センターの運営（新規） 

  ア 概 要 

    里親等に係る支援を包括的に実施する里親支援センターの運営

に係る経費を補助 

  イ 予定額 

    13,587千円 

  ウ 実施予定時期 

    令和７年１月 

（２）里親養育包括支援機関事業（拡充） 

  ア 概 要 

    里親への研修の充実を図るため、里親支援業務を担うフォスタ

リング機関に里親トレーナーを１名配置 

  イ 予定額 

    28,348千円 

（３）ファミリーホーム開設に係る改修費補助（拡充） 

  ア 概 要 

    ファミリーホームの開設を促進するため、新たに開設する３か

所のファミリーホームに必要な居室の改修、設備等の整備に係る

経費を補助 

  イ 予定額 

    11,016千円 

（４）ファミリーホーム体制強化事業（新規） 

  ア 概 要 

    障害を有する児童等にかかるファミリーホームの受入体制の強

化を図るため、補助者の雇い上げに係る経費を補助 

  イ 予定額 

    46,910千円 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）早期子ども発達支援施策の推進 草案頁 25頁 

予 定 額 ４９，１８２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  次期早期子ども発達支援体制に関する方針の策定に係る検討を実施

するとともに、地域療育センター体制の拡充等を行い、早期子ども発

達支援を必要とする子どもと保護者に適切な支援を実施する体制の整

備を行う。 

２ 内 容 

（１）次期早期子ども発達支援体制に関する方針の策定（拡充） 

  ア 概 要 

    令和７年度～令和11年度（予定）を計画期間とする次期早期子

ども発達支援体制に関する方針の策定のための検討を実施 

  イ 予定額 

    5,000千円 

（２）初診前サポート事業の実施か所数の増（拡充） 

  ア 概 要 

    速やかに保護者の相談支援及び子どもの発達支援を行い、保護

者の不安軽減及び子どもの早期発達支援を図る 

  イ 実施か所数 

    ３か所→５か所 

  ウ 拡充予定時期 

    令和６年７月 

  エ 予定額 

    44,182千円 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）医療的ケア児支援に係る連携の促

進 
草案頁 25頁 

予 定 額 ３１，４７６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  医療的ケア児及びその家族が安心して地域生活を送ることができる

よう、支援に関わる保健・医療・障害福祉・保育・教育等の連携の一

層の推進を図るための取り組みを行う。 

２ 内 容 

（１）医療的ケア児支援スーパーバイザーモデル事業の本格実施 

   医療的ケア児支援コーディネーターへの助言等を行うスーパーバ

イザーを２名から５名に増員するとともに、モデル事業から本格実

施に移行 

（２）医療的ケア児の支援に係る協議の場における委員の追加 

   学識者、障害児通所支援事業所職員はじめ各事業関係者、行政関

係者に加え、医療的ケア児の保護者を追加 

（３）医療的ケア児に関する周知啓発 

   医療的ケア児の理解を一層深めるため、医療的ケア児の特性や必

要な配慮などをまとめた冊子等を作成 

（４）医療的ケア児の支援に関する職員向け研修の実施 

   医療的ケア児とその家族が安心して区役所・支所や保健センター

の窓口で相談することができるよう、職員を対象とした研修を実施 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）軽度・中等度難聴児補聴器購入助

成におけるＤＸの推進 
草案頁 25頁 

予 定 額 ４，０５４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  身体障害者手帳の交付の対象とならない軽度・中等度の難聴児に対

し、補聴器の購入又は修理にあたり必要な費用の一部又は全部を助成

する事業について、市民の利便性の向上と業務改善を図るため、電子

申請の導入等に向けたシステム改修を行う。 

２ 内 容 

  申請の受付から支払までの一連の流れについて、システムで管理す

るため、福祉総合システムを改修するとともに、オンラインで申請の

受付が完結できる仕組みを整備する。 

３ 電子申請導入予定時期 

  令和６年９月 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）保育士等人材確保対策補助金 草案頁 25頁 

予 定 額 ４５０，２０８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  民間保育所等の利用児童数が前年度末に比べて減少した場合、保育

士等の配置基準が減少し過員が生じるため、過員となる保育士等の人

件費について補助を行っている。 

  保育士等の雇用を維持して、民間保育所等の安定的な運営を確保す

るとともに、待機児童の発生を防止するため、補助対象経費を拡充す

る。 

２ 内 容 

  月例給の補助期間及び賞与分の拡充を行う。 

区分 現行 拡充後 

月例給 ６か月分 ９か月分 

賞与 夏期賞与 夏期・冬期賞与 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 

- 33 -



令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）延長保育事業 草案頁 26頁 

予 定 額 １，０１６，４７０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

保育所等において利用時間帯を超えて延長して保育を行う延長保育

について実施か所数を拡大することにより、子育て支援の充実を図る。

２ 実施か所数 

  通常の開所時間からの延長保育(11時間を超えて保育する場合) 

区  分 ６年度 増 減 

 １ 時 間 延 長 
公 立 69か所 ３か所減 

民 間 399か所 ２か所増 

 ２ 時 間 延 長 民 間 19か所 ３か所増 

 ４ 時 間 延 長 民 間 ４か所 ― 

 ６ 時 間 延 長 民 間 ２か所 ― 

夜 間 保 育 延 長 民 間 ４か所 ― 

合  計 497か所 ２か所増 

担 当 課 
保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 

保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）休日保育事業 草案頁 26頁 

予 定 額 ３５，８３５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  保育所等が休みとなる日曜・祝日に、各区１か所・市内16か所の保

育所等において実施している休日保育について、全ての実施園で利用

定員を15人にするとともに、必要な人員の配置及び補助の拡充を行う。

  また、実施園の負担軽減のために障害児・多胎児を受け入れた民間

保育所等への補助額の加算を行う。 

２ 内 容 

（１）利用定員の増 

    公立保育所実施園（３か所）において、時給制保育所休日保育

対応保育士を各園に１人追加配置し、定員を10人から15人とする。

（２）受入れ体制の拡充 

  ア 概 要 

    民間保育所等実施園（13か所）において、公立保育所実施園と

同様の職員配置が可能となるよう補助を拡充する。 

  イ 補助額 

    １か所あたり1,373千円 

（３）障害児及び多胎児を受入れた場合の加算 

  ア 概 要 

    民間保育所等実施園において、障害児及び多胎児を受入れ、配

置基準以上に保育士を配置した場合に加算を行う。 

  イ 補助額 

    児童１人・１日あたり3,600円 

担 当 課 
保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 

保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）一時保育事業 草案頁 26頁 

予 定 額 ５２４，１３７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  短時間就労や家庭での保育が一時的に困難となる場合等に、保育所

等に児童を預かる一時保育事業の実施か所数を拡大する。 

  また、育児不安等を抱える世帯の未就園児を週１～２回程度、定期

的に預かる未就園児の定期的な預かりモデル事業について、実施か所

数を拡大し、子育て支援の充実を図る。 

２ 実施か所数 

区  分 ６年度 増 減 

保育所等における 

一時保育事業 

公 立 保 育 所 ４か所 ― 

民 間 保 育 所 等 61か所 ３か所増 

小規模保育事業所 ７か所 ― 

合 計 72か所 ３か所増 

未就園児の定期的な

預かりモデル事業 
公 立 保 育 所 ２か所 １か所増 

※上記のほか、公立保育所80か所において、平日に市内８か所程度

でリフレッシュ保育に特化した事業を実施 

担 当 課 
保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 

保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）産休・育休あけ保育所等入所予約

事業 
草案頁 26頁 

予 定 額 １３７，９０８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  産休・育休あけ時に保育所等を利用できるよう、産休・育休開始時

に利用する施設を指定して予約を行う保育所等入所予約事業につい

て、実施か所数を拡大し、子育て支援の充実を図る。 

２ 実施か所数 

区  分 ６年度 増 減 

公立保育所 ７か所 ― 

民間保育所等 111か所 ５か所増 

計 118か所 ５か所増 

担 当 課 
保育部保育企画室  電話 ９７２－２５２３（内線2523） 

保育部保育運営課  電話 ９７２－３０９５（内線3095） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）私立幼稚園における預かり保育拡

充事業 
草案頁 26頁 

予 定 額 ４２，８３９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  私立幼稚園において、夏休み等に預かり保育を必要とする在園児を

受け入れる私立幼稚園における預かり保育拡充事業について、実施か

所数を拡大し、子育て支援の充実を図る。 

２ 実施か所数 

  20か所（１か所増） 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）保育士確保支援事業 草案頁 26頁 

予 定 額 １，３２４，４９９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  民間保育所等における保育人材確保に向けて、保育士等の負担軽減

を図るため、ＩＣＴ機器の導入等にかかる補助を実施する。 

２ 内 容 

（１）ＩＣＴ機器の導入補助（民間保育所等業務効率化推進事業） 

  ア 概 要 

    実費徴収等のキャッシュレス決済等を行うためのＩＣＴ機器の

導入に要する経費への補助を実施。 

  イ 補助基準額 

    200千円～1,300千円 

（導入する機能数に応じて対象経費の3/4を補助） 

ウ 実施か所数 

  200か所 

エ 予定額 

    123,300千円 

（２）民間保育所等カウンセラー体制整備事業の本格実施 

  ア 概 要 

    保育士や保護者の心理的支援や発達が気になる子どもの支援の

ため、保育所等に臨床心理士等を派遣し、カウンセリングを行う

ことに要する経費への補助を実施。 

  イ 補助基準額 

271千円（対象経費の3/4を補助） 

  ウ 実施か所数 

    143か所 

  エ 予定額 

    29,022千円 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）民間保育所等における保育環境向

上事業 
草案頁 26頁 

予 定 額 ６６，８８５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  開設後10年を経過した施設に対して、老朽化した設備の改修や備品

の更新等に係る費用を補助することで、施設の維持管理及び保育環境

の向上を図る。 

２ 内 容 

（１）対象施設 

   保育所、認定こども園、地域型保育事業（居宅訪問型保育事業所

を除く） 

（２）補助対象事業 

   保育室の床・壁の改修、調理設備の更新、その他保育環境の向上

に資するもの 

（３）補助基準額 

1,029千円（対象経費の10/10を補助） 

（４）実施か所数 

65か所 

   ※新たに開設後10年を経過する施設等、令和５年度の未実施施設

を対象に実施する。 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－３１８２（内線3182） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）保育所等における歯科検診報酬単

価の増額 
草案頁 26頁 

予 定 額 ４６，７５９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  歯科検診を通じて、児童及び保護者が歯と口の健康状態を知り、歯

と口の健康づくりのための行動につなぐことを目的とし、保育所等に

おいては、年に１回、利用児童全員に対して歯科検診を実施してい

る。その歯科検診にかかる報酬単価を増額する。 

２ 内 容 

  報酬単価の増額を行う。 

  利用児童１人あたり 1,240円（現行800円より440円増額） 

担 当 課 
保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 

保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線2523） 

- 41 -



令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）児童館における中高生の居場所づ

くりの推進 
草案頁 26頁 

予 定 額 １０，２４８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨  

  中高生が気軽に立ち寄ることができる居場所づくり事業を拡充する

モデル事業について、職員体制の強化を行うとともに、中高生の利用

促進に向けて、愛称を新たに決定するなどイメージアップや認知度の

向上を図る。 

２ 内 容 

（１）中高生の居場所づくりモデル事業（拡充） 

ア 概 要 

    中高生専用時間帯の実施回数を増やし、中高生との関わり方等

についてノウハウのある専任スタッフを配置する中高生の居場所

づくりモデル事業において、中高生との関係づくりに必要な職員

体制の強化を図る。 

  イ 開設日・時間 

    週３回 17時から20時 

    （児童館の通常開館時間は８時45分から17時） 

  ウ 実施方法 

    緑児童館１館で実施（令和５年度から継続） 

  エ 職員体制（拡充） 

  オ 予定額 

8,000千円 

区 分 
職員体制 

令和５年度 令和６年度 

専任スタッフ ３人 
週３回 

１日３時間 

１人 
週５回 

１日7.5時間

２人 
週３回 

１日４時間 
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（２）中高生の利用促進（新規） 

ア 概 要 

   「児童館」の名称に代わる愛称を選定及び決定するとともに決定

した愛称や児童館事業について、中高生に効果的な方法で広報を行

う。 

  イ 事業内容 

（ア）児童館愛称の決定 

     中高生を含むすべての利用者がより親しみをもって利用でき

る施設となるよう、令和５年度に実施した中高生アンケートに

おける愛称候補の中から選定し、一般投票により決定 

（イ）児童館事業・愛称の広報 

     児童館事業及び決定した愛称について中高生に対して効果的

な広報媒体を活用し認知度向上 

ウ スケジュール（予定） 

    令和６年５月～７月 愛称候補の選定 

９月～10月 一般投票 

12月    愛称決定 

    令和７年１月～３月 児童館事業・愛称に係る広報 

  エ 予定額 

    2,248千円 

担 当 課 子ども未来企画部青少年家庭課 電話９７２－３２５６(内線3256)
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）公立保育所の社会福祉法人への移

管 
草案頁 27頁 

予 定 額 ８０，９２６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  公立保育所は、社会福祉法人への移管または統廃合を進め、78か所

まで集約化することとしており、引継ぎ共同保育等を実施し、円滑な

移管を行う。 

２ 内 容 

（１）令和７年度移管 

区名 保育所名 実施内容 

港 南陽第二保育園

引継ぎ共同保育 

補修工事 

測量・不動産鑑定 等 

（２）令和８年度移管 

区名 保育所名 実施内容 

南 豊 田 保 育 園 移管先法人の選定懇談会経費 

補修工事設計 等 守山 天子田保育園

（３）令和９年度移管 

区名 保育所名 実施内容 

北 名 城 保 育 園

アスベスト含有調査 守山 鳥羽見保育園

守山 森 孝 保 育 園

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９３（内線3093） 
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令和６年度主な施策等一覧 

子ども青少年局 

事 項 （拡充）公立保育所のリニューアル改修 草案頁 27頁 

予 定 額 ５５９，９８２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  施設や設備の老朽化が進む公立保育所について、保育環境の改善と

ともに建物の長寿命化を図るため、計画的にリニューアル改修を実施

する。 

２ 内 容 

（１）基本調査 

   令和９年度以降にリニューアル改修工事に着手する予定の園につ

いて、仮設園舎の設置可否や改修工事の施工条件等の調査・検討を

実施 

（２）技術的相談 

   建築や設備に関する専門的知見を有する設計事務所等に仮設園舎

の図面等の確認や相談等ができるようにすることで、円滑な改修業

務の実施を図る。 

（３）個別園調査等 

実施内容 実施か所数 

令和８年度にリニューアル改修工

事に着手する園について、改修内

容、仮設園舎の規模、工事工程等

の調査・検討を実施 

６か所 

森田（中村区）大池（中区） 

中島（中川区）当知（港区） 

丸池（港区）よもぎ（名東区） 

（４）実施設計 

実施内容 実施か所数 

令和７年度にリニューアル改修工

事に着手する園について、外壁・

屋上防水、内装改修、設備機器等

の更新、園庭改修を一体的に行う

ための工事設計及び仮設園舎設計

等を実施 

６か所 

野南（西区）新開（瑞穂区） 

宝神（港区）はざま（緑区） 

亀の井（名東区）島田第一（天白区）

  債務負担行為 期間：令和７年度 限度額：80,000千円 
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（５）仮設園舎建て上げリース等 

実施内容 実施か所数 

令和６年度にリニューアル改修工事

に着手する園について、改修工事に

あたって保育を継続するための仮設

園舎の建て上げ等を実施 

５か所 

宮根（千種区）東（東区） 

中（中区）中志段味（守山区）

猪子石第二（名東区）

  債務負担行為 期間：令和７年度から令和８年度  

限度額：660,000千円 

（６）改修工事 

実施内容 実施か所数 

令和５年度からリニューアル改修工

事に着手する園について、既存園舎

の改修工事を実施 

２か所 

南陽第一（港区）大森（守山区）

  債務負担行為 期間：令和７年度 限度額：487,000千円 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３１８８（内線3188） 

- 46 -



令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）中村児童館のリニューアル改修 草案頁 27頁 

予 定 額 １５０，０００千円

事業の概要 

１ 趣 旨 

  中村児童館は、昭和49年に開設されており、建物や設備の老朽化が

著しいことから、リニューアル改修を実施する。 

２ 内 容 

  児童館の内装や配管、配線、設備機器等の更新及び利用者ニーズ等

を踏まえた整備を実施

３ 工事期間

  令和６年７月～７年５月

  ※債務負担行為 期間：令和７年度 限度額：152,000千円

４ 改修工事期間中の対応

  工事期間中は、事業を一部縮小して代替施設での運営を継続

（参考）

  ・現在地

中村児童館

    所 在 地：中村区上米野町３丁目７番地

    開 設 年 度：昭和49年度

    施 設 構 成：２階建て（単独館）

  ・代替施設

    旧中村保健センター（名楽福祉会館等複合施設４階）

    所 在 地：中村区名楽町４丁目７番地18

  施 設 構 成：北側 障害者・高齢者権利擁護センター西部事務所

          南側 中村児童館代替施設

担 当 課 子ども未来企画部青少年家庭課 電話９７２－３２５６(内線3256)
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令和６年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）中川福祉会館・児童館リニューアル改

修の設計 
草案頁 

２２頁 

２７頁 

予 定 額 １８，１００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

中川福祉会館・児童館は昭和５１年に開設されており、建物や設備

の老朽化が著しいことから、リニューアル改修のための設計を実施す

る。 

２ 内 容 

福祉会館・児童館の内外装や配管、配線、設備機器等の更新及び利

用者ニーズ等を踏まえた整備のための設計を実施

３ 今後の予定

  令和６年度   設計

令和７～８年度 改修工事

（参考）

中川福祉会館・児童館

   所 在 地：中川区八幡本通２丁目４０番地

   開 設 年 度：昭和５１年度

   施 設 構 成：１階 中川福祉会館

         ２階 中川児童館

担 当 課 

（健康福祉局） 

高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－２５４２（内線2542） 

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部 青少年家庭課  電話９７２－３２５６（内線3256） 

健康福祉局   ９，１００千円 

子ども青少年局 ９，０００千円 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）一時保護所の環境整備等調査 草案頁 27頁 

予 定 額 １１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  一時保護児童の状況・特性に合わせた個別的な支援を推進するため、

令和５年度の一時保護所等のあり方調査や新たな一時保護所独自の設

備・運営基準を踏まえ、一時保護所の環境及び体制整備等の調査を実

施する。 

２ 内 容 

（１）多様な一時保護先の検討 

（２）既設一時保護所における個室化等の検討 

（３）個別支援充実の検討 

（参考） 

○一時保護所の設置か所数および定員 

３か所、75人 

 ○一時保護件数 

令和２年度 1,466件(一時保護所1,046件、委託一時保護420件) 

令和３年度 1,828件(一時保護所1,135件、委託一時保護693件) 

  令和４年度 1,844件(一時保護所1,138件、委託一時保護706件)

担 当 課  子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２６２６（内線2626）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）保育指導・監査における専門的財

務監査体制の強化 
草案頁 27頁 

予 定 額 １１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  財務に関する専門的知見を有する公認会計士等に、保育所等の財務

状況や、会計処理などを調査させることにより、事前に運営状況を的

確に把握することで、本市の指導力の強化を図り、保育所等の安定的

な運営につなげる。 

２ 内 容 

（１）公認会計士等の専門的な知見・経験を有する者の視点から指導監

査時の着眼点や監査基準を検討 

（２）受託者による保育所等の財務監査を実施 

３ スケジュール 

 令和６年４～６月 事業者選定 

  令和６年７月 

   ～令和７年３月 財務監査を実施 

担 当 課 保育部保育運営課  電話９７２－３０９５（内線3095） 
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）障害児通所支援事業所等指導監査

体制の強化 
草案頁 27頁 

予 定 額 ９，０００千円

事業の概要 

１ 趣 旨 

  障害児通所支援事業所等利用者の権利擁護等を図るため、指定指導

業務等の一部委託することにより、業務効率化を推進するとともに指

導監査体制の強化を図る。 

２ 内 容 

（１）実地指導業務等の一部委託 

   障害児通所支援事業所等に提出される実地指導事前書類及び改善

報告書等の受理・内容点検業務の委託 

（２）指定の届出業務の一部委託 

   障害児通所支援事業所等より提出される変更届他、障害児通所支

援事業所等の指定に関する届出の受付・処理業務の一部委託 

担 当 課  子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）ヤングケアラー支援の推進 草案頁 27頁 

予 定 額 １０，０５０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ヤングケアラーに関する理解・認識を高めるための広報啓発等に加

え、ヤングケアラーが抱える悩みや問題について気軽に相談できる窓

口を設置する。 

２ 内 容 

（１）ヤングケアラーに関する広報啓発等 

  ア チラシ・ポスター及び動画配信による啓発 

  イ 関係機関（支援者）向け研修の実施 

  ウ オンラインサロン・イベントの実施 

（２）相談窓口の設置（新規） 

ア 概 要 

    ＳＮＳ等を活用し、ヤングケアラーに寄り添った相談対応及び

助言、情報提供を行う。 

  イ 対象者 

市内在住・在学・在勤のヤングケアラー及びその保護者等 

  ウ 開始時期 

令和６年10月（予定） 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３９７８（内線3978）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（継続）民間保育所等への感染症対策改修

費補助 
草案頁 26頁 

予 定 額 ２２，３５９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症拡大期において

も、保育所等が運営を継続できるよう、感染症対策に必要な施設改修

費を補助するもの。 

２ 内 容 

（１）対象施設 

   保育所、認定こども園、地域型保育事業（居宅訪問型保育事業所

を除く） 

（２）補助対象事業 

   非接触型の蛇口の設置、トイレの乾式化、その他感染症対策に資

する改修の実施 

（３）補助基準額 

1,029千円（対象経費の3/4を補助） 

（４）実施か所数 

29か所 

   ※令和５年度までの未実施施設を対象に実施する。 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－３１８２（内線3182） 
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令和６年度主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

事 項 （継続）保健福祉業務運用改善等調査 草案頁 ３１頁 

予 定 額 １０，０００千円 健 康 福 祉 局 ８，０００千円
子ども青少年局 ２，０００千円

事業の概要 

１ 趣旨  

  保健福祉業務に関する各種行政手続の事務処理について、業務改善

に向けた調査を行う。 

行政手続のオンライン化やＩＣＴ活用等による業務効率化を図ると

ともに、各種業務を集中的かつ効率的に処理するセンターの開設に向

けた検討調査を行う。 

業務の効率化により生じた人的余力を高齢者や障害のある方、子育

て世帯等への相談や訪問支援などに振り向けることにより、各種支援

の充実を図る。 

２ 内容 

（１）行政手続のオンライン化にかかる調査 

   保健福祉業務に関する各種行政手続の簡素化 など 

（２）ＩＣＴ活用等にかかる調査 

   業務効率化やコスト削減につながるＤＸや業務改善 など 

（３）センターの開設に向けた調査 

   集約化による窓口等での相談支援の充実 など 

担 当 課 

（健康福祉局） 

監査課    電話９７２－２５１０（内線2510） 

（子ども青少年局） 

企画経理課  電話９７２－３０８０（内線3080）
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令和６年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （参考）子どもの未来全力応援 先導的取組 草案頁    

予 定 額 ３，５３２，９９７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  若者人口が急激に減少する2030年代に入るまでのこれからの６～７

年が少子化傾向を反転できるかのラストチャンスであることを踏ま

え、子どもや若者、子育て家庭、社会を対象とした広範な課題への対

応を「７つの柱」として取りまとめた。 

  令和６年度における先導的取組として早急に着手・実施すべき事業

について、局横断的に取り組むことにより、子ども・若者・子育て家

庭を全力で応援するとともに、子育てしやすい社会環境づくりを進め

ていくもの。 

２ 内 容（７つの柱） 

 《若者》 

 （１）出会いや結婚の希望をかなえる支援 【子ども青少年局】 

 《子育て家庭》 

 （２）多子（第二子以降）世帯支援 【子ども青少年局】 

 （３）教育費の負担軽減 【子ども青少年局・教育委員会事務局】 

 （４）なごや子ども住まいるプロジェクトの推進 【住宅都市局】 

 （５）産前産後コネクトサポート  

    ～妊娠前からの切れ目のない相談支援～ 【子ども青少年局】 

 《子ども》 

 （６）キャリア教育パッケージ ～学校内外での取組み～ 

【経済局・子ども青少年局・教育委員会事務局】

 《社会》 

 （７）意識啓発・社会環境づくり 

【観光文化交流局・緑政土木局・教育委員会事務局・交通局】

担 当 課 企画経理課 電話９７２－３０８０（内線3080） 
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若 者 子育て家庭

子ども

出会いや結婚の希望をかなえる支援 多子(第二子以降)世帯支援

産前産後コネクトサポート
～妊娠前からの切れ目のない相談支援～

キャリア教育パッケージ ～学校内外での取組み～

◎ライフデザインセミナー及びワークショップ【子青】

◎婚活イベント及び事前セミナー【子青】
◎留守家庭児童健全育成事業(多子世帯減免助成)【子青】

◎プレコンセプションケアの推進に係る啓発【子青】

〇子育て応援拠点（訪問支援か所数増）【子青】

◎子どもの体験活動拠点の設置に向けた調査【子青】

〇施設入所児童の自立支援【子青】

〇一時保護所における児童への体験活動等の充実【子青】

◎キャリアタイムの実施【教育】

〔0.6億円〕

子どもの未来全力応援 先導的取組【令和６年度新規・拡充事業】

〇ナゴヤ・スクール・イノベーション事業【教育】

〇キャリアサポート事業【教育】

〇日本語指導が必要な児童生徒の支援【教育】

〔8億円〕

〔23億円〕

〔予算案 35億円〕

〇就学援助所得基準額の変更【教育】

〇私立高等学校授業料補助【教育】

◎図書館における赤ちゃんへの絵本プレゼント事業【教育】

〇小中高生起業家人材育成事業【経済】

教育費の負担軽減

社会

意識啓発・社会環境づくり

◎こどもファスト・トラックの名古屋城導入実証実験【観文】

◎地域の身近な公園再整備計画の検討【緑土】〔3.8億円〕

◎子ども・子育てのサポート（子ども・子育てサポートベンチの
設置(駅構内)、授乳室の設置）【交通】

なごや子ども住まいるプロジェクトの推進

〇市営住宅一般募集における子育て・若年向募集枠の対象世
帯の拡充【住都】

〇定住促進住宅の家賃減額の対象世帯拡充【住都】

◎市公社賃貸住宅に対する家賃減額補助【住都】

◎セーフティネット住宅の子育て世帯専用住戸に対する家賃
減額補助【住都】

◎良質な中古住宅を取得する際の融資に対する利子補給【住都】

◎住まいの安全性の向上に関する改修費補助【住都】

◎ひとり親家庭等への大学受験料等補助【子青】

（注）◎：新規事業 〇拡充事業

〇学校運営費の拡充【教育】

-
 
5
6
 
-



令和6年度主な施策等一覧（住宅都市局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 四間道・那古野地区の景観まちづくりの推進 19,200 1

なごや子ども住まいるプロジェクトの推進 39,190 3

地域のニーズに応じた移動環境の形成 26,700 5

拡 充
リニア中央新幹線開業に向けたまちづくりの
推進

2,157,320 6

中志段味地区事業費補助 1,615,193 8

名古屋城三の丸地区まちづくりの推進 10,000 10

金山駅周辺まちづくりの推進 50,000 12

熱田神宮周辺まちづくりの推進 50,800 14

ウォーカブルなまちづくりの推進 54,648 16

中川運河再生計画の推進 49,274 18

ガイドウェイバス志段味線の設備改修費等補
助及び貸付

857,951 20

新たな路面公共交通システムの導入準備 609,840 22

継 続 民間建築物の耐震化 673,920 23

ガイドウェイバス志段味線への自動運転技術
導入検討

258,000 24





 

 

令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（新規）四間道・那古野地区の景観まちづ

くりの推進 
草案頁 59頁 

予 定 額 １９，２００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

四間道・那古野地区は、名古屋駅と名古屋城を結ぶ中間に位置し、

都心でありながら特色ある町並みが残る貴重な地域である。当地区

においては、景観まちづくりの取り組みとして、特に良好な景観の

形成を進める都市景観形成地区の指定や、地域による那古野一丁目

地区景観協定を認可し、良好な景観形成の取り組みを実施してき

た。地域においても景観形成に対する機運が高まってきており、今

後は地域の特性を活かした良好な景観形成として電線類地中化・道

路美装化を進めるとともに、さらなる景観誘導支援を図りながら、

ウォーカブルなまちづくりを推進する。 

 

２ 事業内容 

（１）電線類地中化・道路美装化 

これまでの電線類地中化及び道路美装化の基本計画検討をもと

に、四間道において工事施工に向けた測量及び詳細設計を実施す

る。 

 

（２）景観誘導支援 新規 

歴史資源と住環境の調和がとれた町並みを保全するため、これま

での景観まちづくりの取り組みを推進するとともに、新たに四間道

都市景観形成地区及び那古野一丁目地区景観協定区域にある建物

の外観について、一定のルールに基づいて行う新築や改修等の整備

費用の一部を、建物所有者等に対し支援する。 

担 当 課 
都市計画部ウォーカブル・景観推進室   

電話９７２－２７３１（内線２７３１） 
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令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（新規）なごや子ども住まいるプロジェク 

トの推進 
草案頁 60頁 

予 定 額 ３９，１９０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

子育て世帯の笑顔あふれる安心・ゆとりある住環境づくりを進め

るため、官民の多様な住宅ストックを活用し、子育て世帯のライフ

ステージに応じた切れ目のない住まい支援策をパッケージ展開す

る。 

 

２ 事業内容 

（１） 全ての住宅を対象とした支援 

・住まいの安全性の向上に関する改修費補助 新規 

（２）民間住宅を活用した支援 

・セーフティネット住宅の子育て世帯専用住戸に対する家賃

減額補助 新規 

・良質な中古住宅を取得する際の融資に対する利子補給 新規 

（３）公的賃貸住宅を活用した支援 

・市公社賃貸住宅に対する家賃減額補助 新規 

・市営住宅一般募集における子育て・若年向募集枠の対象世帯 

の拡充 拡充※ 

・定住促進住宅の家賃減額の対象世帯拡充 拡充※ 

 

※予定額に含まない 

担 当 課 
住宅部住宅企画課 

電話９７２－２９４１（内線２９４１）   
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（参考）なごや子ども住まいるプロジェクトの推進 
 事 項 主な内容 

全

て

の

住

宅 

住まいの安全性の向上に関

する改修費補助 

１２歳以下の子がいる世帯等を対象に、転落防

止手すりやダイヤル付クレセント錠の設置工事

などに対して、工事費の１／２（最大２０万円／

戸）の補助を実施 

民

間

住

宅 

セーフティネット住宅の子

育て世帯専用住戸に対する

家賃減額補助 

１８歳以下の子がいる世帯等が入居する子育て

世帯専用住戸に対して、入居世帯の所得に応じ

た最大６年間の家賃減額補助（上限：月額４万円

／戸）を実施 

良質な中古住宅を取得する

際の融資に対する利子補給 

フラット35S等を利用して市内の中古住宅を取

得する１８歳以下の子がいる世帯等を対象に、

最大５年間の利子補給（年０．２５％分）を実施 

公

的

賃

貸

住

宅 

市公社賃貸住宅に対する家

賃減額補助 

１８歳以下の子がいる世帯等を対象に、家賃２

０％減額（上限：月額４万円／戸）を最大１０年

間実施 

市営住宅一般募集における

子育て・若年向募集枠の対

象世帯の拡充 

中学校修了前の子がいる世帯または３５歳以下

の夫婦のみの世帯としていた募集対象世帯を、

１８歳以下の子がいる世帯等または４０歳以下

の夫婦のみの世帯に拡充 

定住促進住宅の家賃減額の

対象世帯拡充 

小学校就学前の子がいる世帯を対象に実施して

いる家賃２０％減額について、新規入居世帯を

対象に１８歳以下の子がいる世帯等に拡充し、

最大１０年間実施 
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令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（新規）地域のニーズに応じた移動環境の

形成 
草案頁 62頁 

予 定 額 ２２，７００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

今後も人口減少や高齢化の進展など、公共交通を取り巻く環境が

厳しいものになることが見込まれる中で、公共交通空白地などにお

いて、買い物などの日常の移動に不便を感じている方への対応が課

題となっている。 

このため、地域発意による交通課題解決に向けた取り組みへの支

援制度を構築し、準備段階から運行に至るまで一貫して支援をする

ことで、地域のニーズに応じた移動手段の確保・充実をはかる。 

 

２ 事業内容 

公共交通空白地において、交通支援制度の構築とモデルケースで

の実証実験を行う。 

（１）交通支援制度の構築 

・地域の移動状況の把握や運行内容の検討など、新たな移動手

段の導入に関する準備段階の取り組みに対する支援 

・運行段階に対する支援の仕組みづくりの検討 

（２）モデルケースでの実証実験 

・公共交通空白地である港区西福田学区におけるデマンド交 

通による実証実験 

   

担 当 課 
都市計画部交通企画課           

電話 ９７２－２７４３（内線２７４３）      
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令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（拡充）リニア中央新幹線開業に向けた 

まちづくりの推進 
草案頁 58頁 

予 定 額 ２,１５７,３２０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

リニア中央新幹線開業に向けたまちづくりについては、「名古屋

駅駅前広場の再整備プラン（中間とりまとめ）」や「リニア駅周辺

のまちづくりの方向性（中間とりまとめ）」等の計画を踏まえ、関

係機関等との協議及び計画の検討を進めているところである。 

令和６年度は、名古屋駅ターミナル機能の強化として、東側駅前

広場についてはデザイン計画に基づく詳細設計を実施し、西側駅

前広場についてはリニア開業、アジア・アジアパラ競技大会開催時

に向けた本格的な工事に着手する。 

また、名古屋駅周辺まちづくりの推進について、「人々が集い、

憩い、交流する広場が中心にあるまち」の実現に向けた検討を実施

する。 

 

２ 事業内容 

（１）名古屋駅ターミナル機能の強化 

・東側駅前広場の各施設の設計やポンプ所整備工事、地下歩 

行者空間設計・工事 

・西側駅前広場における平面レベルの工事・補償等、目指す 

姿の関係者協議・施設配置検討 

・西側エリアのにぎわい創出方策検討 など 

 

（２）名古屋駅周辺まちづくりの推進 

・リニア駅周辺の面的整備の検討 

  

担 当 課 

リニア関連都心開発部 リニア関連・名駅周辺開発推進課 

電話９７２－３９８９（内線３９８９） 

名駅ターミナル整備室 

電話９７２－３９８３（内線３９８３） 
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箇所図 

 

 

西側駅前広場リニア開業時の完成イメージ 東側地下広場のイメージ 
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令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （拡充）中志段味地区事業費補助 草案頁 58頁 

予 定 額 １,６１５,１９３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

組合施行による中志段味特定土地区画整理事業においては、事

業再建が進められており、令和５年度は、施行地区縮小や再減歩

を踏まえた仮換地の再指定が総代会で議決され、仮換地が決定さ

れたところである。 

令和６年度においては、組合が工事を再開し、都市計画道路の

整備等に着手することから、公共施設整備に係る費用の助成を実

施し、組合区画整理事業を推進する。 

 

 

２ 事業内容 

 中志段味特定土地区画整理組合が実施する都市計画道路中志段

味線・区画道路・水路・調整池等の公共施設の整備に係る費用を

助成 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
都市整備部市街地整備課           

電話 ９７２－２７６４（内線２７６４）      
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中志段味特定土地区画整理事業 区域図 

 
 

 

 

 
500m 0m 100m 

凡例 

施行地区 約 148ha 
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令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（拡充）名古屋城三の丸地区まちづくりの 

推進 
草案頁 59頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 名古屋城三の丸地区は、名古屋城の郭内に位置し、都市計画や独

自の建築ルールにより緑豊かな官庁街が形成されているが、名古屋

城と都心部との賑わいの連続性確保などの課題が生じている。あわ

せて、名古屋城三の丸地区では、建築物が更新期を迎えつつあるこ

とから、今後のあるべき姿について検討するべき時期に来ている。 

 

そこで、ポストリニアを見据え、民間活力の導入も視野に、恵ま

れた立地条件や地域資源を活かして戦略的にまちづくりを推進し

ていくため、地区の将来像や建築ルールのあり方等を検討し、まち

づくり構想案を作成する。 

 

 

２ 事業内容 

・まちづくり構想案の作成 

・有識者等によるまちづくり懇談会の開催 

・まちづくりに向けた社会実験の実施 

・建築ルール等のあり方の検討  

担 当 課 

リニア関連都心開発部都心まちづくり課           

電話９７２－２７５６（内線２７５６）  

都市計画部都市計画課           

電話９７２－２７４１（内線２７４１） 
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名古屋城三の丸地区 位置図 

 

 
 

名古屋城三の丸地区 

N 

名 古 屋 城 
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令和６年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （拡充）金山駅周辺まちづくりの推進 草案頁 59頁 

予 定 額 ５０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

金山駅周辺においては、にぎわいや文化芸術とともに界隈性を備

えた、名古屋駅や栄とは異なる第３の拠点を目指し、アスナル金山

の再整備や市民会館の改築を核として、まちづくりのコンセプトの

実現とウォーカブルなまちの形成による金山らしいまちづくりの

展開を図る。 

令和６年度は、アスナル金山再整備に向けた事業協力者の公募

等、事業の具体化を進めるとともに、まちづくり計画の策定により

ハード整備とソフト施策が連携した一体的なまちづくりの推進を

図る。 

また、地区の南北を結ぶ連絡通路橋について、多くの来訪者が訪

れるアジア・アジアパラ競技大会を見据えたリニューアルを行う。 

２ 事業内容 

（１）金山駅周辺整備の事業化推進 

・事業協力者公募及びまちづくり計画策定 

・まちづくりのコンセプトの実現に向けた施策の具体化検討 

・ウォーカブル空間の形成に向けた検討 

（２）金山総合駅連絡通路橋リニューアル 

  ・機能向上を含むリニューアル工事の設計 

（３）エリア防災計画の推進 

  ・退避施設等の確保 

・帰宅困難者対策協議会の運営等 

 

 

担 当 課 
都市整備部まちづくり企画課 

電話９７２－２７３９（内線２７３９）       
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[説明図] 

- 13 -



令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （拡充）熱田神宮周辺まちづくりの推進 草案頁 59頁 

予 定 額 ５０，８００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

年間７００万人超が来訪する熱田神宮の周辺においては、地域団

体活動の活発化や駅前における民間開発の動きなど、来訪者のため

のまちづくりの機運が高まっている。 

この機を捉え、歴史・文化などの地域資源や周辺拠点との周遊・

連携により、地域全体での魅力向上をはかるためのまちづくりを推

進する。 

そのために熱田神宮周辺まちづくりビジョンを官民連携で策定・

公表するとともに、熱田区役所南地区において、市街地再開発事業

の具体化を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）熱田神宮周辺まちづくりビジョンの公表等 

・官民連携によるエリアプラットフォームの組成 

・まちづくりビジョンの策定・公表 

・熱田神宮駅前における公共空間のあり方検討 

（２）熱田区役所南地区における事業化推進 

・市街地再開発事業の概略プラン、収支計画モデル等の構築 

・地区内地権者との協議調整等 

・市有地の維持管理 

担 当 課 
都市整備部まちづくり企画課           

電話９７２－２９５５（内線２９５５）      
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[箇所図] 
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令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （拡充）ウォーカブルなまちづくりの推進 草案頁 59頁 

予 定 額 ５４，６４８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和５年度策定予定のウォーカブル戦略にもとづき、 

サードプレイス
居心地の良い特別な場所

あふれる「ＮＡＧＯＹＡ」 

-居心地の良さで選ばれるまち- 

を目指すまちの姿として、有効活用しきれていない官民の様々な

既存ストックを新たな魅力や価値を生み出す地域資源として活用

し、回遊性や賑わいを面的に広げ、居心地が良く歩きたくなるウォ

ーカブルなまちの実現に向けた取り組みを進めていく。 

２ 事業内容 

（１）エリアリノベーションの促進  

有効利用しきれていない既存建物の低層部等を地域の賑わいや

コミュニティ活性化に資する場となるようリノベーションし、エリ

ア内の連鎖につなげていくエリアリノベーション促進事業を実施 

（２）賑わいの場としての公開空地等の再生 

「Nagoyaまちなかオープンスペース制度」等により、憩いや賑わ

いが生み出される高質な空間づくりを誘導し、活用を促進 

（３）地域が主体的に行うまちづくりの推進 

地域が主体的に行うまちづくりにおいて、既存ストックをリノベ

ーションやマネジメントする人材・団体の育成や活動を支援 

（４）低未利用土地の暫定活用誘導 新規 

都心部の低未利用となっている土地における居心地の良い空間

や賑わいを創出する暫定的な活用を誘導するための方策を検討 

（５）都市景観形成地区におけるアイレベルデザイン誘導 新規 

景観形成基準により設けられた壁面後退区域を滞在したくなる

空間となるよう、地域との合意形成を図りながら順次基準を見直す

とともに、滞在快適性向上に資する整

備への支援を実施 

担 当 課 
都市計画部ウォーカブル・景観推進室   

電話９７２－２７３１（内線２７３１） 
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取り組みのイメージ 

 

（１）エリアリノベーションの促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）賑わいの場としての公開空地等の再生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）都市景観形成地区におけるアイレベルデザイン誘導 

 

 

 

制度運用による活用イメージ 活用事例 

名古屋まちづくり公社が、

市と地域のまちづくり団体

と連携・協力して実施 

現状の景観形成基準 

モデル実施 

試行実施の様子 
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令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （拡充）中川運河再生計画の推進 草案頁 59頁 

予 定 額 ４９，２７４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 都心の希少な水辺である中川運河において、運河が有する資源を

活かしたウォーカブルなまちづくりの実現に向けて、更新した中川

運河再生計画に基づき、再生を推進している。 

特に、にぎわいゾーンでは、行政において堀止地区でのにぎわい

施設の誘導や民間まちづくりを促進するファンド創設が進むとと

もに、民間事業者において大規模なイベントが開催されるなど、再

生の加速化が着実に図られている。 

そこで、こうした動きを更に加速化するため、今後の中川運河の

再生の核となる拠点の早期形成に向けて、名古屋港管理組合ととも

に社会実験を実施し、官民連携による開発へとつなげていく。 

  

２ 事業内容 

・名古屋市初となる広大な水辺での交流創造拠点形成に向けた

社会実験を実施し、各拠点に必要な機能・運営スキームを検討 

 ・松重閘門周辺エリアの活性化に向けた社会実験の実施、及び民

間活力の導入検討 

・堀止緑地における質の高いにぎわい空間創出に向けた社会実

験を実施し、中部地区で実例のない公共還元型の港湾緑地の導

入を検討  

  

担 当 課 
都市整備部名港開発振興課           

電話９７２－２７１６（内線２７１６）      
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［社会実験実施箇所］ 
 

 

 

⻑良橋 
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令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（拡充）ガイドウェイバス志段味線の設備 

    改修費等補助及び貸付 
草案頁 62頁 

予 定 額 ８５７，９５１千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

ガイドウェイバス志段味線（愛称：ゆとりーとライン）は、本市

北東部における基幹的な公共交通インフラであるが、新型コロナウ

イルス感染症の収束に伴い旅客運輸収入は回復傾向にあるものの、

新型コロナウイルス感染症の拡大以前と比較して減少している。 

全国的にも、地域公共交通の置かれた状況は厳しいものであり、

国においても、改正地域交通法で、「市町村は、公共交通事業者等

その他の関係者と協力し、相互に密接な連携を図りつつ主体的に地

域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交

通の活性化及び再生に取り組むように努めなければならない」と定

めているところである。 

ガイドウェイバスの安心・安全な運行には、名古屋ガイドウェイ

バス株式会社の安定的な経営が不可欠であるが、本市としても地域

の移動を支える基幹的な公共交通を維持・確保していくために、会

社の厳しい財務状況を踏まえ、設備改修や車両修繕に係る経費、ま

た、運行に係る経費について必要な補助及び貸付を行う。 

  

２ 事業内容  

 名古屋ガイドウェイバス株式会社が実施する設備改修及び車両修

繕に要する経費等の補助及び貸付を行う。  

（１）設備改修費補助 

（２）車両修繕費補助 

（３）運営資金貸付 

担 当 課 
都市計画部交通事業推進室  

電話９７２－２７９１（内線２７９１） 
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（参考） 

１ ガイドウェイバス志段味線の概要 

高架専用軌道区間と平面一般道路区間を同一車両で走行するデュアルモードを備えたガイド

ウェイバスシステムを日本で初めて導入した公共交通機関として、平成１３年３月２３日に開業 

 高架専用軌道区間 平面一般道路区間 

適用法規 軌道法（軌道事業） 道路運送法（一般旅客自動車運送事業） 

運行主体 名古屋ガイドウェイバス株式会社 名古屋市交通局 

 

路線概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ガイドウェイバス高架区間の利用人員の推移 

 

12,247
10,738 

0

5,000

10,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

人/日

地下鉄名城線 
大曽根 

砂田橋 

守山 

ナゴヤドーム前矢田 

白沢渓谷 

川村 

小幡緑地 川宮 

金屋 

志段味支所北 
吉根 

高蔵寺方面 

中志段味 ☆ 

名古屋市 

高架部（大曽根～小幡緑地） 

延長：6.8km 

駅数：9駅 

凡 例 

高架部 

高架部駅 

平面部 
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令和 6 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（拡充）新たな路面公共交通システムの 

    導入準備 
草案頁 62頁 

予 定 額 ６０９，８４０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

新たな路面公共交通システムＳＲＴは、名古屋都心部の賑いや回

遊性の向上、また公共交通・歩行者中心のウォーカブルな空間形成

を目指し、連節バスの体験乗車やテラス型の乗降・待合空間の社会

実験を行いながら、令和７年度の「東西ルート（名古屋駅－栄間）」

の運行開始に向けて準備を進めてきた。 

令和６年度は、引き続き「東西ルート」の運行準備として、乗降・

待合空間の整備や車両の製造などを行う。また、「周回ルート」の

一部として、アジア・アジアパラ競技大会時に導入を目指す名古屋

駅－名古屋城の運行に係る連節バスの発注や運行に向けた地元・関

係機関との協議等を進める。 

 

２ 事業内容 

（１）乗降・待合空間の整備 

東西ルートである広小路通を中心に、テラス型乗降・待合空

間等の整備を行う。 

（２）トータルデザイン実装等 

トータルデザインを施した車両の製造やＳＲＴの運行に必

要な機器等の設置を行う。 

（３）連節バス２台の製造 

債務負担行為 

期間：令和７年度 

限度額：２６０百万円 

担 当 課 
都市計画部交通事業推進室 

電話９７２－２７４４（内線２７４４） 
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令和６年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （継続）民間建築物の耐震化 草案頁 38頁 

予 定 額 ６７３，９２０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

大規模地震災害における建物倒壊などの被害を軽減するため、 

昭和５６年５月以前に着工された民間住宅及び民間建築物のうち、

耐震性が不十分なものについて、耐震化の促進を図る。 

 

２ 事業内容 

(１) 民間住宅等の耐震対策 

木造住宅及び非木造住宅（マンション・共同住宅等）について

耐震改修工事等にかかる費用の一部を助成するとともに、戸建 

木造住宅除却助成については、居住要件を廃止する。 

(２) 民間建築物の耐震対策 

多数の者が利用する建築物※1及び耐震診断義務付け建築物※2 

について、耐震改修工事等にかかる費用の一部を助成する。 
 

※１ 建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条第1号に定められた一定規模以上の学校・

病院・劇場などの建築物 

※２ 要緊急安全確認大規模建築物（店舗・ホテル等の不特定多数の者が利用する大規模な  

建築物など）及び、要安全確認計画記載建築物（緊急輸送道路の沿道建築物など） 

担 当 課 
都市整備部耐震化支援室  

電話９７２－２７８６（内線２７８６）      
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LiDAR(前方、側方用) 

LiDAR(前方用) 

令和６年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（継続）ガイドウェイバス志段味線への 

自動運転技術導入検討 
草案頁 62頁 

予 定 額 ２５８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

本市北東部の基幹的な公共交通機関であるガイドウェイバス志

段味線（愛称:ゆとりーとライン）については、志段味地区全体の

まちづくりが進む中で、将来の輸送力増強やノンステップ化への対

応を図るため、現行のガイドウェイバスシステムに代わる自動運転

技術を活用した新たなシステムの導入を検討している。 

令和６年度は、自動車メーカーはじめ関係する事業者や機関等と

の協議・調整を行いつつ、次期バス車両について、専用の実験車両

の製作に向け、コンセプトを作成し設計を進めるとともに、走行路、

事業スキームについても具体化に向けた検討を進める。 

 

２ 事業内容 

（１）次期バス車両の実験車両のコンセプト作成・設計 

（２）バス専用道（高架構造物）の改修設計基準等作成 

（３）新しい輸送システム導入に向けた事業スキームの検討 

 

 

 

担 当 課 
都市計画部交通事業推進室 

電話９７２－２７３０（内線２７３０） 

 

カメラ（障害物用） 

磁気センサ 

実験車両イメージ 

GNSS 
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令和６年度主な施策等一覧（緑政土木局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 地域の身近な公園再整備計画の検討 10,500 1

有機農業支援事業 4,700 2

拡 充 自転車利用環境整備 269,814 3

公共土木インフラの管理業務等におけるＤＸ
の推進

240,950 4

技術職員等の研修の充実 9,312 5

なごやさい・伝統野菜のＰＲ 14,000 6

継 続 堀川圏域の水質浄化 24,000 7

東山動植物園の脱炭素化に向けた取組み 36,000 8





－１－ 

令和６年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 
（新規）地域の身近な公園再整備計画の 

検討 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 １０，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 子育て支援施策の一環として、地域のニーズを踏まえた身近 

な公園の再整備を効果的に進めていくための計画づくりを行う 

もの。 

２ 内 容 

 ・公園の利用状況、施設の現況やニーズの調査 

 ・子どもや子育て世代、地域住民に望まれる公園の再整備方針 

の検討 

 ・事業優先度の検討 

 ・上記を踏まえた公園再整備計画づくり 

担 当 課 緑地部 緑地事業課        電話 ９７２－２４８６ 



－２－ 

令和６年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （新規）有機農業支援事業 草案頁 ７２頁 

予 定 額 ４，７００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  農薬や化学肥料を使用せずに栽培した米を学校給食に提供す 

ることで、環境にやさしく安全で良質な農産物を供給する有機 

農業をＰＲする。令和６年度は、従来の農業に比べて増加する 

分の栽培に要する経費を生産者に支援する。 

２ 内 容 

 ・有機農法による米の栽培に要する経費の支援 

担 当 課 都市農業課            電話 ９７２－２４６６



－３－ 

令和６年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （拡充）自転車利用環境整備 草案頁 ６１頁 

予 定 額 ２６９，８１４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  名古屋市は、“自転車があらゆる場面で活きているまち” 

を目標とする「名古屋市自転車活用推進計画」を策定し、そ 

の目指すべき姿の実現のための施策の一つとして、「計画的 

な自転車通行空間の整備」を定めている。そこで、整備優先 

度の高い路線として「名古屋市自転車通行空間ネットワーク 

計画」約１１０㎞を策定し、整備を推進している。 

令和６年度からは、自転車交通量や自転車関連事故の多い 

路線のほか、特に自転車を観光に活用できる主要駅や観光地 

を結ぶ自転車通行空間ネットワークについての整備を推進す 

る。 

２ 内 容 

・自転車通行空間の整備 

担 当 課 路政部 自転車利用課       電話 ９７２－２８７１



－４－ 

令和６年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 
（拡充）公共土木インフラの管理業務等に

おけるＤＸの推進 
草案頁 ６２頁 

予 定 額 ２４０，９５０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

市民・事業者の利便性向上、職員の働き方改革を目的に、建 

設現場における手続きや局所管施設管理の電子化等のインフラ 

分野におけるＤＸを推進するため、システム基盤を構築すると 

ともに、オンライン申請、施設点検及び現場管理等の環境整備 

を行う。 

２ 内 容 

（１）システム基盤構築            （技術指導課) 

・土木積算システムの更新 

・建設ＣＡＬＳシステム改修 

・インフラＤＸ基盤システム構築 

・ＤＸの施策推進に係る基盤整備 

（２）オンライン申請等 

・道路占用許可等のオンライン電子申請    （道路管理課) 

・スポーツ・レクリエーション情報システム 

の再構築等                （緑地管理課) 

・愛護会管理台帳システムの検討      （緑地利活用課）

（３）ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ（施設点検）（緑地維持課）

・街路樹維持管理台帳システムの構築 

（４）ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ（現場管理）（技術指導課) 

・ＤＸの施策推進に係る環境整備 

担 当 課 

技術指導課            電話 ９７２－２８１３ 
路政部 道路管理課        電話 ９７２－２８４９ 
緑地部 緑地管理課        電話 ９７２－２４７２ 

 緑地利活用課       電話 ９７２－２４９２ 
 緑地維持課        電話 ９７２－２４９４ 



－５－ 

令和６年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （拡充）技術職員等の研修の充実 草案頁 ６２頁 

予 定 額 ９，３１２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

建設に関わる官民双方の担い手確保、育成を目的に、各種技 

術系研修を実施するためのテクニカルセンター（仮称）の設置 

について検討を行う。 

また、インフラ分野におけるＤＸを推進するため、必要不可 

欠なツールであるＣＡＤ等の操作研修を実施する。 

２ 内 容 

・テクニカルセンター（仮称）の設置検討 

 ・ＣＡＤ等の操作研修の実施 

担 当 課 技術指導課            電話 ９７２－２８１２



－６－ 

令和６年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （拡充）なごやさい・伝統野菜のＰＲ 草案頁 ７２頁 

予 定 額 １４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

地産地消の推進を図るため、なごやさい・伝統野菜の認知 

度向上と、都心部での農とのふれあいを目的としたイベント 

を実施する。 

２ 内 容 

・都心部において、なごやさいや伝統野菜を中心としたマル 

シェを開催 

担 当 課 都市農業課            電話 ９７２－２４６６ 



－７－ 

令和６年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 （継続）堀川圏域の水質浄化 草案頁 ４０頁 

予 定 額 ２４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

堀川・新堀川では、緑政土木局、環境局、上下水道局の三局 

が連携し、さらなる水質改善に向けた対策を進めている。 

令和６年度は、新堀川の新たな水源確保のため、堀川から新 

堀川への導水に係る検討を実施する。 

２ 内 容 

・堀川から新堀川への導水に係る検討 

担 当 課 河川部 河川計画課        電話 ９７２－２８２３ 



－８－ 

令和６年度主な施策等一覧

緑政土木局 

事 項 
（継続）東山動植物園の脱炭素化に向けた

取組み 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 ３６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

国は２０３０年度には２０１３年度比で温室効果ガス排出 

 量４６％削減、２０５０年にはカーボンニュートラルの実現 

を目標とするなど、脱炭素化の動きが加速している。「生命 

（いのち）をつなぐ－持続可能な地球環境を次世代に－」を 

基本理念に掲げる東山動植物園においても脱炭素化に取り組 

むために、令和５年度にはエネルギー使用量等の現況調査を 

行っている。 

令和６年度は取り組みを推進するための基本計画を策定す 

る。 

２ 内 容 

・東山動植物園脱炭素化基本計画の策定 

担 当 課 東山総合公園 管理課       電話 ７８２－２１１１ 



令和６年度主な施策等一覧（消防局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 火災予防関係事務におけるＤＸの推進 7,932 1

拡 充 消防団活動用救命ボートの購入 9,785 2

起震車の購入 81,752 3

継 続 消防署リニューアル改修等 182,540 4

出張所リニューアル改修 280,180 5

消防署メンテナンス改修 49,830 6

消防救急デジタル無線更新の実施設計 40,000 7

救急隊増隊に伴う消防車両の購入 42,289 8

消防団詰所の整備 191,121 9

消防団車両の購入 138,499 10

戸別訪問による防災用品を活用した地域防災
力向上促進事業

274,530 11





－１－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 
（新規）火災予防関係事務におけるＤＸの

推進 
草案頁 ３５頁 

予 定 額 ７,９３２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  名古屋市役所ＤＸ推進方針に基づき、火災予防関係事務のＤＸ

の推進のため、関連したシステムを構築する。 

２ 事業概要 

  防火・防災管理に関する講習のオンライン化を行うとともに、

火災予防関係事務に係る手数料の納付について、キャッシュレス

決済を導入する。 

３ スケジュール 

 ⑴ 防火・防災管理に関する講習のオンライン化 

   ・令和６年度 システム構築 

   ・令和７年度 運用開始 

 ⑵ キャッシュレス決済の導入 

   （火災予防関係事務に係る手数料の納付） 

   令和６年度 システム構築及び運用開始 

担 当 課 
予防部予防課 電話９７２－３５４２（内線：３５４２） 

予防部規制課 電話９７２－３５４９（内線：３５４９）



－２－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （拡充）消防団活動用救命ボートの購入 草案頁 ３６頁 

予 定 額 ９，７８５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  想定し得る最大規模の災害対策として、市内全域で風水害対応

ができる体制を整備するために救命ボートを購入し、消防団に対

して配置を行う。 

２ 整備概要 

  洪水・内水氾濫の浸水想定区域となる学区への応援体制を図る

ために新規配置する。 

３ 整備艇数 

  ３４艇 

担 当 課 総務部消防団課  電話９７２－３５８６（内線：３５８６） 



－３－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （拡充）起震車の購入 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ８１，７５２千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

  大規模地震による被害軽減のため、市民の防災意識の向上と危

機意識の醸成を図ることのできる起震車を更新する。 

２ 更新概要  

  名古屋市域内で市民参加の防火・防災行事や学校、事業所、町

内会等における防火・防災教育及び訓練にて啓発活動を行ってい

る「ぐらぐら２」を更新する。また、今まで以上の迫力と臨場感

のある体験ができるよう、新たにVRを導入することにより、防災

意識の向上と危機感の醸成につなげるための機能強化を行う。 

           VR起震車体験 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２－３５４３（内線：３５４３） 



－４－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （継続）消防署リニューアル改修等 草案頁 ３５頁 

予 定 額 １８２，５４０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  概ね築４０年を経過した消防署について、目標使用年数を見据

えて現在の社会的要求水準を満たすよう整備し、施設の性能・機

能の向上を図る。 

２ 整備概要 

⑴ 施設の機能回復 

⑵ 個室仮眠室の整備 

⑶ 女性消防官の執務環境整備 

３ 対象施設 

⑴ 基本調査 

名東消防署 

⑵ 設計 

南消防署 

⑶ 工事 

中川消防署 

（債務負担行為 期間：令和７～８年度 限度額：１，２０９

百万円） 

担 当 課 総務部施設課   電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 



－５－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （継続）出張所リニューアル改修 草案頁 ３５頁 

予 定 額 ２８０，１８０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  概ね築４０年を経過した消防署出張所について、目標使用年数

を見据えて現在の社会的要求水準を満たすよう整備し、施設の性

能・機能の向上を図る。 

２ 整備概要 

⑴ 施設の機能回復 

⑵ 個室仮眠室の整備 

⑶ 女性消防官の執務環境整備 

３ 対象施設 

⑴ 基本調査 

・ 東山出張所 

・ 大野木出張所 

⑵ 設計 

・ 東築地出張所 

・ 大森出張所 

⑶ 工事 

・ 押切出張所 

・ 星崎出張所 

担 当 課 総務部施設課   電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 



－６－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （継続）消防署メンテナンス改修 草案頁 ３５頁 

予 定 額 ４９，８３０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  概ね築２０年を経過した消防署について、施設の劣化状況等を

もとに設備の改修等をまとめて効率的に行うもので、必要に応じ

て施設の性能・機能の向上を図る。 

２ 整備概要 

⑴ 老朽化した設備の更新等の機能回復 

⑵ 庁舎のLED化等の必要に応じた機能向上 

３ 対象施設 

⑴ 設計 

昭和消防署 

⑵ 工事 

千種消防署 

（債務負担行為 期間：令和７年度 限度額：２３２百万円）

担 当 課 総務部施設課   電話９７２－３５１７（内線：３５１７）



－７－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 
（継続）消防救急デジタル無線更新の実施

設計 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 ４０,０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  平成２７年度から運用している消防救急デジタル無線を更新

するための実施設計を行う。 

２ 事業概要 

令和５年度の消防救急デジタル無線の更新に伴う基本調査の

結果を基に、最新の技術を活用したシステムの設計など、非常災

害時にも強い無線通信システムを構築するための実施設計を行

う。 

３ スケジュール 

  令和５年度   基本調査     

  令和６年度   実施設計         

  令和７～９年度 基地局整備等    

担 当 課 消防部指令課  電話９７２－３５２４（内線：３５２４） 

（参考） 

近隣の７消防本部との

共同運用を予定 



－８－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （継続）救急隊増隊に伴う消防車両の購入 草案頁 ３６頁 

予 定 額 ４２,２８９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  昼間時間帯における救急需要対策のため、救急隊を増隊するこ

とに伴い、救急車を購入し配置する。 

２ 整備車両 

  救急車  １両 

３ スケジュール 

  令和６年度 運用開始 

担 当 課 救急部救急課   電話９７２－３５５２（内線：３５５２）



－９－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （継続）消防団詰所の整備 草案頁 ３６頁 

予 定 額 １９１，１２１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  大規模災害に備え、必要な耐震性を有するとともに、消防団の

装備を収納でき、継続的・長期的な活動を可能とするスペースや

女性団員に配慮した設備を有する消防団詰所を整備する。 

２ 事業内容 

  上記趣旨を踏まえた消防団詰所を整備するとともに、翌年度に

整備の対象となる消防団詰所予定地について、地盤調査、測量等

の基本調査を実施する。 

３ 対象詰所数及びスケジュール 

 ⑴ 令和６年度整備対象詰所：８ヵ所 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

基本調査 設計・工事 
工事 

運用開始 

  （債務負担行為 期間：令和７年度 限度額：２４０百万円）

 ⑵ 令和７年度整備対象詰所：８ヵ所 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基本調査 設計・工事 
工事 

運用開始 

担 当 課 総務部消防団課  電話９７２－３５８６（内線：３５８６） 



－１０－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （継続）消防団車両の購入 草案頁 ３６頁 

予 定 額 １３８，４９９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  大規模災害による被害を軽減するため、消防団の広範囲かつ迅

速な活動を可能とする消防団車両を整備する。 

２ 整備概要 

  大規模災害対応に必要な可搬式ポンプなどの資機材の積載及

び活動人員の搬送が可能な消防団車両を整備する。 

３ 整備車両数 

  １５両 

担 当 課 総務部消防団課  電話９７２－３５８６（内線：３５８６） 



－１１－ 

令和６年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 
（継続）戸別訪問による防災用品を活用 

した地域防災力向上促進事業 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ２７４，５３０千円 

事業の概要 

１ 趣旨  

各世帯を戸別訪問し、防災用品を配付することで家庭における

「命を守る」ための取組みを強力に働きかけ、地域防災力の向上

を図る。 

２ 事業概要  

消防職員等が、各世帯を戸別訪問し、調査票を用い住民と共に

不足している防災力について確認した上で、必要な防災用品を選

択制により配付する。 

これにより、市民一人ひとりによる具体的な防災対策の実践に

つなげ、家庭内における防災力の強化を図る。 

３ 事業規模 

  各区の規模を踏まえて、市内６７学区規模で実施する。 

４ 配付する防災用品（選択制） 

⑴ 家具転倒防止器具 

⑵ 家庭用簡易消火スプレー 

⑶ 感震ブレーカー（おもり式） 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２－３５４３（内線：３５４３）  

戸別訪問の様子 



令和6年度主な施策等一覧（教育委員会）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 小学校統合校の整備 883,848 1

橘小学校等複合化整備事業 33,515 2

上志段味中学校の新設 436,329 3

夜間中学の整備 117,757 4

高等学校改革に向けた多様な学び方の実践 3,860 5

西特別支援学校新校舎整備の設計 7,300 6

教育情報ネットワークシステムの再構築
債務負担行為
(10,807,000)

7

メタバースを活用した支援の実証事業 20,000 9

キャリアタイムの実施 247,246 11

図書館における赤ちゃんへの絵本プレゼン
ト事業

13,000 12

博物館のリニューアル改修等 1,897,271 13

拡 充 学校運営費 6,183,819 14

小学校６年生での35人学級の実施 586,001 15

スチームコンベクションオーブンの導入拡
大

142,015 16

学校施設のバリアフリー化 1,422,400 17

給食調理場空調設備の整備 13,700 18

特別支援学校スクールバスの増車 159,208 19

天白特別支援学校の増築
債務負担行為
(2,541,000)

20

ナゴヤ・スクール・イノベーション事業 125,053 21



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 なごや子ども応援委員会の運営 2,223,001 22

校内の教室以外の居場所づくり 243,916 23

スクリーニングの実施 200,299 24

新たな不登校児童生徒支援方策の策定 12,000 25

キャリアサポート事業 1,440,428 26

看護介助員の配置 151,475 27

学校生活介助アシスタントの派遣 258,276 28

校外学習におけるリフト付きバス等の導入 890 29

日本語指導が必要な児童生徒の支援 295,863 30

小学校への外国人英語指導助手の派遣拡充 244,701 31

グローバル人材を育む和室活用事業 105,176 32

定期健康診断等補助者の拡充 36,343 33

小学校における民間プールを活用した水泳
指導

35,203 34

就学援助における入学準備金 242,544 35

就学援助所得基準額の変更 417,294 36

私立高等学校授業料補助 116,132 37

教職員の働き方改革の推進 415,362 38

部活動外部顧問派遣事業 228,224 39

中学校部活動の見直しの推進 30,000 40



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 生涯学習センターのあり方検討等調査 8,000 41

美術館の魅力向上に向けた調査 3,000 42

無形民俗文化財登録制度 5,000 43

科学館Ｂ６型蒸気機関車等の展示整備 277,623 44

開 設 たかしま小学校 45

若宮高等特別支援学校 46

教育支援センター第３サテライトスクール 47





令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （新規）小学校統合校の整備 草案頁 ４５頁 

予 定 額 ８８３，８４８千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

望ましい学校規模を確保するため、統合校（千種区、中区、港

区、天白区）の整備に係る設計及び工事等を行う。 

（内 容） 

〇内山小学校及び大和小学校（千種区） 

大和小学校の場所における設計を実施 

 〇丸の内小学校（旧御園小学校及び旧名城小学校）（中区） 

旧名城小学校の場所で改修工事を実施 

〇野跡小学校及び稲永小学校（港区） 

 稲永小学校の場所で改修工事を実施 

 〇たかしま小学校（天白区） 

  しまだ小学校の場所で新築工事を実施 

事業費                  （単位：千円） 

区分 令和６年度 債務負担行為の限度額（期間） 

千種 １０，０００   １４２，０００(令和７年度) 

中 ９２，０００ ２，０８５，０００(令和７～８年度) 

港 １０５，０００ ２，４１３，０００(令和７～８年度) 

天白 ６７６，８４８ ３，８９５，０００(令和７～８年度) 

計 ８８３，８４８ ― 

担 当 課 総務部教育環境整備課      電話 ９７２－３２８２ 

-1-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

健 康 福 祉 局

子 ど も 青 少 年 局

事 項 （新規）橘小学校等複合化整備事業 草案頁 

２２頁 

２７頁 

４５頁 

５１頁 

予 定 額 

            教 育 委 員 会 ３３,５１５千円 

３７，５１５千円    健 康 福 祉 局  ２,０００千円 

            子ども青少年局  ２,０００千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

    橘小学校の敷地で橘小学校、中生涯学習センター、前津福祉

会館及び前津児童館の複合施設を民間活力の活用により整備す

る。 

（内 容） 

 １ 建設地 中区橘一丁目（橘小学校現地改築） 

 ２ 建設計画（予定） 

令和６年度    事業者の公募・選定 

           橘小学校仮設校舎の設計等 

  令和６～１０年度 複合施設の設計・工事 

           橘小学校仮設校舎の設置 

  令和１１年度   複合施設の供用開始 

   債務負担行為 

    期間 令和７～１０年度 

    限度額 ９，２８９，０００千円

（内訳）橘小学校      ６，２１１，０００千円 

        中生涯学習センター １，９６１，０００千円 

        前津福祉会館      ３９２，０００千円 

        前津児童館       ７２５，０００千円 

担 当 課 

（教育委員会）総務部教育環境整備課 電話  ９７２－４０９３ 

生涯学習部生涯学習課 電話 ９５０－５０４４ 

（健康福祉局）高齢福祉部高齢福祉課 電話 ９７２－２５４１ 

（子ども青少年局）子ども未来企画部青少年家庭課  電話 ９７２－３２５６ 

-2-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （新規）上志段味中学校の新設 草案頁 ４５頁 

予 定 額 ４３６，３２９千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

過大規模校（３１学級以上）となることが見込まれる志段味

中学校から分離して上志段味中学校を新設する。 

（内 容） 

１ 建設地 守山区大字上志段味字稲堀田新田 

      １７６４番地の１ 

 ２ 施設内容 

  普通教室、特別教室、管理諸室、ランチルーム、 

  体育館兼講堂、武道場、プール等 

３ 建設計画（予定） 

 令和４～５年度 設計、用地取得 

 令和６～７年度 建設 

    令和８年度   開校 

   債務負担行為 

    期間 令和７年度 

    限度額 ４，５７７，０００千円 

担 当 課 総務部教育環境整備課      電話 ９７２－３２８０ 

-3-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （新規）夜間中学の整備 草案頁 ４５頁 

予 定 額 １１７，７５７千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  普通教室及び職員室をはじめ、夜間中学の開校に必要となる

教育環境を整備するとともに、各種説明会及び広報啓発などを

行う。 

（内 容） 

 １ 設置場所 中村区名駅四丁目１９－１ 

 （笹島小学校・笹島中学校内） 

 ２ 開校時期 令和７年４月 

（参 考） 

夜間中学の概要 

 〇授業料 無償 

 〇学 年 １～３年 

 〇授業日 週５日（月～金曜日） 

 〇卒 業 夜間中学の教育課程を修了すれば中学校卒業と 

なる 

 ○名 称 なごやか中学校 

担 当 課 
 新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進室 

電話 ２５３－７９３６ 

-4-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）高等学校改革に向けた多様な学び

方の実践 
草案頁 ４５頁 

予 定 額 ３，８６０千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

授業配信用機器等の環境整備により、高等学校で遠隔授業を

行えるようにすることで、生徒を主体とした多様な学び方を実

践する。 

（内 容） 

〇学校間連携により、在籍する学校の枠を越えて、生徒のキャ

リアニーズに応じた他高の専門性の高い授業や特色のある授

業の共有、単位互換の推進 

〇不登校の子どもへの遠隔授業の提供 

〇病気療養中等の子どもへの遠隔授業の提供 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２９０ 

-5-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）西特別支援学校新校舎整備 

の設計 
草案頁 ４６頁 

予 定 額 ７，３００千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

学級数の増加により、教室が不足している西特別支援学校の

新校舎整備に係る設計等を行う。 

（内 容） 

 １ 建設地 西区浮野町地内（市営平田荘内市有地） 

 ２ 施設内容 

  普通教室、特別教室、管理諸室、給食調理場、 

体育館、プール等 

 ３ 予算内訳 

  土壌汚染調査等 ７，３００千円 

  設計 

   債務負担行為 

期間 令和７年度 

限度額 １７５，０００千円 

 ４ 建設計画（予定） 

  令和６～７年度  設計 

  令和８～１０年度 建設 

  令和１０年度中  開校 

担 当 課 
総務部教育環境整備課      電話 ９７２－３２８０  

指導部指導室          電話 ９７２－３２８９  

-6-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）教育情報ネットワークシステム 

の再構築 
草案頁 ４６頁 

予 定 額 債務負担行為（限度額１０，８０７，０００千円） 

事業の概要 

（趣 旨） 

  全ての子どもたちの可能性を引き出す学びを実現するため

に、学校教育におけるＩＣＴ基盤の計画的整備を行う。 

（内 容） 

 １ 実施内容 

〇校務系システムのクラウド化 

〇校務系ネットワークと学習系ネットワークの統合 

〇教職員用端末の一括調達 

債務負担行為 

 期間 令和７～１２年度 

限度額 １０，８０７，０００千円 

２ 期間 

令和６～１２年度 設計開発・運用保守管理 

（令和７年度中に運用開始） 

担 当 課 指導部学校ＤＸ推進課      電話 ９７２－４６７４ 

-7-



いじめ防止・不登校児童生徒支援事業一覧

教 育 委 員 会

区  分 予定額 主な内容 頁 

（新規） 

メタバースを活用した 

支援の実証事業 

20,000

不登校児童生徒の個々の実態に応じた

支援の拡充を図るため、メタバースを

活用したオンラインでの学習・相談等

の支援に係る実証事業を実施 

9 

（拡充） 

校内の教室以外の 

居場所づくり 

243,916

教室に入れない子どもが安心して学校

生活を送ることができるよう、校内の

教室以外の居場所づくりを推進 

23 

（拡充） 

スクリーニングの実施 
200,299

子どもを適切な支援につなぐためのス

クリーニングを行うとともに、学校福

祉専門員を配置し、支援検討の際の助

言及び関係機関との連携等を実施 

24 

（拡充） 

新たな不登校児童生徒 

支援方策の策定 

12,000

不登校児童生徒の多様な学びに対応す

るため、有識者等会議を開催し、新た

な支援方策を策定 

25 

（継続） 

ウェブ版学校生活 

アンケートの実施 

86,682

いじめや不登校の防止及び早期発見の

ため、学校生活アンケートをタブレッ

ト端末で実施 

（継続） 

24時間ＳＮＳ相談等 

の実施 

138,880

いじめ等の未然防止・早期発見・早期

対応のため、24時間365日体制のＳＮ

Ｓ相談及びネットパトロールを実施 

（継続） 

民間オンライン学習プロ

グラムによる学習支援 

19,800

不登校児童生徒がそれぞれの進度に合

わせて自宅等で学習を進められるよ

う、民間事業者が提供するオンライン

学習プログラムにより支援を実施 

（開設） 

教育支援センター 

第３サテライトスクール 

教育支援センターの狭あい化の解消や

通所開始までに要する期間短縮等のた

め、第３サテライトスクールを開設 

47 

千円
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）メタバースを活用した支援の実証

事業 
草案頁 ４７頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

    不登校児童生徒の個々の実態に応じた支援の拡充を図るた

め、メタバースを活用したオンラインでの学習・相談等の支援

に係る実証事業を行う。 

（内 容） 

 １ 対象 

  学校外の機関や学校内で専門的な相談・指導等を受けていな 

い不登校児童生徒 

２ 実証期間 

令和６～７年度 

３ 実施内容 

○双方向のオンライン授業 

○民間オンライン学習プログラム等を活用した学習室の開設 

○自己表現等を学ぶオンライン体験活動 

○保護者も利用できるオンライン相談室の開設 等 

担 当 課 
新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進室 

電話 ２５３－７９３６
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キャリア教育の推進事業一覧

教 育 委 員 会

区  分 予定額 主な内容 頁 

（新規） 

キャリアタイム 

の実施 

247,246

子ども一人一人の自分らしい生き方を実現す

る力を育てるキャリア教育を推進するため、

子どもが自分らしさや自分の生き方を探究す

る授業を「キャリアタイム」として実施 

11 

（拡充） 

キャリアサポート 

事業 

1,440,428

キャリア教育の幅広い推進とキャリア形成の

支援のため、キャリア教育に関する授業や個

別相談等を行う「キャリアナビゲーター」の

配置校数を拡充 

26 

（継続） 

キャリア教育推進 

センターの運営 

110,754

学校におけるキャリア教育の実践を総合的に

支援するため、協力企業等の募集・登録、学

校と企業等とのマッチング支援、キャリア教

育に関する情報の集約・共有、キャリア教育

プログラムや研修の企画・支援等を実施 

（継続） 

探究学習プログラ

ムの実施 

24,000

多様な個性や才能等のあるそれぞれの子ども

たちが、興味関心のあるテーマを探究する活

動を通じて自らの可能性を伸ばすことができ

るよう、学校外における個に応じた学びの支

援として、大学・企業等と連携した探究学習

プログラムを実施 

千円
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （新規）キャリアタイムの実施 草案頁 ４７頁 

予 定 額 ２４７，２４６千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

子ども一人一人の自分らしい生き方を実現する力を育てるキ

ャリア教育を推進するため、子どもが自分らしさや自分の生き

方を探究する授業を「キャリアタイム」として実施する。 

（内 容） 

○小・中・高・特別支援学校における出前授業、職業体験・職

場訪問 

 〇複数の企業等の出展ブースに参加し、仕事の内容や働く人の 

思いに触れることで、自分の将来について考えるきっかけと 

するための小学生向けプログラム 

 〇複数の分野の最先端の技術等に触れ、体験活動やワークを通 

  じて、将来の選択肢や可能性を広げるための中学生向けプロ 

  グラム 等 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３３８６ 

-11-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）図書館における赤ちゃんへの 

    絵本プレゼント事業 
草案頁 ５１頁 

予 定 額 １３，０００千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

子どもが乳幼児期から絵本と触れ合う機会を提供するととも

に、図書館の利用促進を図る。 

（内 容） 

  図書館の窓口で初めて貸出券を作る市内在住の０歳児を対象

に絵本を配付する。 

担 当 課 鶴舞中央図書館         電話 ７４１－９８３５ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （新規）博物館のリニューアル改修等 草案頁 ５４頁 

予 定 額 １，８９７，２７１千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

「名古屋市博物館の魅力向上基本計画」に基づき、本館・外

構のリニューアル改修等を行うとともに、場所や時間を問わず､

それぞれの興味や目的にあわせて博物館を活用できるよう収蔵

資料データベースの構築等を実施する。 

（内 容） 

１ リニューアル改修等 

本館・外構のリニューアル改修や常設展示更新工事等 

債務負担行為 

 期間 令和７～９年度 

    限度額 ２１,７５０,０００千円 

 ２ 収蔵資料データベースの構築等 

  資料のデジタル化、デジタルコンテンツの作成等 

担 当 課 博物館総務課          電話 ８５３－２６５７ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校運営費 草案頁 ４５頁 

予 定 額 ６，１８３，８１９千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  教育活動や校舎の維持管理等に要する経費である学校運営費

を増額する。 

（内 容） 

 ○小学校 

  ３，２３７，５３５→３，４２５，３５１千円 

 ○中学校 

  １，９３７，４３８→２，０７９，８１２千円 

 ○高等学校 

    ２５０，４２４→  ２５９，４３７千円 

 ○幼稚園 

     ４８，６１２→   ４９，６０７千円 

 ○特別支援学校 

    ３５５，７５８→  ３６９，６１２千円 

担 当 課 

教務部学事課          電話 ９７２－３２１４ 

総務部学校施設課        電話 ９７２－３２２１ 

指導部指導室          電話 ９７２－３２３１ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）小学校６年生での３５人学級 

    の実施 
草案頁 ４５頁 

予 定 額 ５８６，００１千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  国が令和６年度に小学校５年生の学級編制基準を３５人と

し、令和７年度には小学校６年生の学級編制基準を３５人とす

る予定であることに伴い、本市において令和６年度に小学校６

年生の３５人学級を国に先行して実施する。 

（内 容） 

○増学級を担任する教員数の増 

○教室不足への対応 

○学級運営に必要な備品等の購入 等 

担 当 課 

教務部教職員課          電話 ９７２－３２３７ 

 総務部教育環境整備課       電話 ９７２－３２８０ 

 指導部学校ＤＸ推進課       電話 ９７２－４６７４ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）スチームコンベクションオーブン

の導入拡大 
草案頁 ４５頁 

予 定 額 １４２，０１５千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  給食の質のさらなる向上のため、給食調理場へのスチームコ

ンベクションオーブンの導入を拡大するとともに、導入拡大に

必要なシステム改修を行う。 

（内 容） 

 １ 導入校数 １５校 

 ２ 導入可能性に係る現地調査 ５校 

 ３ 小学校給食食数管理システムの改修 

担 当 課  指導部学校保健課        電話 ９７２－３２９３ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校施設のバリアフリー化 草案頁 ４５頁 

予 定 額 １，４２２，４００千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

障害のある子どもの教育環境改善や避難所機能強化のため、

学校施設のバリアフリー化を推進する。 

（内 容） 

１ エレベーターの整備 

○設置可能性調査 

小学校 １校 

中学校 ３校 

○設計 

小学校 ２校 

○工事 

小学校 ３校 

中学校 ３校 

２ 車いす使用者用トイレの整備 

○工事 

小学校 ７５校 

３ スロープの整備 

○工事 

中学校 ４７校 

担 当 課 総務部学校施設課        電話 ９７２－３２２１ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）給食調理場空調設備の整備 草案頁 ４５頁 

予 定 額 １３，７００千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  給食調理場の環境改善を図るため、空調設備の整備を行う。 

（内 容） 

１ 整備校数 

（１） 設計 

小学校 ４２校 

   債務負担行為 

    期間 令和７年度 

    限度額 ７６，０００千円 

（２） 設計・工事 

小学校 １校 

   債務負担行為 

    期間 令和７年度 

    限度額 ２９，０００千円 

２ 整備計画（予定） 

  令和６～１０年度  設計 

  令和６～１１年度  工事 

担 当 課 指導部学校保健課        電話 ９７２－３２９３ 

-18-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）特別支援学校スクールバスの増車 草案頁 ４６頁 

予 定 額 １５９，２０８千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  特別支援学校高等部の子どもの乗車ニーズへの対応を始めと

する、スクールバス利用者の増加を踏まえ、障害のある子ども

の安心・安全な通学に必要なスクールバスの運行体制を確保す

るため、必要な台数を増車する。 

（内 容） 

西特別支援学校   ３→４台 

南特別支援学校   ３→４台 

南特別支援学校分校 ３→５台 

守山特別支援学校  ３→５台 

天白特別支援学校  ３→４台 

担 当 課 教務部学事課          電話 ９７２－３２１４ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）天白特別支援学校の増築 草案頁 ４６頁 

予 定 額 債務負担行為（限度額２，５４１，０００千円） 

事業の概要 

（趣  旨） 

学級数の増加により、教室が不足している天白特別支援学校

の増築を行う。 

（内 容） 

１ 建設地 天白区植田山二丁目１０１番地 

２ 施設内容  

普通教室、特別教室、管理諸室、給食調理場、 

ランチルーム、屋内運動スペース等 

 ３ 建設計画（予定） 

 令和６～８年度 建設 

  令和８年度中  供用開始 

担 当 課 
総務部教育環境整備課      電話 ９７２－３２８０ 

指導部指導室          電話 ９７２－３２８９  
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）ナゴヤ・スクール・ 

イノベーション事業 
草案頁 ４６頁 

予 定 額 １２５，０５３千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  ゆるやかな協働性の中で自律して学び続ける子どもを育むた

め、大人が子どもに伴走し、「子ども中心の学び」を進める学

校づくりを推進する。 

（内 容） 

 １ 授業改善等の推進 

  ○学校における授業改善の推進 

  ○学校間の連携推進 

  ○学校運営改善の推進 

  ○選抜した教員による実践研究 

  ○学習会の開催などを通じた教員の意識改革 

 ２ 広報・啓発 

  ○インターネット上での情報発信等 

 ３ 一貫教育の調査・研究 

  ○小・中学校における一貫教育の推進に係る調査・研究 

担 当 課 
 新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進室 

電話 ２５３－７９３６
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）なごや子ども応援委員会の運営 草案頁 ４６頁 

予 定 額 ２，２２３，００１千円 

事業の概要 

（趣 旨）   

さまざまな悩みや心配を抱える子どもや親を総合的に支援す

るなごや子ども応援委員会において、外国にルーツを持つ児童

生徒等への支援の充実を図る。 

（内 容） 

 〇スクールカウンセラー等への研修の実施 

 〇翻訳機の購入 

 〇通訳者の派遣 

 〇多言語リーフレットの作成  

（参 考） 

 職員体制（１７ブロック） 

  主任（総合援助職）       ８人 

  スクールカウンセラー    １１２人 

スクールソーシャルワーカー  ２９人 

  スクールセクレタリー     １７人 

  スクールポリス        １７人 

  計             １８３人 

  上記のほか、非常勤スクールカウンセラーを配置 

担 当 課 
新しい学校づくり推進部子ども応援室 

                          電話 ９５０－７１６２ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）校内の教室以外の居場所づくり 草案頁 ４７頁 

予 定 額 ２４３，９１６千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

    教室に入れない子どもが安心して学校生活を送ることができ 

るようにするため、校内の教室以外の居場所づくりを推進する。

（内 容） 

 １ 実施校数 

  中学校 ５１→８７校 

２ 実施内容 

専任の教員を各校へ配置し、余裕教室等を活用して、子ども 

一人一人の状況に応じた適切な学習指導や生活指導を実施 

担 当 課 
新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進室 

電話 ２５３－７９３６
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）スクリーニングの実施 草案頁 ４７頁 

予 定 額 ２００，２９９千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

   子どもの置かれた状況を丁寧に把握し、適切な支援につなぐ

ためのスクリーニングを実施するとともに、学校福祉専門員を

配置することにより、スクリーニング会議等の運営、支援検討

の際の助言及び区役所等関係機関との支援に必要な連携等を行

う。 

（内 容） 

１ スクリーニングの実施 

小・中学校 ５０→８０校 

２ 学校福祉専門員の配置 

配置人数 ３３→４８人 

配置時間 １人当たり年間７００時間 

担 当 課 
新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進室 

電話 ２３１－１６８０
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）新たな不登校児童生徒支援方策 

の策定 
草案頁 ４７頁 

予 定 額 １２，０００千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

    令和４年３月に策定した「不登校未然防止及び不登校児童生

徒支援の方策」に基づく取り組みを継続しつつ、不登校児童生

徒の多様な学びに対応するための新たな支援方策を策定する。 

（内 容） 

 スケジュール（予定） 

令和６年５月～ 有識者等会議の開催 

令和７年１月  パブリックコメントの実施 

３月  策定・公表 

担 当 課 
新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進室 

電話 ２５３－７９３６
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）キャリアサポート事業 草案頁 ４７頁 

予 定 額 １，４４０，４２８千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

キャリアコンサルタントの国家資格を持つ人材を「キャリア

ナビゲーター」として学校に配置し、キャリア教育の幅広い推

進とキャリア形成の支援を行う。 

（内 容） 

キャリア教育に関する授業や自己実現を目指す子どもに対し

て個別相談等を実施するキャリアナビゲーターについて、配置

校数を拡充する。 

  配置校数 

   中学校 ７２→１１０校 

   高等学校    １４校 

特別支援学校 ４→５校 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３３８６ 

-26-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）看護介助員の配置 草案頁 ４７頁 

予 定 額 １５１，４７５千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  医療的ケアが必要な子どもが安心して学校（園）生活を送る

ことができるよう、医療的ケアと生活介助を行うことができる

看護介助員を配置する。 

（内 容） 

対象の子どもが在籍する学校（園）に配置する看護介助員の

配置を拡充する。 

  配置人数 ３０→４２人 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２８９ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校生活介助アシスタントの派遣 草案頁 ４７頁 

予 定 額 ２５８，２７６千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  介助が必要な障害のある子どもに対し、学校（園）生活にお

ける支援を行う学校生活介助アシスタントの派遣対象を拡大す

る。 

（内 容） 

 １ 派遣対象の拡大 

小・中学校に在籍する重度の知的障害・精神障害のある子ど

もに対し、学校生活介助アシスタントを派遣 

派遣人数 

   小学校 ３１人 

   中学校  ９人 

２ 終日介助の年間上限時間 

子ども１人当たり １，３１２．５時間 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２８９ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）校外学習におけるリフト付きバス

等の導入 
草案頁 ４７頁 

予 定 額 ８９０千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  障害により常時車いすを使用している子どもに対する支援の

充実のため、校外学習でリフト付きバス等を利用する。 

（内 容） 

 小学校 １５台 

 中学校  ５台 

 高等学校 ２台 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２８９ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）日本語指導が必要な児童生徒 

の支援 
草案頁 ４７頁 

予 定 額 ２９５，８６３千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  日本語指導が必要な子どもの増加及び多言語化に対応するた

め、初期日本語集中教室における対面指導教室を増設するとと

もに、母語学習協力員及び母語指導補助員の増員を行う。 

（内 容） 

１ 初期日本語集中教室における対面指導教室の増設 

 教室数 ２→３教室 

 ２ 母語学習協力員等の配置 

  母語学習協力員 ４８→５１人 

   フィリピノ語 １２→１４人、ポルトガル語 １１人、 

   中国語 ２２→２３人、ネパール語 ２人、 

ベトナム語 １人 

  母語学習協力員スーパーバイザー ３人 

   フィリピノ語 １人、ポルトガル語 １人、 

中国語 １人 

  母語指導補助員 ３→４人 

   フィリピノ語 １→２人、中国語 １人、 

ネパール語 １人 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）小学校への外国人英語指導助手の

派遣拡充 
草案頁 ４８頁 

予 定 額 ２４４，７０１千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

聞く・話す活動を中心に英語に慣れ親しみ、外国の文化を理

解する活動を進めるため、小学校５・６年生について外国語指

導アシスタントの配置に代えて外国人英語指導助手を全校へ派

遣する。 

（内 容） 

外国人英語指導助手を活用した授業時間数 

 小学校５・６年生 １学級当たり３２時間 

（参 考） 

  小学校３・４年生の外国語活動については、引き続き外国語

指導アシスタントを配置する。 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）グローバル人材を育む 

和室活用事業 
草案頁 ４８頁 

予 定 額 １０５，１７６千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

郷土への愛着や誇りをもってグローバルに活躍するための資

質・能力を育むため、小・中学校に和室（組立式）を設置す

る。 

（内 容） 

 １ 実施校 

  ○小・中学校 １３５→１６２校 

○既存和室の活用 小・中学校 ２３校 

 ２ 活用内容 

  茶華道体験等、和室を活用した教育活動の実施 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）定期健康診断等補助者の拡充 草案頁 ４８頁 

予 定 額 ３６，３４３千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  定期健康診断等において、子どものプライバシー保護やセク

シュアルハラスメントへの配慮をしつつ検診を円滑に行うため

に、補助者を拡充する。 

（内 容） 

 ○内科補助者の新設 

 ○眼科、耳鼻咽喉科、歯科補助者の配置拡充 

担 当 課 指導部学校保健課        電話 ９７２－３２４５  
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）小学校における民間プールを活用

した水泳指導 
草案頁 ４８頁 

予 定 額 ３５，２０３千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  老朽化した学校プールを保有する学校等において、民間プー

ルを活用した水泳指導を行う。 

（内 容） 

 実施校数 ６→８校 

 （田代小学校、当知小学校において新たに実施） 

担 当 課 
 総務部教育環境整備課      電話 ９７２－３２８０ 

 指導部学校保健課        電話 ９７２－３２４５ 

-34-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）就学援助における入学準備金 草案頁 ４８頁 

予 定 額 ２４２，５４４千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

    保護者の負担を軽減し、安心して就学してもらえるよう、経

済的理由により就学が困難であると認められる場合に支給する

就学援助について、入学準備金の支給単価を増額する。 

（内 容） 

 支給単価 

  小学校１年生 ５４，０６０→５７，０６０円 

担 当 課 教務部学事課                   電話  ９７２－３２１４ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）就学援助所得基準額の変更 草案頁 ４８頁 

予 定 額 ４１７，２９４千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  物価高騰等により、保護者の経済状態は今後も厳しい状況と

なることが見込まれることから、家計における教育費を支援し、

経済的な負担の軽減を図るため、就学援助の所得基準額を当面

の間引き上げる。 

（内 容） 

 所得基準額（４人世帯の場合） 

  ３１７→４１８万円（収入目安４６３→５９０万円） 

担 当 課  教務部学事課          電話 ９７２－３２１４ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）私立高等学校授業料補助 草案頁 ４９頁 

予 定 額 １１６，１３２千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

保護者負担の軽減を図るため、授業料の補助額を増額すると

ともに、第３子以降の生徒に対する所得制限を撤廃する。 

（内 容） 

１ 対象者 

  本市の住民で、愛知県の行う授業料補助の対象範囲外の者 

２ 補助単価 

 （１）課税標準額×６％－市民税の調整控除額×３／４が 

  ３２５，５００円未満（年収約８４０～９５０万円） 

  １・２年生：年額４６，２００→４８，０００円 

    ３年生：年額４６，２００円 

 （２）課税標準額×６％－市民税の調整控除額×３／４が 

  ４１５，５００円未満（年収約９５０～１，１１０万円） 

１・２年生：年額２７，８００→２８，８００円 

    ３年生：年額２７，８００円 

 （３）課税標準額×６％－市民税の調整控除額×３／４が 

  ４１５，５００円以上（年収約１，１１０万円以上） 

  かつ、第３子以降の生徒である場合（新規） 

  １・２年生：年額２８，８００円 

    ３年生：年額２７，８００円 

担 当 課 教務部学事課          電話 ９７２－３２１４ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）教職員の働き方改革の推進 草案頁 

４５頁 

４６頁 

５０頁 

予 定 額 ４１５，３６２千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

教職員が心身ともに健康に働くことができる環境を構築する 

とともに、子どもの学びの充実に向けた働き方改革を推進する。

（内 容） 

〇学校徴収金事務へのシステム導入に向けた準備 

 学校徴収金システムの導入に向けて、構築する仕組みの費用

対効果の検証等を踏まえ仕様案を作成 

〇教員業務支援員の配置 

 教員が子どもへの指導や教材研究等により注力できるよう、

教員業務支援員を配置 

〇中学校及び高等学校でのデジタル採点システムの運用 

 パソコン上で採点や得点の自動集計、成績分析等を可能とす

るデジタル採点システムを運用 

〇災害共済給付金支給データ・振込通知書作成業務の委託 

  災害共済給付事務において、支給データと振込通知書作成業

務の外部委託を実施 

担 当 課 

新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進室  

                                 電話 ２５３－７９３７ 

 教務部教職員課                 電話 ９７２－３２３７ 

 指導部学校保健課        電話 ９７２－３２４５ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）部活動外部顧問派遣事業 草案頁 ５１頁 

予 定 額 ２２８，２２４千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  部活動の充実・活性化を図るとともに、教員の多忙化解消の

ため、部活動時間中に教員顧問がいなくても、子どもを指導で

きる部活動外部顧問を派遣する。 

（内 容） 

 派遣部数 中学校 ３２３→３５２部 

担 当 課  生涯学習部部活動振興室     電話 ９７２－３３８３ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）中学校部活動の見直しの推進 草案頁 ５１頁 

予 定 額 ３０，０００千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  国の地域移行の方針を踏まえ、休日の部活動を見直し、多様

なスポーツ・文化芸術活動の振興を図るなど、子どもにとって

望ましいスポーツ・文化芸術活動の環境整備を進める。 

（内 容） 

〇モデル事業の実施 ４校 

 〇活動団体・事業者等への参入意欲調査 

担 当 課 生涯学習部部活動振興室     電話 ９７２－３３８３ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）生涯学習センターのあり方検討等

調査 
草案頁 ５１頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

建物や設備の老朽化が著しい生涯学習センター等のリニュー

アル改修に向けて、生涯学習センターとしてのあり方の検討や

社会情勢に対応するための施設の魅力向上調査を実施する。 

（内 容） 

１ 対象 

生涯学習センター 

女性会館 

２ 実施内容 

○施設や各諸室のあり方の検討 

○施設の魅力向上に向けた調査 等 

担 当 課  生涯学習部生涯学習課      電話 ９５０－５０４４ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）美術館の魅力向上に向けた調査 草案頁 ５３頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

美術館がさらに魅力的な施設であり続けるため、魅力向上に

向けた調査を実施する。 

（内 容） 

○現状の把握及び分析、課題の整理 

○先進他都市の調査 

○市民ニーズの把握及び分析 

○今後の方向性の検討 等 

担 当 課 美術館総務課          電話 ２１２－０００２ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）無形民俗文化財登録制度 草案頁 ５４頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  後継者不足や地域コミュニティの希薄化などにより、将来へ

の保存継承が課題となっている未指定の無形民俗文化財を保護

するため、登録制度を新設する。 

（内 容） 

１ 登録制度の新設 

未指定の無形民俗文化財のうち、保存・活用の措置が特に必 

要なものについて、市登録無形民俗文化財に登録する。 

２ 市登録無形民俗文化財への補助 

市登録無形民俗文化財の保存・活用に必要な事業に対して補 

助を行う。 

担 当 課  生涯学習部文化財保護室     電話 ９７２－３２６６ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）科学館Ｂ６型蒸気機関車等 

    の展示整備 
草案頁 ５４頁 

予 定 額 ２７７，６２３千円 

事業の概要 

（趣  旨） 

    Ｂ６型蒸気機関車、旧型客車及び供奉車を展示するための整

備等を行う。 

（内 容） 

  〇Ｂ６型蒸気機関車、旧型客車及び供奉車の展示のための付帯

施設整備並びに展示整備 

  債務負担行為 

   期間 令和７年度 

   限度額 ６４６，０００千円 

○Ｂ６型蒸気機関車の圧縮空気による動態展示に向けた設計及

び修復等（令和５～７年度まで） 

担 当 課  科学館総務課           電話  ２０１－４４８０ 

-44-



令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （開設）たかしま小学校 草案頁 ４５頁 

予 定 額  

事業の概要 

（趣 旨） 

  天白区の高坂小学校としまだ小学校の２校を統合し、「たか

しま小学校」を開校する。 

（内 容） 

 １ 開校場所 

  天白区高坂町８９番地（現高坂小学校の場所） 

 ２ 開校時期 

  令和６年４月 

（参 考） 

  令和６年度に、高坂小学校校舎を使用して、たかしま小学校

を開校し、建設完了後の令和９年４月に新校舎へ移転する。 

担 当 課 総務部教育環境整備課      電話 ９７２－３２８２ 
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 （開設）若宮高等特別支援学校 草案頁 ４６頁 

予 定 額  

事業の概要 

（趣  旨） 

    特別支援学校高等部の子どもの増加や、企業等への就労をめ

ざす職業教育のニーズの高まりに対応するため、若宮商業高等

学校の既存校舎の改修等により「若宮高等特別支援学校」を開

校する。 

（内 容） 

  １  開校場所 

天白区古川町７６番地（若宮商業高等学校との併設） 

２  施設内容 

普通教室、実習室、管理諸室等 

３  開校時期 

  令和６年４月 

担 当 課 
指導部指導室          電話 ９７２－３２８９ 

総務部教育環境整備課      電話  ９７２－３２８０  
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令和６年度主な施策等一覧

教 育 委 員 会 

事 項 
（開設）教育支援センター 

第３サテライトスクール 
草案頁 ４６頁 

予 定 額  

事業の概要 

（趣 旨） 

教育支援センターの狭あい化を解消するとともに、増加し続

ける通所希望者の通所開始までに要する期間の短縮や、通所者

一人一人への支援を充実させるため、第３サテライトスクール

を開設する。 

（内 容） 

１ 開設場所 北区平安二丁目２１番６１号 

（報徳幼稚園跡地） 

２ 開設時期 令和６年４月 

（参 考） 

  心理的な理由によって登校できない子どもを支援するため、

市内在住の小・中学生を対象に教育相談、生活指導及び学習指

導を行う。 

○教育相談 

子どもの情緒の安定を図るとともに、親としての適切な関わ 

り方などについての相談を実施する。 

○生活指導及び学習指導 

日常的な活動や体験活動を通じて、自主性・自発性の育成、 

対人関係の改善を図るとともに、学習の支援を行う。 

担 当 課 子ども適応相談センター     電話 ５２１－９６４０ 
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令和６年度主な施策等一覧（交通局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 戦略的な利用促進策の展開 44,500 1

子ども・子育てのサポート 23,572 2

栄駅の総合的な整備 30,000 3

東山線高架下用地の有効活用に向けた調査 15,561 4

定期券ＷＥＢ予約サービスの導入 債務負担行為 5

拡 充 地下鉄駅のリニューアル 3,099,189 6

地下鉄駅のリフレッシュ 292,118 7

地下鉄駅エレベーターの整備 2,062,641 8

クレジットカード対応券売機の設置拡大 155,540 9
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令和６年度主な施策等一覧

交通局 

事 項 （新規）戦略的な利用促進策の展開 草案頁 
９４頁 

９５頁 

予 定 額 ４４，５００千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

乗車人員の回復を図るため、敬老パス利用者や観光客などター

ゲット層を絞り込み、ニーズを捉えた戦略的な利用促進策を展開

するもの。 

２ 内 容 

(1) 敬老パス利用者向け施策「アクティブシニアキャンペーン」

    敬老パス利用者に対し、飲食店などで割引等の特典を付与

するキャンペーンを実施 

  (2) 観光客向け施策「グルメチケット付き企画乗車券（仮称）」

    観光客に人気の「なごやめし」などを楽しめるグルメチケ

ットと一日乗車券をセットにした企画乗車券を発売 

  (3) 市バスを利用していない若年層向け施策 

「市バスで推し活！（仮称）」 

    市バス沿線のカフェ、スイーツ、パンの店舗を市バスでめ

ぐるルートマップを作成し、マップと連動した企画を実施 

担 当 課 営業統括部乗客誘致推進課  電話 972-3816（内線3816） 
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令和６年度主な施策等一覧

交通局 

事 項 （新規）子ども・子育てのサポート 草案頁 

９４頁 

９５頁 

９６頁 

予 定 額 ２３，５７２千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

地下鉄駅構内にお子さま連れで利用しやすいベンチや授乳室

を設置するとともに、お子さまに市バス・地下鉄に親しみを持っ

ていただけるよう、子ども向け特設サイトを開設するもの。 

２ 内 容 

(1)「子ども・子育てサポートベンチ」の設置 

親子で使いやすいベンチを駅構内に設置 

設置駅 名城公園駅 

(2) 授乳室の設置 

授乳室を駅構内に設置 

設置駅 上前津駅、名城公園駅 

(3) 子ども向け特設サイトの開設 

お子さまに市バス・地下鉄に親しんでいただけるような内容

や子育て世代向け情報を掲載した子ども向け特設ウェブサイ

トを新たに開設 

担 当 課

電車部駅務課          電話 972-3957(内線3957) 

電車部運輸課          電話 972-3852(内線3852) 

総務部広報広聴課        電話 972-3809(内線3809）
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令和６年度主な施策等一覧

交通局 

事 項 （新規）栄駅の総合的な整備 草案頁 ９５頁 

予 定 額 ３０，０００千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

名古屋の顔としてふさわしい駅となるよう駅施設の再配置や

空間の有効活用を検討し、あわせて混雑緩和を図るもの。 

２ 内 容 

(1) 駅施設の再配置に向けた調査 

第２栄変電所の移設により生じる空間を活用した駅施設の

再配置に向けた調査 

(2) 栄駅の有効活用に向けた調査 

駅施設の再配置により生じる空間への店舗の設置に向けた

調査 

(3) 混雑緩和対策 

東山線ホームの混雑緩和を図るため、駅施設改修による利用

者の流動効果等を調査 

担 当 課

電車部駅務課          電話 972-3957（内線3957）

営業統括部資産活用課      電話 972-3910（内線3910）

施設部施設計画課        電話 972-3958（内線3958）
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令和６年度主な施策等一覧

交通局 

事 項
（新規）東山線高架下用地の有効活用に向

けた調査 
草案頁 ９５頁 

予 定 額 １５，５６１千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  地下鉄東山線の高架構造物の耐震補強完了後における高架下

用地の将来の有効活用に向けた検討等を行うため、市場調査や測

量等を実施するもの。 

２ 内 容 

 （1）有効活用に向けた市場調査及び測量 

ア 市場調査 

有効活用の方法を検討するための基礎的な調査 

イ 測量 

有効活用可能な範囲を明確にするための測量調査 

（2）暫定的な活用のための整備 

    有効活用を実施するまでの間、暫定的な活用ができるよう、

高架下用地の整地を実施 

担 当 課 営業統括部資産活用課      電話 972-3943（内線3943）
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令和６年度主な施策等一覧

交通局 

事 項 （新規）定期券ＷＥＢ予約サービスの導入 草案頁 ９５頁 

予 定 額 （債務負担行為） 

事業の概要

１ 趣 旨 

  定期券購入の利便性向上を図るため、ＷＥＢ予約サービスを導

入するもの。 

２ 内 容 

３ 今後の予定 

  令和６～７年度 システム開発 

  令和８年度   システム開発、券売機の改造、サービス開始

４ 事業費 

  ７２０，０００千円（債務負担行為） 

担 当 課 営業統括部営業課        電話 972-3818（内線3818）
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令和６年度主な施策等一覧

交通局 

事 項 （拡充）地下鉄駅のリニューアル 草案頁 ９５頁 

予 定 額 ３，０９９，１８９千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  明るく清潔感のある快適・便利な駅空間を提供するため、リニ

ューアルを進めるもの。 

２ 主な整備内容 

  駅の壁・床・天井・照明などのリニューアル 

３ 実施駅 

  全体改修 

設計 星ヶ丘駅 

工事 上前津駅（名城線）、栄駅（名城線）、名城公園駅 

部分改修  

設計 中村日赤駅、東別院駅、築地口駅 

担 当 課 電車部駅務課         電話 972-3957(内線3957) 
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令和６年度主な施策等一覧

交通局 

事 項 （拡充）地下鉄駅のリフレッシュ 草案頁 ９５頁 

予 定 額 ２９２，１１８千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  経年により汚れが目立つ駅において、壁・床・天井等の通常の

清掃では落としきれない汚れに対して特別な清掃などを行い、美

観回復を図るもの。 

２ 実施内容 

  駅の壁・床・天井などの特別清掃や塗装替え等を実施 

３ 実施駅 

  伏見駅（東山線、鶴舞線）、丸の内駅（鶴舞線）、大須観音駅、

  上前津駅（鶴舞線） 

担 当 課 電車部駅務課         電話 972-3957(内線3957) 
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令和６年度主な施策等一覧

交通局 

事 項 （拡充）地下鉄駅エレベーターの整備 草案頁 ９５頁 

予 定 額 ２，０６２，６４１千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

お客さまの誰もが安全で快適に利用できるよう、駅施設のバリ

アフリールートを充実するとともに、既存のバリアフリールート

の改善を図るため、新たにエレベーターを整備するもの。 

２ 内 容 

 (1) 新規整備 

設計 本郷駅 

(2) 継続整備 

工事 伏見駅、御器所駅、本山駅、新瑞橋駅、 

瑞穂運動場西駅 

担 当 課 施設部施設計画課        電話 972-3916（内線3916）
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令和６年度主な施策等一覧

交通局 

事 項
（拡充）クレジットカード対応券売機の設

置拡大 
草案頁 ９５頁 

予 定 額 １５５，５４０千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

定期券購入の利便性向上を図るため、クレジットカード対応券

売機を増設するもの。 

２ 内 容 

クレジットカード対応券売機の増設 

名古屋駅 ３台、栄駅 １台 

   （既設 名古屋駅 ４台、栄駅 ３台、金山駅 ２台） 

担 当 課 営業統括部営業課       電話 972-3818（内線3818） 

クレジットカードで定期券購入ができる券売機（ピンク色の券売機）


